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第1章 序論 

1.1 研究の背景 

 建築設備機器の地震被害は，構造躯体への取付部や設備機器同士の連結部に集中して生じている．

たとえば，空調用設備機器ファンコイルユニット（FCU）の脱落，室外機の転倒，給水管継手部の破

損などが挙げられる1.1)（図1.1）．空調用設備機器の損傷や脱落は，地震時に吊り材が繰り返し変形を

受けて吊元や機器支持部で破断，コンクリート躯体への接続であれば抜け落ち等が原因として考えら

れる．室外機の転倒は，アンカーボルトの強度不足，埋込長さ不足，あるいはコンクリート基礎の強

度不足が原因で生ずると考えられる．給水管継手部の破損は，地震時において天井との相対変位量が

大きくなり，管軸方向に対する変位に追従できずに継手部分で損傷に至ったと考えられる．これらの

ことを踏まえると，建築設備機器の地震被害は，設備機器本体ではなく，設備機器と構造躯体あるい

は基礎との接合部にて生じていると考えられる1.1),1.2)など（図1.2）．つまり，設備機器本体と構造躯体あ

るいは基礎との接続のための吊り材やアンカーボルトの力学特性を，一連の実験を通して把握するこ

とは重要だといえる．また，設備機器を含む非構造部材が建設コストに占める割合は構造躯体に比べ

て高い1.3)ことから，地震後の復旧に際しても設備機器の補修は経済的な負担も大きいと考えられる

（図1.3）．さらには，病院建築の多くでは免震構造が採用されているため，建物が倒壊に至る可能性

は低いものの，高度な設備機器を数多く有する医療現場（※図1.3では，設備機器の建設コストが4割以

上を占める）にて，これらが機能停止することは建物の機能維持のみならず患者の生死を左右する危

機的状況につながる可能性も考えられる．したがって，これらの被害防止・軽減は，地震後における

建物の継続使用を論じる上で必要不可欠な課題の一つであるといえる． 

図1.1 建築設備機器の主な被害事例1.1) 
(a) FCUの脱落 (b) 室外機の転倒 (c) 給水管継手部の破損 

図1.2 部材に着目したの主な被害事例1.1),1.2) 

アンカーボルトの抜け1.2) 吊り材の破断1.1) 設備機器 

図1.3 建設コストの内訳1.3) 

設備機器 
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表1.1 重量1kN以下の吊り軽量機器の耐震支持の仕様1.4)~1.6) 

 建築設備機器は，建物の室内，室外，天井裏，屋上など，あらゆる箇所に設置されている．特に，

天井裏に取付けられている，機器類や配管，およびケーブル類などは，これら設備機器同士さらには

天井を含む非構造部材，梁などを含む構造部材と取り合っており，最も複雑であるため，接合部が数

多く存在し，地震被害が集中して生ずる箇所であると考えられる．また，設備機器の形状やその支持

方法は多岐にわたっており，地震時にどの部位にどのような被害が生じているかが未だ不明な点も多

い．このことを踏まえ，本論文では，吊り形式の建築設備機器を研究対象として，吊り材と斜材との

間の接合部（取付金物に相当）や，吊り材と構造躯体の接合部である天井スラブ固定部を含めて一連

の実験を実施し，それらの力学挙動の把握を行う． 

 そこで，吊り形式の建築設備機器に対する耐震設計の実状について述べる．現行の建築設備耐震指

針1.5)では，重量1kN以下の軽量な機器（以後，吊り軽量機器）に耐震支持について，「設備機器の製

造者の指定する方法で確実に行えば良いものとする」としている．しかしながら，製造者の多くは吊

り軽量機器の耐震支持法を示していないのが実状である1.5)．文献1.4)~1.6)では，図1.4に示すような重

量1kN以下の吊り軽量機器に対して，全ねじボルトの斜材をX状に配置した耐震支持を一例として提

案している．具体的には，自重支持用吊りボルト（以後，吊り材）で吊り軽量機器を耐震支持する

際，吊り材4本で構成される4構面にそれぞれ2本の斜材をX状に配置する．また，吊り材に斜材を取り

付ける角度は45±15°とし，上突出部と下突出部の合計の長さは250mm以内とする．さらに斜材は吊

り材と同等以上の強度の金属材（全ねじボルト）とし，吊り材と斜材の緊結には取付金物を使用する

こととしている．なお，吊り材の構造躯体への固定は，アンカーボルトではなく，原則としてイン

サートを使用する（表1.1）．本論文では，設備機器を支持する吊り材，斜材およびそれらを緊結する

取付金物で構成されるユニットを以後，吊り支持部材と呼ぶことにする． 

吊り軽量機器 

上突出部 

斜材 

下突出部 

自重支持用 
吊りボルト 
（吊り部材） 

取付金物 

吊り支持部材 
θ=45±15° 

構造躯体 
インサート 

図1.4 全ねじボルトの斜材をX状に配置する施工例1.4)~1.6) 

1. 引張力が作用する自重支持用吊りボルトへの躯体への固定は，原則としてインサートとする

2. 全ねじボルトの斜材をX状または四方に放射状配置する

3. 自重支持用吊りボルトに斜材を取り付ける角度θは45±15°の範囲とする

4. 斜材は自重支持用吊りボルトと同等以上の強度の金属材を用いる

5. 自重支持用吊りボルトと斜材の緊結には取付金物を用いる

6. 上突出部と下突出部の合計の長さを250mm以内とする

7. 機能確保を図る（耐震クラスSで計画する）場合は，吊り部材には形鋼を用いる
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1.2 既往の研究 

 

1.2.1 設備耐震全般に関する研究と課題点 
 2011年3月に発生した東日本大震災以降，地震時における建築設備機器の被害は多岐にわたってい

る．たとえば，アンカーボルトの埋込みが完全ではないことによる貯水槽や室外機などの床上設置機器

の被害，吊り金物や振止めなどの強度不足による吊り形式の設備機器の落下や壁掛け機器の転倒，配

管・ダクト・電気配線などの破損や衝突などが報告されている1.1)~1.7)など．また，海外においても地震時

における非構造部材を含む建築設備機器の被害は，数多く確認されている．たとえば，2001年2月にア

メリカのワシントン州で発生したSeattle (Nisqually)地震の被害調査報告書1.8)では，アンカー留めがなさ

れていなかった建物内の家具類の転倒や，屋上に設置された貯湯タンクの給水管の破断などが報告さ

れている． 

 近年の我が国における地震時被害では，柱や梁等の構造部材の損傷は少なくなり，地震後の建物の機

能維持実現に向けた非構造部材や設備機器の耐震化が大きな課題となっている．これを踏まえ，既往研

究の多くは，対象とする設備機器に模した試験体や配管・ダクトを用意し，それらの振動台実験を行う

ことで，地震時における設備機器の地震応答特性や損傷状況について明らかにしている1.9)~1.19)など．特に，

天井に取り付けられた設備機器の地震応答特性を考慮した場合，吊り天井の場合と同様，応答倍率が大

きく，設備機器や吊り天井の壁面への衝突を許容しなければならないため，これらの実験結果から得ら

れる知見は非常に重要である1.21)． 

 また，室外機や貯水槽などに代表される床上設置の設備機器の地震時被害としては，アンカーボルト

の破損やコンクリート基礎の破損が確認されている1.2)．これらの設備機器を基礎等に取付ける際，アン

カーボルトを面外剛性の弱い板材や回転拘束の少ない留め金物（山形鋼や溝形鋼）に取付けることが多

いため，地震時にてこ反力が生じてアンカーボルト部分に生じる力が大きくなることがある．既往の研

究の多くは，施工状況に照らし合わせて建築設備用あと施工アンカーの引張耐力を把握とした実験を

行っている．たとえば，木内ら1.22)は，平板コンクリートスラブおよびデッキスラブに埋め込まれためね

じのアンカーボルトの引張強度について検討している．中野ら1.23)は，金属拡張アンカーの天井部分への

機器の吊り下げを考慮し，取付場所による施工姿勢を要因とした引抜き実験を実施している．原田・加

藤・木内ら1.24)は，吊り下げに用いられているあと施工アンカーの問題点を明らかにするために，4種類

のアンカーボルトの引抜き実験を，施工状況に即して体系的に実施している．戸邊ら1.25)は，天井ダクト

等に用いる金属拡張アンカー締付け方式のコーンナット式について，空気調和・衛生工学会のSHASE-
S012-2012“建築設備用あと施工アンカー”1.26)への追加の規格化を目的に，吊り下げ式におけるコーン

ナット式の引抜き力に対する実験を行っている．白阪・矢野ら1.27)~1.29)は，電力施設の機器配管用支持構

造物を取り付けるにあたって，コンクリート打設後に埋め込む後付け金物の使用規準選定用資料を得

るため，各荷重条件下における支持耐力について，先行金物と比較する形で引抜き実験およびせん断実

験を実施している．また，地震時にアンカーボルトに引張力とせん断力が同時に作用することを考慮し

て，アンカーボルトの組合せ荷重下における耐力の検討に関する実験は，数多く実施されている1.30)~1.36)

など．しかしながら，実際に設備機器を天井等に取付ける際，アンカーボルトではなく，インサートと呼

ばれる先端を特殊な形状加工したアンカーを用いることが多い．このアンカーは先付アンカーであり，

特殊な形状をしているため，個別に性能を検証して用いる必要がある．インサートに関する実験的研究

はなされてはいるものの，アンカーボルトに比べるとその既往文献の数は非常に少ない．また，実状に

即した形で，基本的な引張強度について検討したものが多く，せん断実験および組合せ実験などによっ

てインサートの力学挙動を体系的に示しているものはあまりない．このことを踏まえ，1.2.3にて，イン

サートに関する先行研究と課題点を述べる． 

 設備機器の形状およびそれらを支持する部材は多種多様であり，特段仕様等で定められておらず，施

工法などについては使用者の判断に委ねられていることが現状である．そのため，既往の研究で示され

ている地震応答特性や加速度応答倍率による実験結果は有意性があるものの，それらの部材の力学的

特性については，定量的に把握している文献はほとんどないため，各々の設備機器が地震力を受けた際
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にどのようなメカニズムで損傷，落下に至ったのかは不明な点が多い．さらに．これらの機器類は天井

裏の部分に取付けられていることが多いため，設備機器そのものの被害よりも設備機器と構造部材と

の接合部や，天井や間仕切壁などの非構造部材との間に被害が集中することが多い1.37), 1.38)．したがっ

て，設備機器の耐震に関する研究として，天井部分に備え付けられている空調機やスプリンクラー配管

の地震時挙動や接合部について扱っているものが多く確認されている．また，アンカーボルトに関する

研究は数多く行われているものの，インサートの力学挙動を明らかにしているものは，引張耐力に着目

しているものに限定的であり，その数はアンカーボルトに関する既往文献と比べてさらに少ない． 

 以上を踏まえて，吊り形式の建築設備機器に代表される空調機や配管・ダクト，さらにはアンカーボ

ルト等で支持される室外機や貯水槽については，地震被害が集中する接合部の力学挙動および低サイ

クル疲労性能について定量的に把握する必要がある．これらの力学挙動を評価するにあたっては，設備

機器本体よりも，まずそれらを構成する吊りボルトや埋込アンカーなどの基本的な力学挙動を把握す

るための要素実験を行った上で，設備機器を含めた実大実験を段階的に行い，各部材の選定方法や取付

方法，施工方法が設備機器の接合部に及ぼす影響について検討する必要があるといえる． 
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1.2.2 吊りボルトに関する研究と課題点 
 空調機などの吊り軽量機器は，吊りボルトと呼ばれる部材を吊り材として用いて，耐震支持する施工

法が一般的である（図1.4）．一般的に設備業界で普及している吊りボルトは，慣例的にウィットねじと

呼ばれる現行のJIS規格1.39)には記載のないものが使用されており，その力学特性については不明確なま

まである．先行研究では，吊り軽量機器としての耐震性の検証のため，吊りボルト，設備機器から構成

されるユニットを試験体として扱い，静的実験や振動台実験を実施している例がある．しかしながら，

そのユニットの力学性能を支配する単一部材としての吊りボルトの材料特性や曲げに対する断面特性

を検討した文献はない．したがって，設備機器から構成されるユニットとしての力学挙動の把握の前段

階として部材レベルで要素実験を実施してそれらの力学特性を把握することは非常に重要である． 

 一方で，設備機器から構成されるユニットを試験体として扱い，静的実験や振動台実験を実施してい

る研究は一定数存在する．森山・青井ら1.40)は，吊り軽量機器に模した試験体を吊りボルトで支持し，さ

まざまな角度で斜材を組み，斜材の取付角度，および斜材端部からの吊り材の突出長さを実験パラメー

タとして静的載荷を行っている．また，試験体の解析モデルを構築して，実験値を評価することにより，

取付金物の偏心の考慮の有無が剛性を評価する上で重要であると結論付けている．橋本・田嶋ら1.41)は，

吊り軽量機器に模した試験体を用意し，斜材の有無および試験体に与える振幅を実験パラメータにし

て，繰り返し載荷実験を行うことで，吊りボルトの疲労性能について検討している．試験体は全部で6
体で，破断することを考えて比較的大きな振幅を与えて実験を行っている．また，T. Chattら1.42)は，天

井の耐震支持に用いられる吊りボルトの繰り返し曲げ実験を行っており，吊りボルトの呼び径の違い

と載荷振幅をパラメータとした低サイクル疲労性能を把握し，破断回数と塑性率との関係式を導いて

いる．平本・水谷ら1.43)は，吊り軽量機器に模した試験体を水平方向に繰り返し強制変位させ，荷重変形

関係および吊りボルトや捩れ止めとしての取付金物の損傷状況を記録している．この実験では，取付金

物の種類を変えて実験を行っており，種類や組合せを工夫することにより地震波の振動を吸収できる

ことを言及している．また，吊りボルトの疲労性能の把握として，解析的に行っているものもあり，木

下ら1.44)は，吊りボルトの疲労破断に関する基礎的検討として，地震応答解析とレインフロー法を併用し

て吊りボルトの耐震性能を評価している．吊り軽量機器に模した試験体を吊りボルトで支持し繰り返

し実験を行っているものもあり，たとえば，榊・西川ら1.45)は，試験体の錘重量，入力加速度，径の太さ

を実験パラメータとして実験を実施しているが，複数の試験体を同時に加振して破断回数などを評価

している．その他，吊りボルトに関する実験としては，部材レベルの実験ではなく振動台実験を実施し

ているものが多く，試験体の最大応答加速度や入力波の種類を変えることによる試験体の損傷状況や

落下状況を確認している研究1.46)~1.48)などが多い．これは，吊り軽量機器だけではなく，配管を支持して振

動台実験を実施しているもの1.49), 1.50)などが多い．なお，近年では，吊り軽量機器の落下防止対策として，

変則的な斜材の設置や，ワイヤーによる耐震補強，機器と吊りボルトの間に挟む新部材の開発などが普

及しており，それらを加振することで耐震補強の効果を確認している研究も多い1.51)~1.54)など． 

 以上を踏まえると，吊りボルトの研究としては，吊り軽量機器に加えて配管・ダクトを対象として，

振動台実験や動的加振実験を実施しているものが多くみられる．しかしながら，これらの研究の多く

は，地震応答特性の結果を示しているものが多く，損傷のメカニズムなどを定量的に示しているものは

少ない．また，近年の傾向として吊り軽量機器の落下防止の効果を検証するための実験も行われてお

り，より実用的でかつ安全性を確認するための企業研究が盛んであるように思われる．ただし，その効

果を実証できても，力学的なアプローチの基で安全性を検証している文献は少なく，また扱っている試

験体数も少ないため，パラメトリック的かつ段階的に実験を行う必要がある．したがって，部材レベル

から吊り材・設備機器などからなるユニットレベルに至るまで，ある程度の実験パラメータを設定して

実験を行う必要があり，さらには，吊り材と斜材の接合部に着目した取付金物やそのほかの耐震部材に

関する要素実験も不可欠である． 
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1.2.3 インサートに関する研究と課題点 
 空調機などの吊り軽量機器を支持する吊り材は，構造躯体に接続している．そのため，地震時に吊り

軽量機器に対して水平力が作用した場合，もっとも大きなモーメントが作用する天井スラブ固定部分，

すなわち吊り材と構造躯体の接合部分に大きな損傷が生ずると考えられる．特に，構造躯体がコンク

リートの場合，打設時に埋め込まれたインサートを介して吊り材と構造躯体が接続される．インサート

は天井スラブ用アンカーとして，天井吊り配管やダクト，吊り軽量機器などに広く一般的に使用されて

いる．現在，インサートには，法規定・JIS規格などはなく，慣例的に用いられている．そのため，空気

調和・衛生工学会のSHASE-S009-2004“建築設備用インサート”（以後，SHASE-S009）1.55)により，規

格が定められている．この規格は型枠による一般のスラブを対象としているが，SHASE-S009では，特

段の規定が定められておらず，その使用判断や強度に対する影響等は使用者の判断に依っており，施工

位置の選択が困難となる場合がある． 

 インサートに関する研究は，古くから行われているが，40年以上も前の文献では，現在使われている

インサートと形状が大分異なっている1.56)~1.60)など．そのため近年では，現在一般的に普及しているイン

サートの形状に合わせて，引張実験を行っている文献が存在している．西田・土屋ら1.61)は，近年デッキ

合成スラブが多用されてきていることを背景に，デッキ合成スラブの山部，谷部およびフラット部にイ

ンサートを使用した場合の引張耐力の把握に関する実験を実施している．これは，現行のSHASE-S009
が型枠による一般のスラブを対象としていることも研究背景の一部となっており，インサートを谷部

に設置した場合の引張耐力は，等厚なデッキに設置した場合に比べて低下していることを実験的に確

認している．文献1.61)の結果を受けて中川・武佐ら1.62)は，特定天井を含む耐震天井を天井内に設置する

場合，吊り材に斜材を接合させるケースが多く，斜材に係るインサート部分にはせん断力も作用するこ

とも指摘している．したがって，この研究では，インサートをデッキ合成スラブの山部と谷部に設置し

た場合の引張耐力およびせん断耐力について検討しており，さらにSHASE-S009に示す計算式と日本建

築学会の「各種合成構造設計指針・同解説」1.63)の式により，実験値を評価できることを確認している．

また特定天井に対応するためのインサートに関する実験として，引張実験，せん断実験，斜め加力実験

（引張および圧縮方向），斜め加力繰り返し実験を実施しているものがあり，試験にあたっては，吊元

部分の上端接合治具と躯体との取付けを考慮して偏心距離の影響についても検討を行っている1.64)．そ

のほか，企業等では，インサートの施工の容易さや経済的な観点も考慮して溶接を必要としないものや

緩み止め付のものなどが開発されており，それらの引張耐力，せん断耐力について検討しているものも

ある1.65)~1.67)． 

 以上を踏まえると，インサートに関する先行研究は，アンカーボルトに比べると少ないことや，引張

耐力を中心とした実験的研究が目立つ．ただし，文献1.62)の指摘のように，吊り軽量機器を吊り材で支

持し，さらに斜材を接合するとなると，インサートには引張力に加え，せん断力も作用することになる．

しかしながら，インサートの実験において，引張力を与えながらせん断力を与える組合せ実験に関する

文献は少なく，それらについて明確な実験パラメータを設定して研究を行っている文献は殆ど確認さ

れていない．インサートにせん断力を作用させる際，ガタつかない，すなわち水平ずれ（スリップ）を

なるべく生じさせずに弾性限耐力の範囲の下で使用しなければならないが，それに関する知見も未だ

得られていないのが実状である．さらに，デッキスラブを用いたインサートの引張実験のサンプル数が

少ないとともに，デッキスラブの形状も多種多様であることから，一般的なものとして1つの形状（こ

こではデッキの角度を意味する）に限定して実施していることも一般性に欠けており，より体系的に実

験データを蓄積することがインサートの研究における課題点であると思われる． 
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1.3 本研究の目的と構成 

 本論文では，吊り形式の建築設備機器について，天井スラブ固定部から吊り材，斜材，取付金物から

なるユニットにまで展開した一連の構造実験を実施しており，設備機器本体を支持する部材を主に3つ
の箇所に分けて論じている．まず設備機器を支持する吊りボルトの材料特性と曲げに対する断面特性

を要素実験にて把握した上で，それらを反映させた形で吊り支持部材の力学モデルを構築する．次い

で，吊り材の長さと斜材の取付角度をパラメータとした吊り支持部材の水平剛性，耐力，低サイクル疲

労性能を目的とした繰り返し載荷実験を行い，さらに，組合せ応力下に対するインサートの終局耐力と

損傷制御のための弾性限耐力の把握を目的とした要素実験を段階的に行うことで，天井スラブ固定部

を含めた吊り支持部材の力学挙動と耐震設計法の構築に向けた総合的な知見をまとめる．本論文は，以

下に示す全5章により構成されている． 

 

 第1章「序論」では，既往の研究論文の調査に基づき，近年の地震時被害における建築設備機器の被

害事例や，そこから起因して生じ得る問題について述べ，本研究の対象である吊り形式の建築設備機器

の耐震設計に関する課題について述べた．接合部を含めて多種多様な実験パラメータを設定し，水平剛

性，耐力および低サイクル疲労性能を中心とした力学挙動について実験的な検討が必要であることを

指摘し，本論文の目的を述べた． 

 第2章「建築設備機器に用いられる部材の力学挙動」では，吊り材が現行のJIS規格に記載されていな

いウィットねじを慣例的に用いているという現状，さらに吊り材と斜材を緊結する取付金物が設備機

器を含む全体の剛性に影響を与えている背景を踏まえて，吊り形式の建築設備機器に用いられる部材

を対象とした要素実験を行った．まずロットの違いや材質の違いおよび表面処理の有無に着目して，吊

り材の引張試験により材料特性を把握した．次いで，これらの吊り材の曲げ実験により曲げに対する断

面特性を把握した．さらに，取付金物を含む吊り材の要素実験を行い，取付金物の取付位置の違いが設

備機器を含む全体の剛性に与える影響について検討した． 

 第3章「建築設備機器に用いられる吊り支持部材の力学挙動と低サイクル疲労性能」では，設備機器

を支持する吊り材，斜材，およびそれらを緊結する取付金物からなるユニットの繰り返し載荷実験を行

い，水平剛性，耐力，低サイクル疲労性能の把握を行った．試験体は，4本の自重支持用吊り材とこれ

らを補強する斜材によって構成されるユニット（吊り支持部材）であり，斜材の取付角度および斜材端

部からの吊り材の突出長さを主な実験パラメータとしている．第2章にて得た吊り材の材料特性および

曲げに対する断面特性を基に，水平剛性および耐力を評価するための力学モデルを構築し，実験結果に

て観察された破壊モードを含め，吊り支持部材の力学挙動を概ね評価できることを示した．また，吊り

材の低サイクル疲労性能については突出部における変形角を用いれば，斜材の有無に依らずに評価で

きることを示した上で，塑性率を用いた吊り材の長さに依らない統一的な評価方法を構築した． 

 第4章「天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動」では，天井スラブに設置されるインサー

トの引張，せん断，組合せ荷重下に対する終局耐力と損傷制御のための弾性限耐力を把握するための構

造実験を行った．実験では，インサートの種類，デッキスラブを再現した周辺コンクリートの形状，お

よび引張力・せん断力の組合せ方法をパラメータとした，インサートのねじ部の位置や周辺コンクリー

トが最大耐力に影響を及ぼすことを示し，また一定引張力下におけるせん断耐力に対して，破壊モード

の組合せに基づく力学的解釈を与えた．さらに，履歴曲線に基づく弾性限耐力に加え，インサートにお

けるスリップを目標とした許容耐力の設定方法を提案した． 

 第5章「結論」では，第2章から第4章で得られた知見を総括し，本研究における結論とするとともに，

今後の課題を記す． 
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第2章 建築設備機器に用いられる部材の力学挙動 

2.1 はじめに 
 空調機などの吊り軽量機器は，構造躯体から吊りボルトを介して支持されている．文献2.1)～2.3)では，

吊り軽量機器の耐震性の確保のため，吊りボルト4本で構成される4面に対して，それぞれ2本の斜材をX
状に配置することが推奨されている．なお，斜材は吊りボルトと同等以上の強度の金属材（全ねじボル

ト）とし，吊りボルトと斜材の緊結には取付金物が使用される（図2.1左）．吊り軽量機器における水平

荷重Qに対する吊りボルトの応力状態を図2.1右に模式的に表す．吊りボルトの上部のインサート部分

（上端）と下部の機器支持部分（下端）を固定としており，吊りボルトと斜材を緊結する取付金物の部

分をピンと仮定している．繰り返し荷重下における吊り軽量機器では，突出部の曲げモーメントが大き

くなるため，全体の剛性・耐力は吊りボルトの曲げによる断面特性の影響を受けること，終局状態の一

つとして吊りボルトの低サイクル疲労破断が生じうることが明らかとなっている2.4)~2.6)．一方，力学的性

能を支配する建築設備機器の吊りボルトには，メートルねじ2.7)（図2.2(a)）ではなく，ウィットねじ2.8)（図

2.2(b)）が慣例的に用いられている．しかしながら，ウィットねじは，1968年にJIS規格から除外されて

おり，ウィットねじの曲げに対する断面特性は明らかではない． 

 本章では，吊り形式の建築設備機器の耐震支持に用いられる吊りボルトを対象とし，まず引張実験に

より材料特性を把握した上で，曲げ実験により曲げに対する断面特性を評価する．次いで，取付金物の

位置が吊り支持部材の剛性に与える影響について把握するため，取付金物を含む吊りボルトの要素実験

を実施する． 

図2.1 吊り軽量機器に用いられるの部材の応力状態 
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図2.2 ねじ形状の違い2.7), 2.8) 
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2.2 吊りボルトの引張実験 

 本節では，建築設備機器に用いられる吊りボルトに関して，まず引張実験により基本的な材料特性

（降伏応力度σy，引張応力度σu，破断ひずみεf）を把握する． 

 

2.2.1 試験体の概要 

 建築設備機器に用いられる吊りボルトに関して，まず引張実験により基本的な材料特性を把握する．

試験体と実験結果の一覧を表2.1に示す．吊りボルトの材質は，建築設備機器の耐震支持に用いられてい

る炭素鋼（SS400材）とステンレス（SUS304材）の2種類とし，SS400材については表面処理がなされて

いないもの（以下，生地材）と，表面処理がなされているもの（以下，鉄ユニクロメッキ）の2種類を

用意する．実験は4期（Ⅰ～Ⅳ）に分けて行い，それぞれの時期に吊りボルトを用意し，計22ロットで

引張実験および曲げ実験を実施する．引張実験および曲げ実験は原則，各ロットでそれぞれ3体ずつを

行う．なお，表中の有効径Deは，有効断面積2.7), 2.8)から逆算して求めた値である．吊りボルトの引張試

験片を図2.3に示す．平行部の直径は3mm，原標点距離は15mm，平行部長さは18mm，肩部の半径は10mm
としている．ねじ部の呼び径dはW3/8，W1/2，M10，M12の4種類である． 

図2.3 吊りボルトの引張試験片と寸法 

※原標点間距離=15mm 

d=W3/8, W1/2, M10, M12 

118 
18 

3 
d 

表2.1 試験体と実験結果の一覧 

試験体No. Phase 材質 表面処理 呼び径
有効径D e

[mm]

降伏応力度σ y

[N/mm2]

引張強さσ u

[N/mm2]

破断ひずみε f

[-]

降伏比Y.R.

[-]

引張実験
[体]

曲げ実験
[体]

F-0-W3/8 W3/8   7.91 498 589 0.13 0.84 5 12

F-0-W1/2 W1/2 10.55 473 525 0.13 0.90 1 12

F-0-M10 M10   8.59 515 624 0.13 0.82 2 12

F-0-M12 M12 10.36 524 638 0.15 0.82 2 12

F-1-W3/8 W3/8   7.91 647 680 0.11 0.95 3 3

F-1-W1/2 W1/2 10.55 541 600 0.15 0.90 3 3

F-2-W3/8 W3/8   7.91 548 828 0.59 0.66 3 3

F-2-W1/2 W1/2 10.55 592 884 0.51 0.67 3 3

H-0-W3/8 W3/8   7.91 808 822 0.10 0.98 3 3

H-0-W1/2 W1/2 10.55 457 529 0.16 0.86 3 3

H-1-W3/8 W3/8   7.91 808 839 0.09 0.96 3 3

H-1-W1/2 W1/2 10.55 566 586 0.13 0.97 3 3

H-2-W3/8 W3/8   7.91 489 726 0.65 0.67 3 3

H-2-W1/2 W1/2 10.55 396 680 0.74 0.58 3 3

E-1-W3/8 W3/8   7.91 602 644 0.11 0.94 3 3

E-1-W1/2 W1/2 10.55 581 599 0.13 0.97 3 3

E-2-W3/8 W3/8   7.91 710 982 0.54 0.72 3 3

E-2-W1/2 W1/2 10.55 560 914 0.57 0.61 3 3

D-1-W3/8 W3/8   7.91 640 675 0.12 0.95 3 3

D-1-W1/2 W1/2 10.55 604 656 0.10 0.92 3 3

D-2-W3/8 W3/8   7.91 865 1089 0.37 0.79 3 3

D-2-W1/2 W1/2 10.55 666 1050 0.45 0.63 3 3
なし

なし

鉄ユニクロメッキ

鉄ユニクロメッキ

鉄ユニクロメッキ

鉄ユニクロメッキ

なし

なし

なし

なし

Ⅲ

SS400

SUS304

Ⅳ

SS400

SUS304

Ⅰ

SS400

SS400

SUS304

Ⅱ

SS400

SS400

SUS304

平行部は，ひずみゲージを添付できるように，
ベルトサンダーで少し削っている． 
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2.2.2 実験計画 

 セットアップと計測計画を図2.4に示す．実験は試験片を万能試験機に接続したアダプター治具に挟

み込むことで行う．載荷は0.4mm/minの速度で行い，試験片の破断が確認できるまで行う．荷重Qは万能

試験機に内蔵されたロードセルにより，ひずみ度は試験片に貼付した2枚のひずみゲージにより計測す

る．また，試験機に設置した変位計の計測値から塑性化後のひずみ度の増分を計測する．なお，セット

アップの実際の様子を図2.5に示す． 

図2.4 セットアップと計測計画（引張実験） 

ひずみゲージ アダプター治具 

d1 d2 

右図 

Q 
万能試験機 

A A’ 

36 

PL36 

130 
A-A’断面図 

13.7 

130 

図2.5 実際のセットアップの様子（引張実験） 

アダプター治具 

試験片 
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変位計 
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2.2.3 材料特性の推定 

 実験より得られた応力度－ひずみ度関係（以下，SSカーブ）の一例を，生地材，鉄ユニクロメッキ，

ステンレスに分けて図2.6に示す．図の縦軸は応力度σ，横軸はひずみ度εであり，応力度は，次式により

算出している． 

 

 

ここで，S0は試験片の平行部における原断面積である． 

 まず，表面処理や材質の違いによるSSカーブについて述べる．いずれの試験体においてもSSカーブは

ラウンドハウス型の様相を呈している．なお，降伏応力度σyは，0.2%オフセット耐力としている．SS400
材（生地材および鉄ユニクロメッキ）では，降伏応力度σy（図中の●印）に到達したのち，すぐに引張

強さσu（図中の〇印）に達しその後急激に耐力が低下して破断に至っている．一方，SUS304材では，降

伏応力度σy（図中の●印）に到達したのち，緩やかに耐力が上昇し，引張強さσu（図中の〇印）に達し

破断に至っている．SUS304材は，SS400材に比べて塑性域が広いことが分かる． 

(2.1) 
0
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S
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0
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図2.6 吊りボルトの応力度-ひずみ度関係 

(a) 生地材(SS400) (b) 鉄ユニクロメッキ(SS400) (c) ステンレス(SUS304) 
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 次いで，生地材，鉄ユニクロメッキ，ステンレスの吊りボルトについて，実験より得られた材料特性

（降伏応力度σy，引張強さσu，破断ひずみεf）のヒストグラムを図2.7に示す．まず，降伏応力度につい

てみると，ロット毎のばらつきが大きく，公称値（SS400材：235N/mm2，SUS304材：205N/mm2）の1.7
～4.3倍程度に分布している．降伏応力度の平均値は，550~600N/mm2程度であり，鋼種による差は小さ

いことが分かる．引張強さについてもロット毎のばらつきが大きく，公称値（SS400材：400N/mm2，

SUS304材：515N/mm2）の1.2～2.2倍程度に分布している．引張強さの平均値は，SS400材で630~660N/
mm2程度であるが，SUS304材では894N/mm2程度であり，鋼種による差が大きい．最後に，破断ひずみ

については，平均値としてSS400材で0.12程度，SUS304材で0.55である．以上より，降伏応力度はSS400
材とSUS304材でほぼ等しいが，引張強さと破断伸びはSS400材と比べてSUS304材の方が高く，SSカー

ブと対応する結果が得られた．また，本実験の範囲で扱った吊りボルトの材料特性については，表面処

理の違いによる影響はほとんど見られなかった． 
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図2.7 吊りボルトの材料特性のヒストグラム 

(a) 生地材(SS400) 

(b) 鉄ユニクロメッキ(SS400) 

(c) ステンレス(SUS304) 



- 2-8 - 

第2章 建築設備機器に用いられる部材の力学挙動 

2.3 吊りボルトの曲げ実験 

 

2.3.1 試験体の概要 

 次いで前節と同一ロットの吊りボルトを用いて，曲げ実験を行い，吊りボルトの曲げに対する断面特

性（断面二次モーメントI，断面係数Z，塑性断面係数Zp）を評価する．試験体は，ウィットねじを中心

に用意し，20ロットである．また，比較として用意したメートルねじ（SS400材，生地材）は2ロットで

ある．各ロット3体ずつ実験を行っている．なお，試験体である吊りボルトの長さは，セットアップの

都合上，呼び径の小さいW3/8，M10ではL=400mm，呼び径の大きいW1/2，M12ではL=450mmとしてい

る．試験体一覧は，前節と同様，表2.1に併せて示している． 

 

2.3.2 実験計画 

 セットアップと計測計画を図2.8に示す．実験は試験体をロッドエンドに接続してピン・ローラー支持

する．試験体の支点間距離Lは，呼び径の小さいW3/8，M10ではL=400mm，呼び径の大きいW1/2，M12
ではL=450mmとしている．実験は吊りボルトの中央に取付けたナットを，載荷治具により上から圧縮す

る3点曲げ形式にて行う．載荷は4.0mm/minの速度で行い，十分な塑性変形が確認されるまで行う．試験

体の曲げモーメントMおよび回転角θは次式で算出する． 

 

 

 

 

ここで，Qは試験体が負担する荷重であり，万能試験機に内蔵されたロードセルにより得る．一方，δは

試験体中央の変形であり，載荷治具の鉛直変位（d1, d2）から，両端の支点の鉛直変位（d3, d4）を減じる

ことで得る． 

(2.3) 
2L


 =

(2.2) 
4

Q L
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
=

図2.8 セットアップと計測計画（曲げ実験） 
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2.3.3 曲げに対する断面特性の推定 

 実験より得られたM-θ 関係の一例を，生地材，鉄ユニクロメッキ，ステンレスに分けて図2.9に示す．

実験における降伏モーメントMy（図中の●印）は，M-θ 関係の接線剛性が弾性剛性の85%以下に低下し

た時点の曲げモーメントとしている．また，全塑性モーメントMp（図中の〇印）は，十分に塑性化が生

じた点として，0.1rad.オフセットした弾性剛性と履歴曲線の交点の曲げモーメントとする． 

 まず呼び径の違いを比較する．W1/2の試験体の弾性剛性は，W3/8の試験体の3.29倍程度であり，吊り

ボルトの有効径から算出される計算上の弾性剛性の比率である3.16倍（=10.554/7.914）と概ね対応してい

る．また，W1/2の試験体の耐力（図中のMy，Mp）は，W3/8の試験体の2.35倍程度であり，吊りボルト

の有効径から算出される計算上の耐力の比率である2.37倍（=10.553/7.913）と概ね対応している．次いで，

材質の違いを比較すると，いずれの材質においても同様の履歴曲線を示しており，弾性剛性もほぼ同程

度である．ただし，耐力については，材質ごとに多少のばらつきがみられる． 

 本項では，建築設備機器の吊りボルトに関して，2.2節の引張実験から得た降伏応力度σy，および前節

の曲げ実験から得た弾性剛性K，降伏モーメントMy，全塑性モーメントMpを用い，曲げに対する断面特

性を評価する．断面特性I，Z，Zpは，それぞれ次式により算出する． 
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図2.9 M-θ関係の一例（L=400mm, 450mm） 

(a) 生地材(SS400) (b) 鉄ユニクロメッキ(SS400) (c) ステンレス(SUS304) 
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ここで，Aは有効断面積，E (=205,000N/mm2)はヤング係数，G (=79,000N/mm2)はせん断弾性係数である．

本論文では，有効径Deから算出される断面特性Is，Zs，Zpsを規格値と定義し，(2.4)式～（2.6）式から得

る実験値と規格値を比較する． 

 全102体の試験体に関して，規格値に対する実験値の比率I/Is，Z/Zs，Zp/Zpsのヒストグラムを図2.10に
示す．剛性に係る断面二次モーメントは，ばらつきが比較的小さく，鋼種や呼び径に依らず規格値の50
～80%程度に分布している．また，耐力に係る断面係数は規格値の80~140%程度，塑性断面係数は規格

値の70~130%程度に分布している．一方，平均値としてみれば，有効径に基づく評価に対して，剛性は

60%程度，耐力は80~90%程度となることがわかる． 
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材質 表面処理
適用吊りボルトの

呼び径
ボルトの強度区分

SPHC 三価ユニクロメッキ W3/8 4T (4.8相当)

表2.2 本実験に使用した取付金物の材質 

表2.3 試験体一覧（取付金物を含む吊りボルトの要素実験） 

A端 B端

A-1 250 241 491

A-2 250 520 770

A-3 100 900 1000

A-4 250 900 1150

A-5 400 900 1300

A-6 100 1559 1659

A-7 250 1559 1809

0 固定ローラー 固定

試験体No. 傾斜角 [°]
境界条件 L b

[mm]

L c

[mm]

L

[mm]

吊りボルト 

斜材 

取付金物 
斜材の取付角度を
自由に調整可能 

47 

e=40 

30 吊りボルト 

図2.11 取付金物の形状と施工のイメージ 

2.4 取付金物を含む吊りボルトの要素実験 

 本節では，取付金物を含む吊りボルトの要素実験を行い，取付金物の位置が吊り材・斜材・取付金物・

設備機器からなるユニット（吊り支持部材）の剛性に与える影響を把握する． 

 

2.4.1 試験体の概要 

 試験体は，SS400材（生地材）の全ねじの吊りボルトに取付金物を取り付けた部材である．なお，本

実験で扱う吊りボルトの呼び径はすべてW3/8であり，表2.1中のF-0-W3/8のボルトを用いている．また，

本実験で扱う取付金物の材質を表2.2に示す．取付金物は，三価ユニクロメッキ処理された厚さ1.6mmの

熱間圧延軟鋼版（SPHC）を曲げ加工して製作しており，取付金物に付属するボルトの強度区分は4T（4.8
相当）である．実験パラメータは，図2.1と対応する固定端（A端を固定ローラー，B端を完全固定とし

ている）から取付金物の位置Lb，Lcである．試験体は表2.3に示す全7体とする．ここで，吊り材と斜材

を緊結する，取付金物の施工方法について述べる．取付金物の施工イメージと形状を図2.11に示す．吊

り軽量機器を支持した吊りボルトに対して，取付金物を取り付け，吊りボルトを挟み込むボルトを

24.5Nmのトルク値で締め付けている．さらに，本実験で用いた取付金物には，斜材の取付角度を自由に

調整できる機構を有しており，所定の角度で斜材を取付けたのち，斜材を緊結する各部のボルトを

24.5Nmのトルク値で締め付けている．これにより，吊り軽量機器の耐震支持の施工が完了する．なお，

本研究では1種類の取付金物を用いて検討を行っている．取付金物の特性に起因する剛性評価について

は，一般性を高めるために他種の取付金物を用いた実験も行う必要があると考えているが，このことに

ついては今後の課題としたい． 
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2.4.2 実験計画 

 セットアップを図2.12に示す．取付金物は載荷治具にボルトで接続されている．前述した施工手順に

倣って，吊りボルトと取付金物の接続部は24.5Nmのトルク値で締め付けている．また，試験体の端部の

境界条件は，固定ローラー（A端）および固定（B端）としており，両端部のボルトを24.5Nmのトルク

値で締め付けている．A端の下部には，吊りボルトの材軸方向に自由なリニアスライダーを設けてロー

ラー支持を再現している．また，載荷治具と万能試験機に接続された治具との間には，呼び径の小さな

全ねじ棒を1本挿入することでピン接合を再現している．実験は万能試験機により載荷治具を介して試

験体に上方への強制変形を与えることで行う．試験体の実際の取付状況を図2.13に示す． 

 計測計画について述べる．荷重Qは万能試験機に内蔵されたロードセルにより得る．また，載荷点に

おける試験体の変形δは，載荷治具の鉛直変位（d1~d4）から，両端の支点の鉛直変位（d5, d6）を減じる

ことで得る．載荷は2.0mm/minの速度で行い，十分な塑性変形が確認されるまで行った． 

 

図2.12 セットアップと計測計画（取付金物を含む吊りボルトの要素実験） 

B A 
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図2.13 実際のセットアップの様子（取付金物を含む吊りボルトの要素実験） 
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図2.14 荷重変形関係（計算値の単位は[×103kN/m]） 

(a) Lb=100m, Lc=900mm (b) Lb=100m, Lc=1559mm 

(c) Lb=250m, Lc=241mm (d) Lb=250m, Lc=1559mm 

2.4.3 取付金物が吊りボルトの剛性に与える影響 

 本項では，取付金物を吊りボルトに取付けたことにより，吊りボルトの剛性がどのように変化するか

を確認する．まず，実験より得られた荷重変形関係について，A端から取付金物までの距離Lbの違いを

比較して図2.14に示す．図の縦軸は試験体が負担する荷重Qであり，横軸は試験体の変形δである．

Lb=100mmでは，B端から取付金物までの距離Lcの違いに依らず，δ=20mm付近で耐力が急激に上昇して

いることが分かる．これは，変形が増えるにつれ，載荷治具に回転が生じ，幾何非線形の影響が現れて

いるものと考えられる．一方，Lb=250mmでは安定した履歴を示しており，Lcが長いほど，剛性，耐力が

ともに低下している． 
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図2.15 直列ばねモデル（吊りボルト+取付金物） 
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図2.16 各試験体の剛性の比較 

(a) 全体剛性K (b) 取付金物の剛性kj 
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 取付金物の剛性を同定するため，図2.15に示す直列ばねモデルを考える．取付金物を含む吊りボルト

の剛性K（以下，全体剛性）は，吊りボルトの剛性k0と取付金物の剛性kjの直列和として，次式で表され

る． 

 

なお，k0は，2.3節で同定した曲げ剛性EIを基に算出している．これら3つの弾性剛性を図2.14中に併せて

示している． 

 ここで，A端から取付金物までの距離Lbの違いが吊りボルトの剛性に与える影響について考察する．

まず，全体剛性Kと端部から取付金物までの距離（Lb, Lc）の関係を図2.16(a)に示す．図の縦軸は全体剛

性K，横軸はLcであり，図の実線は吊りボルトの剛性k0（計算値），プロットは全体剛性（実験値）を表

している．Lbが短いほど，k0とKの差が大きくなっており，取付金物を取り付けたことによる吊りボルト

の剛性低下が確認できる．具体的には，取付金物を取り付けることによりLb=250mmでは60~70%程度，

Lb=100mmでは42%程度に剛性が低下している． 

 次いで，取付金物の剛性kjと端部から取付金物までの距離Lbの関係を図2.16(b)に示す．図の実線は文

献2.4)において同定した取付金物の剛性（計算値），プロットは本実験により同定した取付金物の剛性

（実験値）である．取付金物の剛性は，Lbが短いほど上昇していることが分かる．取付金物の載荷点位

置と吊りボルトとの間には，偏心が存在するため，吊りボルトには捩りモーメントが生ずる（図2.11右
図）．Lbが短いほど捩りモーメントによる変形が拘束されるため，取付金物の剛性kjが大きくなったも

のと考えられる． 

(2.7) 1 1 1
0 jK k k− − −= +
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図2.17 吊り支持部材の突出部における剛性の評価 
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赤:本実験の評価 
黒:文献2.4)の評価 

(a) K≦0.65×103kN/m (b) K≦0.05×103kN/m 
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赤:本実験の評価 
黒:文献2.4)の評価 

図2.17(b) 

Lb=100mm 
Lb=250mm 

Lb=400mm 

 最後に，これまでの検討結果に基づき，吊り支持部材の突出部における剛性kfに与える取付金物の剛

性kjを，Lbの違いに応じて変化させ，吊り支持部材の剛性を評価する．なお，吊り支持部材の突出部を

梁要素とし，文献2.9)の検討結果を基に，上下端部を固定と仮定している．吊り支持部材の突出部にお

ける剛性を再評価した結果を，文献2.4)の結果と併せて図2.17に示す．図の縦軸は実験値，横軸は計算値

であり，本実験の評価を赤色のプロット，文献2.4)の評価を黒色のプロットにてそれぞれ示している．

文献2.4)の評価では，突出長さLbが短いほど突出部における剛性を過大評価しているが，本実験の評価

ではいずれの試験体においても概ね20%以内に収まる精度で実験値を良好に評価できている． 
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2.5 まとめ 

 本章では，吊り形式の建築設備機器に対して慣例的に用いられる吊りボルト（ウィットねじ）の引

張実験および曲げ実験を行い，材料特性および曲げに対する断面特性を把握した．次いで，取付金物

を含む吊りボルトの要素実験を行い，取付金物の位置が吊り支持部材に与える影響について検討し

た．以下に得られた結果をまとめる． 

 

[1] 引張実験では，降伏応力度が公称値の1.7~4.3倍程度に分布しており，その平均値は550~600N/
mm2程度で，鋼種による差は小さかった．一方で，引張強さについては公称値の1.2~2.2倍程度に

分布しており，その平均値はSS400材で630~660N/mm2，SUS304材で894N/mm2で，鋼種による差

が大きかった．なお，いずれの材料特性においてもロット毎のばらつきが大きかった． 

[2] 曲げ実験では，断面二次モーメントは，ばらつきは比較的小さく，鋼種や呼び径に依らず規格値

の50~80%程度に分布しており，断面係数は規格値の80~140%程度，塑性断面係数は規格値の

70~130%程度に分布していた．すなわち，曲げに対する断面特性の平均としてみれば，有効径に

基づく評価に対して，剛性は60%程度，耐力は80~90%程度となることがわかった． 

[3] 取付金物を含む吊りボルトの剛性を，吊りボルトの剛性と取付金物の剛性の直列和とみなし，取

付金物の剛性を同定した結果，取付金物の剛性は，吊りボルトの端部から載荷点位置までの距離

Lbが短いほど上昇していた．これは，取付金物の載荷点位置と吊りボルトの間に偏心量が存在

し，捩りモーメントが生ずることに起因しており，Lbが短いほど捩りモーメントによる変形が拘

束されるためであると考えられる． 

[4] 取付金物を含む吊りボルトの剛性を，吊りボルトの剛性と取付金物の剛性の直列和とみなし，さ

らに取付金物の剛性を突出長さLbの違いに応じて変換することを考慮することにより，吊り支持

部材の突出部における剛性の評価精度が向上することを示した． 
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第3章 建築設備機器に用いられる吊り支持部材の力学挙動と低サイクル疲労性能 

3.1 はじめに 
 本章では，吊り材，斜材，取付金物，および設備機器に模した鉄板からなるユニット（以下，吊り支

持部材と呼ぶ）の力学挙動および低サイクル疲労性能に着目する．空調機などに代表される吊り形式の

建築設備機器の耐震支持法として，設備機器に取付けられた吊り材4本で構成される4面にそれぞれ同等

以上の強度を有する2本の斜材で補強する施工法が一般的である．現行の建築設備耐震設計指針3.1)では，

重量1kN以下の軽量な機器の耐震支持について，「設備機器の製造者の指定する方法で確実に行えば良い

ものとする」としている．しかしながら，設備機器の製造者の多くは軽量な機器の耐震支持方法を示し

ていないのが実状である．文献3.1)~3.3)では，図3.1に示すような重量1kN以下の吊り軽量機器に対して，

全ねじボルトの斜材をX状に配置した耐震支持の仕様を一例として提案している．具体的には，自重支持

用吊りボルト（以下，吊り材）で吊り軽量機器を耐震支持する際，吊り材4本で構成される4面にそれぞ

れ2本の斜材をX状に配置する．また，吊り材に斜材を取り付ける角度は45±15°の範囲とし，上突出部と

下突出部の合計の長さは250mm以内とする．さらに斜材は吊り材と同等以上の強度の金属材（全ねじボ

ルト）とし，吊り材と斜材の緊結には取付金物を使用することとしている（表3.1）． 

 一方，被害事象の把握として，設備機器を支持する吊り材の破断のうち，繰り返し荷重の作用によっ

て生ずる疲労破断は，既往の研究たとえば3.4)などにて検討されている．しかしながら，振幅が比較的小さい

範囲，吊長さや呼び径の違いによる疲労性能への影響は明らかではない．また，設備機器の取付部に関

する耐震設計指針3.2)では，構造計算の考え方を示しているが，構造実験や数値解析による科学的根拠は

乏しい． 

 本章では，設備機器を支持する吊り材，斜材およびそれらを緊結する取付金物で構成されるユニット

（吊り支持部材）の水平剛性，耐力，低サイクル疲労性能の把握を目的として，吊り材の長さと斜材の

取付角度をパラメータとした吊り支持部材の繰り返し載荷実験を実施する．まず，全体の力学挙動に大

きな影響を与えると考えられる吊り支持部材の突出部分に着目し，その力学挙動と低サイクル疲労性能

の把握のために，吊り材のみを対象とした繰り返し載荷実験を実施する．ここでは，吊り材の長さおよ

び呼び径をパラメータとしている．その後，吊り材4本で構成される4面に対して，取付金物を介して斜

材をX状に配置したユニット形式で繰り返し載荷実験を実施する，ここでは，斜材の取付角度や斜材端部

図3.1 全ねじボルトの斜材をX状に配置する例3.1)~3.3) 

表3.1 重量1kN以下の吊り軽量機器の耐震支持の仕様3.1)~3.3) 

吊り軽量機器 

1. 引張力が作用する自重支持用吊りボルトの躯体への固定は，原則としてインサートとする

2. 全ねじボルトの斜材をX状または四方に放射状配置する

3. 自重支持用吊りボルトに斜材を取り付ける角度θは45±15°の範囲とする

4. 斜材は自重支持用吊りボルトと同等以上の強度の金属材を用いる

5. 自重支持用吊りボルトと斜材の緊結には取付金物を使用する

6. 上突出部と下突出部の合計の長さを250mm以内

7. 機能確保を図る（耐震クラスSで計画する）場合は，吊り部材には形鋼を用いる

上突出部 

斜材 

下突出部 

自重支持用 
吊りボルト 
（吊り部材） 

取付金物 

吊り支持部材 
θ=45±15° 
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からの突出長さの違いを主なパラメータとしており，水平剛性，耐力および低サイクル疲労性能につい

て，構築した力学モデルを基にそれぞれ評価する．また，載荷中に確認された現象や載荷終了後におけ

る試験体の破壊形式も示す．さらに，これらの知見に基づき，地震時における吊り支持部材の耐力の検

討を行い，吊り支持部材の耐震性を評価する方法について例示する． 

 

3.2 実験計画 

 本節では，まず吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験の計画を述べ，その後，

設備機器に模した鉄板を支持した4本の吊り材に対して斜材および取付金物を取付けた場合における，

吊り支持部材の繰り返し載荷実験の計画について述べる． 

 

3.2.1 試験体の概要 

 まず，吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験における試験体の概要を図3.2に
示す．また，実際の試験体の設置の様子も図3.3に示す．試験体は4本の吊り材であり，軽微な設備機器

を想定した鉄板をナットで固定して支持している．試験体である吊り材は，SS400相当材の全ねじボル

トであり，吊り材として一般的に用いられているウィットねじを基本としている．また，吊り材の種類

の違いが疲労性能に与える影響についても把握するために，比較実験としてメートルねじを使用した

場合の繰り返し載荷実験も実施する．なお，本実験では吊り材の基本的な力学挙動および低サイクル疲

労性能の把握を目的としているため，吊り材に与える強制変形の大きさに対して，鉄板の面内・面外方

向の変形が十分小さくなるように鉄板の厚さを設定している．吊り材は，奥行208mm×幅900mmの間隔

で4本配置しており，また吊り材の下側は，設備機器と同等な重量（約0.65kN＜1kN3.1)）を有する鉄板を

ナットで固定しており，各部のボルトを24.5Nmのトルク値で管理している．なお，実験で用いる鉄板は

図3.2 試験体の概要（突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験） 

(b) 平面 

(a) 立面 

試験体 

（吊り材） 

ロードセル10kNB 

受け止め治具 

鉄板 

900 

20
8 
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軽微な設備機器を想定しており，吊り材に作用する軸力比も1%未満であるため，軸力が吊り材の疲労性

能に与える影響は小さいと考えられる．また，実験で使用した吊り材の材料諸元を表3.2に示す．なお，

表中のEはヤング係数，Gはせん断弾性係数であり，ボルトの有効径Deは有効断面積Ae
3.5),3.6)から逆算して

求めた値である．降伏応力度σyは本論文の第2章の引張実験により算出した値である．ボルトの断面二次

モーメントI，断面係数Z，塑性断面係数Zpは，本論文の第2章の曲げ実験により算出した値である．本実

験では，ボルトの呼び径がW3/8，W1/2，M10，M12の4種類を使用した．使用した吊り材は，表面処理

がなされていないSS400相当材（生地材）である． 

 次いで，吊り材，斜材，取付金物および設備機器に模した鉄板からなるユニット（吊り支持部材）の 

繰り返し載荷実験における試験体の概要を図3.4に示す．試験体は4本の自重支持用の吊り材とこれらを

補強する斜材によって構成される吊り支持部材である．なお，4本の吊り材は，突出部を模擬した吊り

材の繰り返し載荷実験の時と同様，吊り幅900mm×奥行208mmの間隔で配置し，軽微な設備機器を想定

した鉄板（重量約0.65kN）をナットで固定している．ここで，実験に用いた取付金物の概要を図3.5に示

す．吊り材および斜材はアングル状の取付金物によって挟み込む．吊り材は取付金物に付属するボルト

を24.5Nmのトルク値で締め付けて固定する．また，取付金物は斜材の取付角度を自由に調整できるよう

になっている．なお，後述するように吊り材と斜材との間には面内方向にe=40mmの偏心距離が存在す

る．取付金物は，2章で述べたものと同じものを使用しており，三価ユニクロメッキ処理された厚さ

1.6mmの熱間圧延軟鋼板（SPHC）を曲げ加工して製作しており，取付金物に付属するボルトの強度区分

は4T（4.8相当）である．なお，本実験ではSS400相当の全ねじボルトとして吊り材および斜材を使用し

ており，吊り材として一般的に使用されるウィットねじ（W3/8）を基本としている．試験体および取付

金物の設置状況を含めて実際の様子を図3.6に示す． 

吊り材の
呼び径

有効径D e

[mm]
有効断面積A e

[mm2]

ヤング係数E

[N/mm2]
せん断弾性係数G

[N/mm2]
降伏応力度σ y

[N/mm2]

断面二次モーメントI

[mm4]
断面係数Z

[mm3]
塑性断面係数Z p

[mm3]
W3/8 7.91 49.1 503.9 125.5 50.8 78.4
W1/2 10.55 87.4 472.6 607.9 115.2 195.7
M10 8.59 58.0 515.0 267.7 62.3 105.8
M12 10.36 84.3 523.9 565.5 109.2 185.3

205,000 79,000

表3.2 本実験における吊り材の材料諸元 

図3.3 実際の試験体の設置の様子（突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験） 

吊り材 

鉄板 

ロードセル 

変位計（ばね式） 

変位計 
（ワイヤー式） 
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図3.4 試験体の概要（吊り支持部材の繰り返し載荷実験） 

斜材 

交差金物 吊り材 

取付金物 
(図3.5) 

鉄板 

ロードセル 

φ 

δ 

θ 

L 

La 

Lc 

Lb 

l 

B=900 

図3.5 取付金物の概要 
(a) 施工イメージ (b) 取付金物の概要 

e=40 

30 

吊り材 

斜材の取付角度を
自由に調整可能 

吊り材 

斜材 

取付金物 47 

図3.6 実際の試験体の設置の様子（吊り支持部材の繰り返し載荷実験） 
(a) 試験体の様子 (b) 吊り材と斜材の接合部分の様子 

※24.5Nmの ト ル ク
値で締め付けている 

吊り材 
斜材 

取付金物 
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3.2.2 実験パラメータ 

 まず，吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験における実験パラメータについ

て述べる．図3.2(a)中から吊り材の部分を取り出し，実験パラメータの概要を図3.7に示す．実験パラ

メータは，ボルトの呼び径φ，吊元側のナット（上ナット）から機器支持部側のナット（下ナット）ま

での内法距離（以後，吊長さL），試験体に与える振幅δ（以後，載荷振幅）である．ボルトの呼び径は，

ウィットねじに関してはW3/8（≒9.525mm）とW1/2（≒12.7mm）の2種類，メートルねじに関してはM10
とM12の2種類を用意する．吊長さは，300mm，600mm，900mmの3種類を用意する（図3.8）．一方，

載荷振幅は既往の実験結果3.4)（図3.9）を参考に，吊長さに対する載荷振幅R=δ/L（以後，変形角R）を

0.04～0.27の範囲で設定した．本実験では，以上のパラメータを組合わせて，表3.3中に示す計24体の試

験体を用意した．併せて，各試験体の軸力比も表3.3中に示す． 

吊長さL 

吊元側 

機器支持部側 

上ナット 

下ナット 

呼び径φ 

全ねじボルト 

（材質:SS400） 

振幅δ 

図3.7 実験パラメータ（吊り材の繰り返し載荷実験） 

(a) 載荷前 (b) 載荷時（最大変形時） 

図3.8 試験体の形状一覧（吊り材の繰り返し載荷実験） 
(a) L=300mm (b) L=600mm (c) L=900mm 

φ=W3/8, W1/2,  
  M10, M12 φ=W3/8, W1/2 

φ=W3/8 
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1

101

102

103

104

105

0.01 0.1 1

N
f

R=/L [rad.]

振幅の設定範囲 

破断せず 

表3.3 試験体一覧（吊り材の繰り返し載荷実験） 

図3.9 既往文献3.4)から予測される吊り材の疲労曲線 
（◯は破断していない） 

試験体No. ボルト径
φ

吊長さL

[mm]
振幅δ

[mm]
制御振幅R  (=δ /L )

[rad.]
軸力比

[%]
1-1 12 0.04 0.53
1-2 15 0.05 0.53
1-3 20 0.07 0.53
1-4 40 0.13 0.53
1-5 60 0.20 0.53
1-6 80 0.27 0.53
1-7 40 0.07 0.53
1-8 80 0.13 0.53
1-9 120 0.20 0.53
1-10 90 0.10 0.53
1-11 120 0.13 0.53
1-12 180 0.20 0.53
1-13 20 0.07 0.34
1-14 40 0.13 0.34
1-15 60 0.20 0.34
1-16 40 0.07 0.34
1-17 80 0.13 0.34
1-18 120 0.20 0.34
1-19 20 0.07 0.5
1-20 40 0.13 0.5
1-21 60 0.20 0.5
1-22 20 0.07 0.31
1-23 40 0.13 0.31
1-24 60 0.20 0.31

300

M10

M12

W1/2

W3/8

300

600

900

300

600

0.04 0.27 
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 次いで，斜材を含む吊り支持部材の繰り返し載荷実験における，実験パラメータを図3.10に示す．実

験パラメータは斜材の取付角度θ，斜材端部からの上突出長さLaまたは下突出長さLb，載荷振幅δであ

る．斜材の取付角度は，15°，30°，45°，60°の4種類である．吊り支持部材は一般に設備機器あるいは天

井面との接合のため，斜材端部から上部と下部を突出させる必要があり，試験体では突出の長い方を突

出長さLfと定義する．すなわち，突出長さLfは次式で表せる． 

 

 

突出長さは，100，250，400，550mmの4種類を用意する．パラメータとしてLa，Lbを設定している場合

は，他方の短い方の突出長さは，施工の都合上，50mmとしている．なお本実験では，吊り材および斜

材に用いる呼び径をすべてW3/8に統一している．本実験では，以上のパラメータを組合わせて，表3.4
中に示す計38体の試験体を用意した． 

max{ , }f a bL L L= (3.1) 

図3.10 実験パラメータ 

(a) θ=15° (b) θ=30° 

(c) θ=45° (d) θ=60° 

Lb=250mm 

Lb=250mm 

La=100, 250mm 
Lb=100, 250,  
  400, 550mm 

La=100, 250mm 
Lb=250mm 

注) パラメータとしてLa, Lbを設定している場合は，他方の突出長さは50mmとしている． 
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表3.4 試験体一覧（吊り支持部材の繰り返し載荷実験） 

試験体No. ボルト径
φ

突出部分
斜材の取付角度θ

[°]
突出長さL f

[mm]
制御振幅δ/L f

[rad.]
2-1 0.07
2-2 0.13
2-3 0.13
2-4 0.20
2-5 0.07
2-6 0.13
2-7 0.20
2-8 0.13
2-9 0.13
2-10 0.2
2-11 0.27
2-12 0.33
2-13 0.40
2-14 0.07
2-15 0.13
2-16 0.20
2-17 0.27
2-18 0.07
2-19 0.20
2-20 0.07
2-21 0.20
2-22 0.13
2-23 0.20
2-24 0.27
2-25 0.33
2-26 0.40
2-27 0.20
2-28 0.27
2-29 0.33
2-30 0.13
2-31 0.20
2-32 0.27
2-33 0.20
2-34 0.40
2-35 0.60
2-36 0.13
2-37 0.20
2-38 0.27

250

250

100

250

400

下部

上部

W3/8

15

30

45

60

45

60

100

250

100

250

550

250
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3.2.3 セットアップと計測方法 

 本実験におけるセットアップと計測計画を図3.11および図3.12に示す．前者は，吊り支持部材の突出

部を模擬した繰り返し載荷実験のセットアップで，後者は斜材を含む吊り支持部材の繰り返し載荷実

験のセットアップである．後者について実際のセットアップの様子を図3.13に示す．セットアップは，

載荷フレーム，アクチュエータ，試験体（吊り材）からなる．載荷フレームは，上下端にピン治具を接

続した4本の柱によって支持され，水平方向に自由に可動する．アクチュエータの加力部は，載荷フレー

ムの片側の柱中間部に接続することで，試験体に与える変位を増幅させている．すなわち，アクチュ

エータによって与える変位は，1134/425（=2.67）倍もしくは2125/425(=5.0)倍となって，載荷フレーム

に与えられる．試験体は，載荷フレームと反力フレームの間に固定し，吊元側に強制変形を生じさせる．

計測計画について述べる．載荷中は鉄板に取付けたロードセルにより水平荷重Qを計測する．試験体の

変形δは，吊り支持部材の最上端の絶対変位（x1）と載荷点の絶対変位（x0）の差から得る．また，斜材

を含む吊り支持部材の繰り返し載荷実験では，試験体全体の変位の計測に加えて，上突出部または下突

出部の変位（δaまたはδb）を計測する．これらの変位は，鉄板に設置した変位計（x2~x5）から直接計測

する． 

図3.11 セットアップと計測計画（吊り材の繰り返し載荷実験） 
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図3.12 セットアップと計測計画（吊り支持部材の繰り返し載荷実験） 
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3.2.4 載荷方法 

 最後に，載荷方法について述べる．載荷は，正負交番の一定変位振幅繰り返し載荷を正弦波として試

験体に与えて行う．アクチュエータが載荷フレームを引張っている場合を正とする．載荷装置は，加振

装置の最大速度が10mm/s以下となるように設定したまた，載荷は吊り材の破断が確認されるか，あるい

は吊り材以外の部分で著しい損傷により急激な耐力低下が生ずるまで行う．なお，4本柱で構成される

建物を設計する際には45°方向で荷重を加える条件を考慮するが，本実験ではこのことについては考

慮せず，いずれの試験体に対しても水平に荷重を与えるものとする． 

図3.13 実際のセットアップの様子（吊り支持部材の繰り返し載荷実験） 
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3.3 吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験 

 本節では，吊り支持部材における突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験について述べる．設備

機器に模した鉄板を4本の吊り材で支持した状態で繰り返し載荷を行った結果についてまとめており，

ここでは，吊り材の長さと呼び径の違いが，吊り材の水平剛性，耐力および低サイクル疲労性能に与え

る影響について明らかにする． 

 

3.3.1 実験結果の概要 

 実験により得た荷重変形関係（L=300, 600mm）について，初期サイクルのみを取り出し，吊長さL，

吊り材の呼び径φおよびねじの種類（本論文ではウィットねじとメートルねじの2種類を対象としてい

る）の違いを比較して図3.14に示す．図の縦軸は吊り材が負担する水平荷重Q，横軸は吊り材の変形角

R(=δ/L)である．呼び径がW3/8およびM10の吊り材では，変形角のもっとも小さいR=δ/L=0.07で塑性化

に伴う明確な剛性低下は確認されず，ほぼ弾性的な挙動を示した（図3.14(a)(b)(e)）．これに対して変

形角δ/L=0.13以上では，明瞭な塑性変形と安定した紡錘型の履歴曲線を示している．図中では，降伏点

を●で示している．一方，W1/2およびM12の吊り材では，すべての載荷振幅において塑性化に伴う剛性

低下が見られ（図3.14(c)(d)(f)），さらに同じ吊長さのW3/8およびM10の吊り材と比べて，約2倍の降

伏耐力を示している．また，ウィットねじとほぼ同等の大きさを有するメートルねじの履歴曲線を比較

したところ，水平剛性および耐力に違いがあまり見られなかったことから，ねじ形状の違いがその力学

挙動に与える影響はほとんどないといえる（図3.14(a)と(e)および(c)と(f)）．なお，本実験における

弾性剛性は，荷重変形関係の原点から弾性範囲までをR=δ/L≦Rp/2（Rp: 弾性変形）と定義し，その範囲

内において最小二乗法で求めたときの傾きとしている．また，降伏耐力は，初期サイクル時の荷重変形

関係において，十分な塑性変形を設定した点（R=δ/L≒0.17）からの接線と，弾性剛性の交点としてい

る（図3.15）． 

 

3.3.2 力学モデル 

 吊り材の水平剛性および耐力を評価するにあたり，吊り材の上下端部の境界条件の仮定を基に，力学

モデルを構築する．ここでは，吊長さと吊り材の呼び径が吊り材の水平剛性と耐力に与える影響につい

て検討する．実験における吊り材端部の境界条件は不明瞭であるため，図3.16に示す2通りの力学モデル

を考える．図中に示す力学モデルにおいて，吊り材の弾性剛性K [kN/mm]と全塑性モーメントに基づく

崩壊メカニズムを仮定して得た降伏耐力Qy [kN]は，それぞれ次式で表される． 

 

 

 

 

ここで，Lは吊長さ，Eはヤング係数，Iは断面二次モーメント，Mpは全塑性モーメント，nは吊り材の本

数である．αkおよびαQは，吊り材端部の境界条件に応じた係数であり，(αk,αQ)=(3, 1)のとき試験体であ

る吊り材は片持ち梁を表しており，(αk,αQ)=(12, 2)のとき両端固定梁を表している．なお，全塑性モー

メントMpは次式により算出している． 

 

 

ここで，σyは吊り材の降伏応力度，Zpは吊り材の塑性断面係数であり，それぞれ第2章における引張実験，

曲げ実験から得た値で，その材料諸元は表3.2に示している． 

(3.2) 

(3.3) 

3
k EI

K n
L


= 

Q p

y

M
Q n

L


= 

(3.4) p y pM Z= 
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図3.14 初期サイクル時の荷重変形関係（吊り材の繰り返し載荷実験） 
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図3.15 弾性剛性と降伏耐力の定義 

図3.16 力学モデルと全塑性時の曲げモーメント分布 
(a) 片持ち梁 (b) 両端固定梁 
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3.3.3 水平剛性の評価 

 吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の水平剛性について，実験値と計算値を比較して図3.17に示

す．図では，吊り材端部の境界条件を片持ち梁と仮定した場合と両端固定梁と仮定した場合の2通りで

示している．図の縦軸は実験値，横軸は計算値であり，計算値は（3.2）式において，αk=3もしくはαk=12
を代入した値で算出している．図より片持ち梁を仮定した場合は，実験値を概ね良好に評価できている

が，一部実験値を過小評価している試験体もある．一方で，両端固定梁を仮定した場合は，いずれの試

験体で実験値を過大評価している．したがって，吊り材の水平剛性は，片持ち梁と両端固定梁の水平剛

性の間にあると考えられる． 

図3.17 水平剛性の評価 
(a) 片持ち梁を仮定した場合 (b) 両端固定梁を仮定した場合 
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3.3.4 耐力の評価 

 吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の耐力について，実験値と計算値を比較して図3.18に示す．

図では，水平剛性の評価の時と同様，吊り材端部の境界条件を片持ち梁と仮定した場合と両端固定梁と

仮定した場合の2通りで示している．図の縦軸は実験値，横軸は計算値であり，計算値は（3.3）式にお

いて，αQ=1もしくはαQ=2を代入した値で算出している．図より片持ち梁を仮定した場合は，いずれの試

験体で実験値を過小評価している．一方で，両端固定梁を仮定した場合は，実験値を概ね評価できてい

るが，全体としてみるとやや過大評価している．したがって，吊り材の耐力は，片持ち梁と両端固定梁

の耐力の間にあると考えられる． 

図3.18 耐力の評価 
(a) 片持ち梁を仮定した場合 (b) 両端固定梁を仮定した場合 
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3.4 吊り支持部材の繰り返し載荷実験 

 本節では，吊り材，斜材，取付金物，鉄板からなる一連のユニット（吊り支持部材）の繰り返し載荷

実験について述べる．3.3節とは異なり，吊り材4本で構成される4つの構面に対して，取付金物を用いて

斜材をX状に補強した状態で，繰り返し載荷実験を実施する．ここでは，斜材の取付角度と斜材端部か

らの吊り材の突出長さを主な実験パラメータとしており，3.3節の実験結果と比較する形で，吊り支持部

材の水平剛性，耐力および低サイクル疲労性能に与える影響について明らかにする． 

 

3.4.1 実験結果の概要 

 本実験における実験結果について述べる．まず，実験により得られた吊り支持部材の荷重変形関係を

初期サイクルのみ取り出し，取付角度，突出長さ，および載荷振幅の違いを比較して図3.19に例示する．

図の縦軸は吊り支持部材の負担する水平荷重Q，横軸は吊り支持部材の変形角R(=δ/L)である．小振幅

下では塑性化に伴う明確な剛性低下は見られないが，ねじ部の局部降伏などによって履歴曲線は膨ら

みを有し，完全な線形挙動とはなっていない．載荷振幅が大きくなると，比較的明確な降伏（図3.19中
の●）が見られ，剛性低下が確認できる．なお，水平剛性は，荷重変形関係の原点から弾性範囲までを

0≦θ≦Rp/2（Rp：全塑性耐力時の弾性変形の計算値）とし，その範囲内において最小二乗法で求めた傾

きと定義している．また，降伏点は荷重変形関係において，明確な二次勾配を確認できる点における接

線と，水平剛性の交点と定義し，その点における水平荷重を耐力と呼ぶ．取付角度の違いによる影響を

突出長さLb=250mm（図3.19中の黒色線）で比較すると，取付角度がθ=15～45°では，ほぼ同じ耐力を示

している．しかしながら，斜材がもっとも長いθ=60°では斜材の全体座屈が確認され，吊り支持部材の

耐力が頭打ちとなっている．一方，突出長さの違いによる影響をθ=45°（図3.19(c)）で比較すると，突

出長さが長くなるほど，水平剛性と耐力が小さくなっていることがわかる． 

図3.19 荷重変形関係 
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3.4.2 力学モデル 

 吊り支持部材の水平剛性Kcalを評価するための力学モデルを構築する．力学モデルを模式的に示した

ものを図3.20(a)に示す．吊り支持部材は，上突出部，斜材部，下突出部に分けて考える．力学モデルは，

上下突出部では梁要素，斜材部では吊り材および取付金物を含めてトラス要素で構成する．吊り支持部

材の水平剛性Kcalは，上下突出部の水平剛性akfcal，bkfcal，斜材部の水平剛性brkcalの直列和として評価でき，

次式で表される（図3.20(b)）． 

 

 まず，上下突出部の水平剛性 ikfcal （i = a, b）について考える．吊り支持部材の突出部の剛性評価モデ

ルを図3.20(c)に示す．上下突出部の材端部には回転ばねを挿入しており，回転ばねの回転剛性KRは実験

結果から同定した300kNmm/rad.としている．また，上下突出部は，図3.20に示す実際の取付金物の形状

に起因する偏心を考慮するため，剛棒を挿入している．すなわち，吊り材と斜材の間に偏心曲げが生じ，

これが突出部に対して曲げ戻しとして作用する．材端部に生ずる曲げモーメントは，水平荷重Q/n （n 
(=4) は吊り材の本数）による曲げモーメントとその正接(tan)成分により生ずる曲げモーメントの和と

なる．したがって，突出部の水平剛性 ikfcal は，次式で算出する． 

 

 

ここで，Liは各突出部の長さ，e は吊り材と斜材の間の偏心距離である． 

 次いで，斜材部の水平剛性 brkcal について考える．吊り支持部材が正側に水平荷重Qを受けた際の，変

形のイメージおよび各部材の応力図を図3.20(d)に示す．斜材部では，吊り材は水平力を負担せず，斜材

のみが水平力をそれぞれ軸力Nとして負担するものと仮定する．ここで吊り材と斜材の間に偏心がなけ

れば，斜材部の水平変形δbrと斜材の軸方向変形ubrの関係は次式で表される（図3.20(e)）． 

 

吊り材と斜材の間の偏心の影響を考慮すると，突出部の回転により，斜材は材軸方向にΔubriだけ伸びる

ことになる（図3.20(f)）．すなわち，Δubriは次式で表される． 

 

 

ここで，δiは突出部における水平変形であり，（3.5）式に基づき，次式より得られる． 

 

 

（3.8）式を（3.7）式に代入すれば次式が得られる． 

 

 

斜材の両端部には取付金物が接続されていることから，斜材の軸剛性0kbと取付金物の水平剛性kj を考

慮すると，斜材部の軸方向変形に関して以下の関係式が成り立つ． 

 

 

ここで，kjは2章での取付金物を含む吊り材の要素実験により得た取付金物の水平剛性であり，斜材の軸

剛性に接続する直列ばねに換算して表現している．取付金物を含む吊り材の要素実験のセットアップ

を図3.21に示す．これは，本論第2章の図2.12と同じ図であるが，実際の吊り支持部材の応力と対応する

形で一部表記を変えて示している．取付金物の水平剛性kjは，この要素実験の結果より得ている．実験

は，固定端（A端およびB端）から取付金物の位置Lf，Lcを実験パラメータとしており，Lfが短くになる

につれて，取付金物の水平剛性kjが大きくなっている（図3.21(a)）．実際，取付金物の載荷点位置と吊

り材との間には，3次元的に偏心が存在するため，斜材から取付金物に作用する軸力Nによって，吊り材

には捩りモーメントが生ずる（図3.21(b)）．Lfが短いほど捩りモーメントによる捩れ角が小さくなるた

め，結果的に取付金物の水平剛性kjが大きくなったものと考えられる．吊り支持部材の突出部における

応力状態を図3.21(c)に示す．吊り材と斜材の接続部分には斜材の軸力Nの正弦（sin）成分により生ずる
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偏心モーメント，突出部には取付金物の形状に起因する捩りモーメントが発生する．したがって，（3.10）
式のkjを含む項は，吊り支持部材の突出部と斜材部の寸法の違いに応じてkjを変化させ，斜材部の水平剛

性brkcal を評価している．なお，斜材の軸剛性0kbは次式で求められる． 

 

 

ここで，Lcは斜材部における吊り材の長さである．(3.6)式，(3.9)式，(3.11)式を(3.10)式に代入して整

理すると，斜材部の水平剛性brkcalは次式で表せる． 

 

 

なお，本研究は1種類の取付金物を用いて検討を行っている．したがって，取付金物の特性に起因する

剛性評価については，一般性を高めるために他の取付金物を用いた実験も行う必要があると考えてい

る．これらの検討は今後の課題としたい． 
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図3.20 吊り支持部材の水平剛性の評価モデル 

Q

n

tanQ

n


( tan )i

Q
M L e

n
= −

(a) 力学モデル 

上突出部の水平剛性と変形 

akfcal, δa 

斜材部の水平剛性と変形 

brkcal, δbr 

下突出部の水平剛性と変形 

bkfcal, δb 

Q, δ 
上突出部 

斜材部 

下突出部 

EI, A 

Q 
図3.20(c) 

z 

y 

(b) 直列ばねモデル 

EI, A 

KR 

Li 

e 
Q, δ 

δa 

δb 

Q 

θ 

N 

N 

Q Q 

La 

Lc 

Lb 

(c) 突出部の剛性評価モデル (d) 変形のイメージと各部材の応力図 

剛棒 



- 3-21 - 

第3章 建築設備機器に用いられる吊り支持部材の力学挙動と低サイクル疲労性能 

θ 

θ 

図3.20 吊り支持部材の水平剛性の評価モデル（つづき） 
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 次いで，吊り支持部材の耐力を評価するための力学モデルについて検討する．水平剛性と同様，吊り

支持部材は，上突出部．斜材部，下突出部に分けて考える．力学モデルは，上下の突出部では梁要素，

斜材部では吊り材を含めてトラス要素で構成する．なお，吊り支持部材の上下端部は固定としている

（図3.22（a））．したがって，吊り支持部材に水平荷重Qが作用すると，上下の突出部に曲げせん断が，

斜材部の吊り材および斜材には軸力のみが生ずるものと考える． 

 ここで，図3.22中の水平荷重に対する引張側の耐力は，突出部の曲げ降伏耐力TQy，吊り材の座屈耐力

TQc，斜材の引張軸降伏耐力TQtのうち，いずれかの最小値で決まる（図3.22 （b））．同様に，圧縮側の

耐力は，突出部の曲げ降伏耐力CQy，斜材の座屈耐力CQc，吊り材の引張軸降伏耐力CQtのうち，いずれか

の最小値で決まる（図3.22（c））．なお，本検討における突出部の応力状態は降伏モーメントの範囲と

する．また，吊り材および斜材の座屈耐力は，短期許容応力度に基づいて算出することとし，本実験の

範囲における吊り材および斜材の細長比は，いずれの試験体も限界細長比以上であるため，弾性座屈を

考える．吊り支持部材の各耐力はそれぞれ次式で算出される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，νは座屈耐力における安全率である3.7)，以上より，吊り支持部材の耐力は次式で表される． 

 

 

（3.19）式より，取付角度と突出長さの違いに応じた吊り支持部材の耐力曲線を構築でき，破壊形式は

Mode1～Mode3に分類することができる（図3.22（d））．実験と計算における破壊形式および耐力の比

較を，突出長さLf=100, 250mmについて図3.23に示す．図中の○プロットは，実験と計算の破壊形式が一

致したことを，×プロットは一致しなかったことをそれぞれ表している．突出長さがもっとも短い

Lf=100mmでは，実験と計算の破壊形式がほぼ一致している．ただし，破壊モードの境界に近いθ=45°で
は，一部の試験体で計算と異なる吊り材の破断や取付金物の破壊が確認された．一方，表3.1の仕様のほ

ぼ上限であるLf=250mmでは，θ=15～45°の範囲については，実験と計算の破壊形式が一致している．し

かしながら，斜材がもっとも長いθ=60°では，吊り材の座屈ではなく，斜材の座屈を確認している．こ

の破壊形式の違いは，計算上の耐力よりも実験値が大幅に大きくなっていることにも表れている．すな

わち，Lf=250mmにおいてもθ=60°では，吊り材の座屈が生じていないことを考慮すると，破壊形式は

Mode2で生じたと考えることができ，実験値の評価精度が向上することがわかる（図3.23（b）の破線）．

また，Lf=100mmにおいてもθ=60°では，実験値が計算値を上回っており，斜材の座屈耐力を過小評価し

ているものと考えられる． 
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(a) 力学モデル 

(b) 引張側の耐力 
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図3.24 吊り支持部材の水平剛性の評価 
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3.4.3 水平剛性の評価 

 吊り支持部材の水平剛性の評価について述べる．図3.20の評価モデルを基に，吊り支持部材の水平剛

性について，実験値と計算値を比較して図3.24に示す．図の縦軸は実験値，横軸は計算値であり，計算

値は（3.4）式により算出している．マーカーの種類により試験体を区別しており，白色プロットは計算

上突出部が曲げ降伏する試験体，灰色プロットは計算上斜材が座屈する試験体である．なお，突出部の

曲げ降伏より斜材の座屈が先行して生ずると判定される場合は，引張ブレースとして圧縮側の剛性を

無視する．すなわち，斜材の座屈が想定される試験体（図中の灰色プロット）の横軸の値は，（3.4）式

の各項にそれぞれ1/2を乗じてKcalを計算している． 

 Lf=250mm以上では，実験値を良好に評価している．一方，突出部がもっとも短く，また斜材の座屈

が想定されるLf=100mmは，圧縮側の寄与を無視しても実験値をやや過大評価する傾向にあった．3.2節
における斜材なしの吊り材のみの繰り返し載荷実験では，長さの違いによる評価精度の差は見られな

かったことから，吊り支持部材の水平剛性においては，取付金物の捩れによる影響が大きいと考えられ

る． 



- 3-25 - 

第3章 建築設備機器に用いられる吊り支持部材の力学挙動と低サイクル疲労性能 

0

0.5

1

0 0.5 1

Q
y exp

 [kN]

Q
y cal

 [kN]

図3.25 吊り支持部材の耐力の評価 
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3.4.4 耐力の評価 

 次いで，吊り支持部材の耐力について，図3.22の評価モデルを基に，実験値と計算値を比較して図3.25
に示す．図の表現は図3.24と同様である．突出長さの違いを比較すると，突出部が曲げ降伏する試験体

については，計算値が実験値を概ね良好に評価できている．一方，斜材が座屈する試験体については，

ばらつきがやや大きいが，概ね20%以内の精度で実験値を評価できている．ただし，斜材がもっとも長

いθ=60°では，実験値を過小評価している．これは前述したように，もっとも長い斜材の座屈耐力を過

小評価していることに起因しているものと考えられる．以上より，表3.1の仕様に準じて突出長さを

250mm以下にすれば，吊り支持部材の耐力を概ね安全側に評価できるといえる． 

白色: 曲げ降伏 
灰色: 斜材の座屈 
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3.5 吊り支持部材の低サイクル疲労性能 

 本節では，吊り支持部材の低サイクル疲労性能について評価する．まず，一定振幅下における繰り返

し載荷実験から得られた吊り支持部材の低サイクル疲労性能について，斜材なし（吊り材のみ）と斜材

ありの場合に分けて検討する．次いで，地震時応答を想定し，載荷振幅が複数の振幅にわたって変動す

る場合について検討する． 

 

3.5.1 一定振幅下における繰り返し載荷実験（吊り材の破断） 

 まず，一定振幅下における繰り返し載荷実験について，吊り材が破断した試験体のみに着目して説明

する．本論文では，4本の吊り材のうち1本の吊り材が破断した時点，あるいは吊り支持部材のサイクル

毎の最大耐力がそれまでに発揮した最大耐力の半分程度にまで低下した時点のいずれか小さい方を破

断回数Nfと定義する．また，長さLfに対する片振幅δの割合を変形角Rと定義する．破断回数Nfと変形角

R(=δ/Lf)（本論文では，以後，下突出部はRb(=δb/Lb)，上突出部はRa(=δa/La)とする）の関係を，斜材な

し，斜材ありの場合に分けてそれぞれ図3.26，3.27に示す．図の縦軸は破断回数，横軸は変形角である． 

また，図3.26は突出部を模擬した吊り材のみの場合であり，図3.27は斜材ありの場合を，下突出部と上

突出部に分けてそれぞれ示している．さらに，図3.26(b)および図3.27の図中では，吊り材が計算上の弾

性域で破断したものを塗りつぶしのプロット，計算上の非弾性域で破断したものを白抜きのプロット

にて区別している． 

 いずれも変形角が大きくなると，両対数軸上で破断回数は直線的に低下しており，Manson-Coffin則3.8)

に基づいた結果となっている．まず，斜材なしの場合で呼び径およびねじの種類の違い（本実験では

ウィットねじとメートルねじの2種類）の比較を行う（図3.26(a)）．図より，呼び径や種類が異なって

も同じ変形角Rに対して，破断回数Nfが多くなっている．これは，吊り材の低サイクル疲労性能は，呼

び径および種類による影響が小さいことを意味している．次いで，斜材なしの場合で長さの違いの比較

を行う（図3.26(b)）．なお，図では全て呼び径がW3/8のねじである．吊長さLfが長くなると，同じ変形

角Rに対して，破断回数Nfが多くなっている．これは，吊長さが長くなると，同一振幅でも相対的に塑

性変形量が小さくなるためであると考えられる．このことについては，3.5.2にて検討する．図中の直線

は，Lf=300mmの吊り材（斜材なし）における疲労曲線である．Lf=300mmの吊り材（斜材なし）の変形

角Rに対する疲労曲線式を次式にて表す． 

 

 

 本実験と既往の実験結果3.4)（図3.26(b)中の〇）を比較する．既往の実験は，本実験結果と比べて，疲

労曲線の傾きがやや急であり，また同じ変形角に対して破断回数が多くなっている．ただし，既往の実

験（Lf=800mm）とほぼ長さが等しいLf=900mmと比べると，既往の実験3.4)において破断にまで至った結

果は，本実験と同程度の破断回数を示しており，本実験結果の妥当性が確認できる． 

 次いで，下突出部の吊り支持部材において，吊り材が破断した試験体のみを対象として破断回数Nfと

変形角Rbの関係を図3.27(a)に示す．下突出長さLb=250mmは，取付角度の違い（図中の◇□○△）に依

らず，長さがほぼ等しい斜材なしのLf=300mmと同等の疲労性能を示している．また，斜材なしの場合

と同様，吊長さが長くなると，破断回数Nfが多くなっている．したがって，斜材を取り付けても，突出

部における変形角を用いることで，斜材なしの場合と同様に疲労性能を評価できると言える． 

 最後に，軸力が生ずる上突出部の吊り支持部材において，吊り材が破断した試験体のみを整理した，

破断回数Nfと変形角Raの関係を図3.27(b)に示す．軸力が生ずる上突出部の場合では，長さがほぼ等しい

斜材なしのLf=300mmよりも同じ変形角Raに対して破断回数Nfが多くなっている（グラフ中の○△）．こ

れは，上突出部に引張軸力が作用した際に，ボルトが緩んだことが原因の一つとして考えられる．なお，

ボルトの緩みは目視にて確認している．したがって，少なくともここで対象とした軸力の範囲（軸力比

にして0.2~6.3%）では，吊り支持部材の低サイクル疲労性能を低下させることはないといえる． 

3.0590.2069fN R−= (3.20) 
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図3.26 低サイクル疲労性能の評価（斜材なし，吊り材の破断を確認した試験体） 

疲労曲線(Lf=300mm) 
・・・(3.20)式 

Lf 

δ 

R=δ/Lf 

(a) 吊り材のみ（L=300mm，斜材なし） 
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※吊長さLは全て300mm 
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図3.27 低サイクル疲労性能の評価（斜材あり，吊り材の破断の試験体） 
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3.5.2 吊り長さの違いによる低サイクル疲労性能の検討 

 次いで，吊長さの違いによる破断回数への影響について考察する．図の縦軸を破断回数，横軸を塑性

率として両者の関係を図3.28に示す．図3.28(a)は斜材なしの場合であり，図3.28(b)は斜材ありの場合を

示している．なお，図中の表記は前節と同様である．図中の直線は，Lf=300mmの吊り材（斜材なし）

における疲労曲線である．Lf=300mmの吊り材（斜材なし）の塑性率μに対する疲労曲線式を次式にて表

す． 

 

ここで，塑性率μは次式により算出している． 

 

 

また，Rpは全塑性耐力時における弾性変形の計算値であり，両端固定梁の上下端部に塑性ヒンジ（図

3.29）を仮定し，次式より算出する． 

3.059454.03fN  −= (3.21) 

p

R

R
 = (3.22) 
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図3.28 破断回数Nfと塑性率μの関係 

(a) 斜材なし 

(b) 斜材あり（下突出部） 
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・・・(21)式 
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ここで，Qpはメカニズム時の水平荷重，Kfは弾性剛性である．3.4.4の耐力では降伏モーメントを用いて

弾性限を，また弾性剛性は接合部の緩みも含めた値をそれぞれ評価した．本節では耐力についてはメカ

ニズム時を想定し，弾性剛性については簡易的に両端固定梁を仮定し，それぞれ次式より算出する． 

 

 

 

 

 いずれも塑性率が大きくなると，両対数軸で破断回数は直線的に低下している．吊り材（斜材なし）

（図3.28(a)）では，塑性率を用いて整理することにより，長さLfの違いによる影響が小さくなり，統一

的な評価ができている．また，斜材ありの突出部（図3.28(b)）も同様に下突出長さLbの違いによる影響

が小さくなっている． 

p
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f f

Q
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K L
=


(3.23) 

図3.29 メカニズム時における両端固定梁の曲げモーメント分布 
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3.5.3 ねじ山の有無が吊り材の低サイクル疲労性に与える影響 

 これまでは，吊り材が計算上の弾性域で破断した試験体を含めて，吊り支持部材の疲労性能を示し

た．ただし，計算上は弾性であっても実際にはねじ部の応力集中等に起因する非線形性を示している．

ここでは文献3.9)を参考に，ねじ山がない鋼棒の低サイクル疲労性能を示し，ねじ山の有無が吊り材の

低サイクル疲労性能に与える影響について検討する． 

 文献3.9)における試験体の形状を図3.30に示す．試験体は鋼棒であり，試験部分と固定部分からなる．

固定部分は，ねじ部を介して鋼板にナットで締め付けている．実験は，4本の鋼棒を柱としたフレーム

を構成して，鋼板に取り付けた治具を介して一定振幅の繰返し載荷を行っている．実験から得た破断回

数Nfと変形角Rの関係を，図3.27のLb=100mm（ボルト破断した3体）の結果と併せて図3.31に示す．図の

プロットの区別は，図3.27と同様である．なお，図中の直線は，文献3.10)にて示されたSS材に対する疲

労曲線であり，定変形振幅γを用いて次式で表される． 

 

 

定変形振幅γは次式で表され，図3.31では，定変形振幅γを変形角Rに読み替えて示している． 

 

 

δは試験体に与えた片振幅，δYはフレームの降伏耐力QYに対応する相対弾性水平変位であり，次式にて

算出している． 

 

 

log 1.84log 3.46fN = − + (3.26) 

Y
  = (3.27) 

2

0

16
9

Y f

Y

L

d E





= (3.28) 

図3.30 試験体（SS-series）3.9) 

試験部分 固定部分 固定部分 

16 30 20 20 30 16 Lf=100 

1
0


 

r=2 

図3.31 ねじ山の有無による低サイクル疲労性能の比較(Lf=100mm)3.9) 
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σYは試験体の引張試験により得た降伏点（=353N/mm2），Lf（=100mm）は試験部分の長さ，d0（=10mm）

は試験部分の直径，E（=205,939N/mm2）はヤング係数である． 

 本実験と既往の実験3.9)では，載荷振幅の範囲が異なる．両者の疲労曲線を比較すると，大振幅ではね

じ山なしの方3.9)が破断回数が少ないが，小振幅では両者の関係は逆転している．ただし，両者の交点付

近の実験結果が存在し，実験結果は双方の疲労曲線と概ね一致している．したがって，本実験にて対象

としている載荷振幅の範囲では，ねじ山の有無による影響は小さいものと考えられる．なお，この点の

詳細な検証は今後の課題である． 
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図3.32 低サイクル疲労性能（その他の破壊形式） 
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取付金物の破損 
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3.5.4 一定振幅下における繰り返し載荷実験（その他の破壊形式） 

 最後に，一定振幅下における繰り返し載荷実験において，吊り材の破断以外の破壊形式（斜材の座屈，

取付金物の破損など）が確認された試験体について述べる．斜材ありで突出長さがもっとも短い

Lf=100mmの吊り支持部材において，斜材の座屈や取付金物の破損が確認された試験体について整理す

る．破断回数Nfと変形角Ri（i = a, b）の関係を図3.32に示す．図中では，斜材の座屈による破損を×，取

付金物の破損を＋で表している．また，青色プロットは下突出部の場合であり，赤色プロットは上突出

部の場合である．斜材の座屈が生じた場合は，耐力が急激に低下した時点で実験を終了し，その時点の

繰り返し回数をプロットしている．本実験で確認された吊り支持部材の破壊形式について，吊り材の破

断も含めて図3.33に示している．取付金物の破損は，吊り材が破断するよりも早期に生ずる傾向にある．

また，これらの破壊は，吊り材の疲労破断が生じた載荷振幅と比べると，より小さな範囲にて生じてい

ることから，余震による繰り返し変形の蓄積にも影響を受ける可能性があり，更なる検討が必要であ

る． 

図3.33 本実験で確認された破壊形式 
(a) 吊り材の破断 (b) 取付金物の破損 (c) 斜材の座屈 
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3.5.5 累積損傷度による評価 

 本項では，地震時応答を想定し，載荷振幅が複数の振幅にわたって変動する場合について検討する．

ここでは，Miner則（線形累積損傷則3.10)）を用いて，吊り材の累積損傷度（D値）を評価する．実験は，

ボルト径= W3/8，吊長さLf =300mm（斜材なし）を対象として行う．破断回数Nfは，（3.20）式で示し

た斜材なしのLf =300mmの疲労曲線と実際に計測した変形角Rを基に算出している．また，載荷パターン

は，漸増型と漸減型であり，二段振幅試験と三段振幅試験をそれぞれに対して行う．載荷履歴の概要を

図3.34に示す．各一定振幅における破断回数をNfi，各振幅の繰返し回数をniとすると，吊り材の累積損

傷度（D値）は次式で表される． 

 

 

 実験結果を表3.5に示す．載荷パターンによってはD値は1.0を下回ったが，多くの試験体で1.0を超え

ている．Miner則の適用については，疲労曲線に適切な安全率を設けるなど，設計上の配慮が必要であ

るといえる． 

1

k
i

i fi

n
D

N=

=  (3.29) 

図3.34 多段振幅試験の載荷履歴 

(a) 二段振幅の漸増型 (b) 三段振幅の漸増型 

(c) 二段振幅の漸減型 (d) 三段振幅の漸減型 

R=±0.04 R=±0.07 or 0.13 

R=±0.07 or 0.13 
R=±0.04 

R=±0.04 
R=±0.05 

R=±0.07 

R=±0.07 
R=±0.13 

R=±0.20 

表3.5 吊り材の累積損傷度（Lf=300mm） 

ボルト径
φ

吊長さL f

[mm]

変形角R

[rad.]

一定振幅

破断回数N fi

[cycle]

各振幅の

繰返し回数n i

[cycle]

累積損傷度
D値

0.036 4277 4148

0.066 741 186

0.036 4386 4148

0.129 98 42

0.037 4165 1752

0.048 1910 823

0.065 745 275

0.066 714 651

0.037 4186 2270

0.131 94 56

0.036 4582 1964

0.199 27 6

0.131 93 32

0.064 800 126

1.22

二段振幅 1.37

三段振幅 1.22

載荷パターン

漸増型

二段振幅

W3/8 300

漸減型

二段振幅 1.45

二段振幅 1.03

三段振幅 0.72
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3.6 吊り支持部材の耐震性の検討例 

 本項では，ある建物の最上階の天井面に設置されている空調用設備機器に対する吊り支持部材を対

象とした耐震性の検討の具体例について示す．本論文における評価方法を図3.35に示す．ここでは，設

計用水平地震力に対する静的設計に基づく検討を行う．具体的には，まず吊り幅B，吊り材の呼び径φ，

突出長さLf，斜材の取付角度θなどの寸法を実測し，得られた情報を基に3.4.2に基づき耐力曲線を得る．

設計対象とする設備機器および吊り支持部材の寸法等を，実際の写真と併せて図3.36に示す． 

 次いで，設計用水平地震力が耐震設計耐力曲線以下に収まっており，設計可能か否かを確認する.現

行の建築設備耐震設計指針3.1),3.2)では，設備機器に対する設計用水平地震力FHを次式により算出する． 

 

 

ここで，KHは設計用水平震度，Wは設備機器の重量である．なお，設計用水平震度KHは次式で求められ

る． 

 

H HF K W=  (3.30) 

H SK Z K=  (3.31) 

図3.35 吊り支持部材の耐震評価フロー 
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図3.36 検討対象の吊り形式の設備機器 

耐震クラスS 耐震クラスA 耐震クラスB

上層階，屋上および塔屋 2.0 1.5 1.0

中間階 1.5 1.0 0.6

地階および1階 1.0 (1.5) 0.6 (1.0) 0.4 (0.6)

( )内の値は地階および1階（あるいは地表）に設置する水槽の場合に適用する．

設備機器の耐震クラス

表3.6 設備機器の設計用標準震度3.1), 3.2) 

0 15 30 45 60 75 90
0

0.5

1

 

Q [kN]

図3.37 耐力曲線と検討結果 

吊り幅       B=800mm 
取付角度    θ=45° 
上突出長さ   La=80mm 
下突出長さ   Lb=220mm 
ボルト径    φ =7.8mm 
機器重量    W=0.294kN 

【対象設備機器の寸法】 

La 

Lb 

φ 

θ 

B 

検討対象 

耐力曲線 

Sクラス(2.0G) 

Aクラス(1.5G) 

Bクラス(1.0G) 

ここで，KSは設計用標準震度，Zは地域係数である．設計用標準震度は，表3.6に示す値以上の数値を用

いる． 

 設備機器の寸法等の情報を基に得られた耐力曲線と，検討結果をそれぞれ図3.37に示す．一般施設を

想定した耐震クラスAおよびBでは，設計用水平地震力が耐力以下に収まっている．しかしながら，災

害応急対策活動に必要な施設等を想定した耐震クラスSでは，設計用水平地震力が耐力よりも上方にあ

り，吊り支持部材が降伏耐力に達することになる．局部震度法による静的設計では，吊り支持部材が弾

性であることが前提となるため，耐震クラスSを満たすには，ボルト径φを大きくするなどの対処が必要

である．あるいは，図3.35中の右側のフローへと進み，動的解析を行い，吊り支持部材の低サイクル疲

労性能を検討することも可能である．本検討では，吊り支持部材を弾性限範囲内に抑えることを前提と

しており，かつ機能維持の観点から静的設計のみ検討した．動的設計に関しては，本論文にて構築した

水平剛性と耐力を有する解析モデルを用いた地震応答解析から主にD値の評価に基づく安全性検証を

行うことになるが，この検討方法の詳細については今後の課題としたい． 

(a) 実際の取付状況 (b) 検討対象の設備機器の各寸法 
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3.7 まとめ 

 本章では，まず吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材のみの繰り返し載荷実験を行い，吊り材の長

さ，呼び径が吊り材の力学挙動および低サイクル疲労性能に与える影響について検討を行った．次い

で，吊り材，斜材，取付金物，および設備機器に模した鉄板からなるユニット（吊り支持部材）の力学

挙動および低サイクル疲労性能に着目した繰り返し載荷実験を行い，吊長さ，斜材の取付角度が，吊り

支持部材の水平剛性，耐力および低サイクル疲労性能に与える影響を検討した．さらに，地震時におけ

る吊り支持部材の耐震性を評価する方法について例示した．以下に得られた結果をまとめる． 

 

[1] 吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材の繰り返し載荷実験では，突出部分の初期サイクル時に

おける弾性剛性と降伏耐力は，実験値と計算値の比較により，突出部の上下端部の境界条件が片持

ち梁と両端固定梁を仮定した力学モデルの間にあることを確認した． 

[2] 吊り材の呼び径が異なると弾性剛性と降伏耐力，最大耐力は変化するが，本実験にて比較した呼び

径の違い（W3/8とW1/2）であれば，破断回数はほぼ等しい結果になった．また，W3/8とほぼ大き

さの等しいM10と，W1/2とほぼ大きさの等しいM12についても，同一長さでの破断回数は，それぞ

れほぼ等しい結果となった．すなわち，低サイクル疲労性能に関して，ねじ形状の異なるウィット

ねじとメートルねじとの間においての差異は小さいといえる． 

[3] 吊り材，斜材，取付金物および設備機器に模した鉄板からなるユニット（吊り支持部材）の水平剛

性について，力学モデルを構築して評価した結果，突出長さLf=250mm以上では実験値を良好に評

価できたのに対して，Lf=100mmではやや過大評価する結果となった．これは取付金物の捩れが及

ぼす影響が大きいものと考えられ，精度向上には要素実験等による追加検討が必要である．一方，

吊り支持部材の耐力については，大部分の試験体の実験値を良好に評価できた．ただし，斜材が

もっとも長いθ=60°では，耐力をやや過小評価する傾向にあった． 

[4] 吊り材の低サイクル疲労性能は，突出部における変形角を用いれば，斜材の有無に依らずに評価で

きることを示した．また，吊長さが長くなるほど，破断回数は大きくなる傾向にある．これは，同

一振幅でも相対的に塑性変形量が小さくなることが一因であり，塑性率を用いれば，突出長さの違

いによる影響も排除できることを示した． 

[5] 斜材があり，突出長さがもっとも短いLf=100mmの吊り支持部材において，吊り材の破断に加えて，

斜材の座屈や取付金物の破損が確認された．特に，取付金物の破損は，吊り材の破断に比べて小さ

な載荷振幅にて発生しており，また吊り材の破断回数よりも少ない回数で破損に至ることがわ

かった． 

[6] 地震時を想定し，載荷振幅が複数の振幅にわたって変動する場合について検討した．吊り材の低サ

イクル疲労破断については，複数の振幅を組み合わせた場合にもMiner則による累積損傷度を適用

できる可能性を示した． 

[7] 実際の建物に備え付けられている吊り形式の建築設備機器の吊り支持部材を設計対象とした耐震

性の検討方法の一例を示した． 
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4.1 はじめに 
 近年の地震被害の一つとして，吊り材の破断や躯体からの抜け落ちによる吊り形式の建築設備機器の

落下・損傷が報告されており，建物の機能喪失に直結する重大な被害となっている4.1)~4.3)など．しかしなが

ら，吊り形式の建築設備機器における力学挙動は十分に把握されておらず，損傷抑制のための耐震設計

に供する知見が十分に整備されていない．したがって，吊り材とコンクリート躯体の接合の際，天井ス

ラブ固定部に設置される，インサートの複合応力下に対する終局耐力と弾性限耐力を把握することは，

接合部を含む吊り形式の建築設備機器の耐震設計法を整備する上では，非常に重要である（図4.1）． 

 空気調和・衛生工学会が示している規格SHASE-S009-2004“建築設備用インサート”4.4)（以後，SHASE
-S009）では，型枠による一般のスラブを対象している．しかしながら，近年では，床構造としてデッキ

プレートを用いたデッキ合成スラブが多用されるようになってきている．デッキプレートは図4.2に示す

ような山部と谷部があり，インサートの周辺コンクリートに対する耐力を考えると，山部への埋設が基

本となっている．一方で，インサートを谷部に埋設する場合は耐力が明確ではなく，使用者によっては，

インサートの引張耐力を過小評価して対応するが，原則として施工を禁止していることが実状である．

SHASE-S009では，デッキプレートに対するインサートの施工に関して，特段の規定が定められておら

ず，その使用判断や強度に対する影響等は使用者の判断によっており，施工位置の選択が困難となる場

合がある．したがって，デッキスラブの形状の違いによるインサートの耐力を把握することは重要であ

る． 

 本章では，まず吊り形式の建築設備機器を支持する吊り材とコンクリート躯体の接合に用いられる多

種多様なインサートに対して引張実験，せん断実験を行うことで基本的な知見を得るとともに，デッキ

形状の違いによる引張耐力およびせん断耐力を把握する．また，破壊性状の違いについても定量的に把

握する．次いで，インサートに対して引張力とせん断力を同時に与える組合せ試験を実施し，終局耐力

および損傷制御のための弾性限耐力を評価する． 

設備機器本体の重量W 

吊り軽量機器

θ 

図4.1 吊り形式の建築設備機器の施工法の一例と地震時におけるインサートの応力状態 

図4.2 デッキ合成スラブの断面とインサートの埋設 

地震力Q 

斜材 

コンクリート躯体 

吊り材 

取付金物 

吊り支持部材 

インサートの応力状態 

インサート 

M 

Q 
T 

山部 

谷部 

インサート 接合部 
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4.2 実験計画 

 

4.2.1 インサートの種類と施工方法 

 インサートを選定するにあたって，設置する型枠の種類で大別することが一般的である．型枠は大き

く分けて2つあり，1つは合板型枠と呼ばれるもので，木材を基材とした合板を使用した型枠である．合

板型枠は軽量で加工が容易なため，現場での取り外しがしやすく，複雑な形状のコンクリート打設にも

対応できる．主に一時的な型枠として用いられ，コンクリートが硬化した後に取り外される．もう1つ
はデッキプレート型枠と呼ばれるもので，鋼製のプレートを使用する．デッキプレート型枠は，コンク

リート硬化後も構造物の一部として残り，補強材として機能することが大きな特徴であるため，耐久性

や強度が求められる場面に適している．なお，本論文では，インサートの基本的な力学挙動の把握のた

めに，鋼製のプレートは使用せず，デッキ形状のコンクリートブロックを用意してインサートの引張・

せん断実験を実施している．耐力を評価するにあたり，鋼製のプレートがなくとも安全側に評価でき

る．ただし，コンクリートと鋼製のプレート間に生ずる付着力の実験的な検討は今後必要な課題であ

る． 

 以上のことを踏まえて本論文では，合板型枠用のインサート1種類とデッキプレート用のインサート

4種類（改良型2種と従来型2種）の計5種類4.5)を用意している（図4.3）．まず合板型枠用インサートは商

品名「ツインカット（TC）」と呼ばれるもので，頭径が32mm，埋込長さが13mm，インサート内部の

有効ねじ長さSがS=13mmである．次いで，デッキプレート用インサートは商品名「スプリングハンガー

（SHF，SH）」と呼ばれるもので，いずれのインサートも頭径が22mm，埋め込み長さが45mmである．

インサートの有効ねじ長さSは，改良型と従来型でそれぞれS=13mm，25mmの2種類ずつを用意してい

る．なお，インサートのねじの呼び径は，いずれも建築設備用として一般的なサイズであるW3/8として

いる．本実験における各インサートの施工完了後のイメージを図4.3(b)に示す4.5)．合板型枠用のイン

サートはコンクリート内に埋め込まれる形となっている．デッキプレート用インサートの従来型は，コ

ンクリート表面からインサートが25mm程度突出する形となっている．そのため，インサートの突出し

ている部分にせん断力が作用することにより容易に破断するケースがある．一方で，デッキプレート用

インサートの改良型は，せん断力への対応を考えて，突出部分を取り除いた方式となっている．なお，

本実験はセットアップの都合上，実際の天井スラブに設置する方向に対して天地反転させる形で実施

するものとする（図4.4）． 
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図4.3 本実験で扱うインサート4.5) 

合板型枠用(TC) デッキプレート用（SHF，改良型） デッキプレート用（SH，従来型） 

図4.4 本実験における施工完了後のイメージ4.5) 

（※実際の天井に取付ける方向とは逆向きで実験を実施） 

(a) 合板型枠用 (b) デッキプレート用（改良型） (c) デッキプレート用（従来型） 

(b) インサートの施工完了後のイメージと寸法 

(a) 実際のインサートの形状4.5) 

合板型枠用(TC) デッキプレート用（SHF，改良型） デッキプレート用（SH，従来型） 

施工後，フラット仕上

げのため，取り外せる

ようになっている 

S: 有効ねじ長さ 

32 

32.5 
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25 
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※インサートのねじの呼び径はいずれもW3/8 
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4.2.2 試験体の概要 

 本実験における試験体の概要について，図4.5にその一例を示して説明する．幅350mm×350mm，高さ

が150mmのコンクリートブロックを用意し，このコンクリートの面に対して4.2.1で示したインサート

を160mmピッチで4か所埋設する．なお，各インサートの端あき距離はいずれも95mmとなっている．こ

れらの寸法は，インサートが引張力を受けた際に45°のコーン状破壊面を想定して，他のインサートに

影響が出ないように設定したものである．図4.5のコンクリートブロックの片面には2種類のインサート

しか埋設されていないが，コンクリートブロックは，予備の試験体を含めて計34ブロック用意してお

り，4.2.1で示した5種類のインサートを，コンクリートブロックの面にランダムに埋設している． 

 また，コンクリートブロックのもう片方の面は凹凸を設けた形状としている．これは，インサートが

デッキスラブに埋設されたことを想定しており，デッキ山部および谷部に埋設されたインサートがど

の程度の耐力を有するかを確認するためである．既往の研究4.6), 4.7)では，インサートをデッキ合成スラ

ブの山部および谷部に埋設した場合における引張耐力，せん断耐力について実験的に検討を行ってい

るが，デッキ形状は山部と谷部の2種類のみであり，デッキ角度の違いによる耐力の変化について定量

的に示した文献はほとんどない．したがって，本実験では，用意したコンクリートブロックのもう一方

の面を利用して，山部で4種類（30°, 45°，60°，90°），谷部で4種類（-30°,  -45°，-60°，-90°）

の計8種類のデッキ形状を有するコンクリートブロックを用意して，それぞれのデッキ角度に対するイ

ンサートの引張耐力およびせん断耐力を検討している．ここでは，山部におけるデッキ角度を正，谷部

におけるデッキ角度を負と定義しており，1種類のインサート（デッキプレート用(SHF)，有効ねじ長さ

S=13mm）を試験体としている．なお，せん断実験については，溝直交方向に対して行い，加力治具の

設置可否の観点から谷部試験体に対してしか行えない．打設後の試験体（コンクリートブロック）の実

際の様子について，各面それぞれ図4.6に示す． 

 これらのことを踏まえ，デッキ形状を有するコンクリートブロック試験体を図4.7に示す．山部もしく

は谷部に埋設された，インサートの引張載荷におけるコーン状破壊面を考慮して，山部ではインサート

を1個だけ埋設する一方で，谷部ではインサートを2個埋設している．また，図4.2に示したように，デッ

キプレートの接合部分の加工により，実際の施工現場では，インサートが中央部に埋設されることは少

ない．しかしながら，本実験の目的としては，デッキ角度の違いに応じた耐力の出方を把握することに

あるため，インサートを中央に埋設した試験体を，中央埋設の試験体として8種類用意する．ここでは，

デッキ平行部の幅を80mmとしている（図4.7(a)）．次いで，一般的なデッキ平行部の幅として用いられ

るデッキ平行部の幅が120mmの試験体を，端部埋設の試験体として，8種類用意する．端あき距離は，

中央埋設の試験体と同じで40mmとしている（図4.7(b)）．これにより，同じ端あき距離40mmの下で，

中央埋設の場合と端部埋設の場合の違いで耐力の出方について比較することができる．以上，デッキプ

レート（以後，DPL）の形状を有する試験体は，全部で計16体を用意している． 
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図4.5 試験体の一例 

350 

160 95 95 

16
0 

95
 

95
 

35
0 

15
0 

図4.6 打設後のコンクリートブロックの様子の一例 

(a) フラットな面 (b) 凹凸のある面（左：山部試験体，右：谷部試験体） 

50 
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図4.7 試験体の一例（DPL ver.） 
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4.2.3 セットアップと計測方法 

 本実験におけるセットアップと計測方法を図4.8に示す．実験装置は，反力フレームに接続した土台の

上にコンクリート試験体を設置し，試験体をせん断抵抗治具により左右から挟み込む．さらに，試験体

を土台とボルトにより接続した引張抵抗治具により上から抑えつけることで，引張力とせん断力に抵

抗できる自己釣合型の仕組みとなっている．図中では，コンクリートのフラットな面（以後，Flat ver.）
にインサートが設置されている場合である．インサートに挿入された呼び径W3/8の挿入ボルト（全ねじ

棒）を鉛直加力治具に接続する．鉛直加力治具は，ピンを介してPC鋼棒，ジャッキ，ロードセルに接続

されており，引張載荷を実現している（図4.8(b)）．また，この挿入ボルトをPC鋼棒を介してジャッキ，

ロードセルに接続された水平加力治具に通すことにより，せん断載荷および組合せ載荷を実現してい

る（図4.8(c)）． 

 計測方法について述べる．まず，引張側の計測方法について述べる．引張抵抗治具からの変位計を，

鉛直加力治具とピンの間に設けた計測ターゲットにあてることにより，ジャッキによる鉛直変位（d1, 
d2）を計測する．また，コンクリートの微小な浮き上がりによる変位を除去するため，引張抵抗治具か

らコンクリート面にあてた変位計により計測した値（d3, d4）を差し引くことで，インサートの引張側の

変形を算出している（図4.8(b)）．なお，引張に対する抵抗として，コンクリートの1/4面（図中の水色

枠）に正方形のプレートを設けており，反力の支点間距離が小さいため，ここでは引張抵抗治具の変形

は無視できるものと考える．次いで，せん断側の計測方法について述べる．せん断抵抗治具からの変位

計を水平加力治具の側面にあてることにより，ジャッキによる水平変位（d5, d6）を計測する．また，コ

ンクリートの微小な水平移動および載荷位置とコンクリート試験体の重心位置との間の偏心に伴う回

転の影響を除去するため，せん断抵抗治具からコンクリート側面にあてた変位計により計測した値（d7

～d10）を差し引くことで，インサートのせん断側の変形を算出している（図4.8(c)）．また，せん断載

荷時における水平加力治具と試験体の取付状況について図4.9に示す．インサートに規定の長さの挿入

ボルトを奥まで挿入し，上から水平加力治具を設置する．ここで，純せん断実験および組合せ実験にて，

それぞれナット，鉛直加力治具を全ねじボルトに取付けるが，この部分の境界条件が固定端となり余計

な荷重が生ずることを防ぐため，水平加力治具とナットまたは鉛直加力治具の間には隙間を設けてお

り，締め付けずに設置する．なお，実験では，水平加力治具の孔と挿入ボルト間に1mm程度のクリアラ

ンスがあることも考慮に入れている．最後に，本実験における実際のセットアップの状況を図4.10に示

す． 



- 4-10 - 

第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

d7,8 d9, 10
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図4.8 セットアップと計測方法（Flat ver.） 
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図4.9 水平加力治具の取付状況 

(a) 純せん断実験時 (b) 組合せ実験時 

水平加力治具 水平加力治具 
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図4.10 実際のセットアップの様子（引張実験） 
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 次いで，デッキ形状を有するインサートの引張実験およびせん断実験のセットアップと計測方法を

図4.11に示す．引張実験では，基本的にFlat ver.のセットアップと同じ形式で試験体を反力フレームに接

続された治具等にセッティングする．計測方法についても同様であるが，デッキ形状を有する試験体の

場合，特にデッキ角度が小さい場合（たとえばθ=30°,45°など）においては，引張力に抵抗するため

の反力支持間距離を十分に確保することが難しく，引張抵抗治具（図中の溝形鋼）の変形が計測に影響

を及ぼすと考えられる．したがって，引張抵抗治具の，引張力に対する反力による変形と回転による変

形の影響を除去するため，反力フレームから別フレームを組み，そのフレームから変位計を引張抵抗治

具の面に対して鉛直にあてることにより，引張抵抗治具の変位を計測している（図4.11(a)(b)中のd5~8）．

せん断実験においてもセットアップと計測方法は，Flat ver.の場合と同じである．ここでは，インサート

と水平加力治具間のクリアランス分のスリップ変位の確認のため，追加で変位計を水平加力治具から，

インサートに挿入した，計測ターゲット代わりのボルトにあてる形にしている（図4.11(c)中のd7）． 

(a) デッキ形状（山部）の引張実験 (b) デッキ形状（谷部）の引張実験 

(c) デッキ形状（谷部）のせん断実験 

図4.11 セットアップと計測方法（DPL ver.） 
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4.2.4 実験パラメータと載荷方法 

 本実験における実験パラメータを載荷方法と併せて述べる．実験パラメータは，図4.3にて示した5種
類のインサートであり，各種インサートに対して純引張実験および純せん断実験を実施する．また，引

張力・せん断力の組合せ方法も実験パラメータとしており，具体的には，各種インサートに対して引張

力が一定の下，せん断力を同時に与える組合せ実験も実施し，引張力Tの大きさを4段階に設定してい

る．まず，純引張実験および純せん断実験について，載荷履歴をそれぞれ図4.12，図4.13に示す．それ

ぞれの実験に対して，一方向単調載荷と繰り返し載荷を行い，繰り返し載荷に伴うインサートの履歴挙

動の違いを把握する．一方向単調載荷については，インサートや周辺コンクリートの破壊あるいは急激

な耐力低下が確認されるまで，ゆっくりと荷重を与え続ける．また，繰り返し載荷を行うことで，各種

インサートの弾性限耐力，降伏耐力などをその都度確認できるようにしている．なお，繰り返し載荷に

おいて，純引張実験では片側漸増繰り返し載荷，純せん断試験では正負交番漸増繰り返し載荷とし，各

振幅2サイクルずつ行う．本実験では，各種インサートの損傷制御のための弾性限耐力の把握のために，

繰り返し載荷では，一方向単調載荷により得た各種インサートの降伏耐力Qyを基に，載荷振幅を0.25Qy，

0.5Qy，0.75Qy，1.0Qy，1.25Qy，1.5Qyと増やしていく計画である． 

図4.12 純引張実験の載荷方法 

図4.13 純せん断実験の載荷方法 

Step

T [kN]
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T [kN]

Step

Q [kN]

Step

Q [kN]

(a) 一方向単調載荷 (b) 片側漸増繰り返し載荷 

(a) 一方向単調載荷 (b) 正負交番漸増繰り返し載荷 
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T/Tu

Q/Qu1

1

 次いで，一定引張力下でせん断力を与える組合せ実験の載荷方法を図4.14に示す．まず載荷の順序と

して，各種インサートに対して設定した大きさの引張力を与えた後，引張力を一定の値に保ちながらせ

ん断力を与える．その間，せん断力は正負交番漸増繰り返し載荷で与える．ここで，引張とせん断が同

時に作用する場合の関係4.8)を次式に示す． 

 

 

ここで， 

α: 組合せ力に対する係数で，本検討では2.0としている． 

T: インサート1本あたりの設計用引張力（N） 

Tu: インサート1本あたりの許容引張力（N）  ※引張試験（単調）により得た終局耐力とする． 

Q: インサート1本あたりの設計用せん断力（N） 

Qu: インサート1本あたりの許容せん断力（N） ※せん断試験（繰り返し）により得た終局耐力とする． 

である． 

上記において，Tu, Quについては，純引張実験および純せん断実験により得た終局耐力を用いている．

また，T, Qについては，組合せ実験により得た引張耐力とせん断耐力をそれぞれ代入している．本実験

における組合せ実験では，引張力は単調に載荷して一定の値を保ち，せん断力は繰り返し載荷する方法

を採用していることから，Tuは純引張実験の一方向単調載荷で得た終局耐力を，Quは純せん断実験の正

負交番漸増繰り返し載荷で得た終局耐力を用いて基準化している．(4.1)式からなる組合せ応力曲線（以

下，T-Q相関曲線）に基づいて載荷パターンを示したものを図4.15に示す．引張力は，終局耐力Tuに対し

ての引張力Tの比率T/Tuが0.20，0.40，0.70，0.85となるように設定している．本論文では，それぞれの載

荷パターンを(a)，(b)，(c)，(d)と呼ぶことにする．以上の実験パラメータ，載荷方法および実験で確

認された破壊形式をまとめた試験体一覧（Flat ver.）を表4.1に示す． 

図4.14 組合せ実験の載荷方法 

(a) 引張側の載荷履歴 (b) せん断側の載荷履歴 

( ) ( ) 1.0
u u

T Q

T Q

 + = (4.1) 

図4.15 組合せ実験の載荷パターン 
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表4.1 試験体一覧（Flat ver.） 

試験体名 

SHF-B-T-M 

インサートの名前 

インサートの色 
載荷方法 

G: 緑 
W:白 
B: 青 
Y: 黄 
R: 赤 

T:     引張 
S:     せん断 
C:     組合せ 
a~d: 組合せ実験の載荷パターン 
M:   単調載荷 
C:   繰り返し載荷 

試験体名 インサート種類
ねじの
呼び径

頭径B

[mm]
有効ねじ
長さS [mm]

埋込長さ
L [mm]

コンクリート設計

基準強度F c  [N/mm2]
デッキの
形状

載荷パターン 確認された破壊形式

TC-G-T-M 引張単調 コーン状破壊

TC-G-T-C 引張片側漸増繰り返し コーン状破壊

TC-G-S-M せん断単調 インサートの破断

TC-G-S-C せん断正負交番漸増繰り返し載荷 インサートの破断

TC-G-Ca 組合せ(a) インサートの破断

TC-G-Cb 組合せ(b) インサートの破断

TC-G-Cc 組合せ(c) インサートの破断

TC-G-Cd 組合せ(d) インサートの破断

SHF-W-T-M 引張単調 コーン状破壊

SHF-W-T-C 引張片側漸増繰り返し コーン状破壊

SHF-W-S-M せん断単調 インサートの破断

SHF-W-S-C せん断正負交番漸増繰り返し載荷 インサートの破断

SHF-W-Ca 組合せ(a) インサートの破断

SHF-W-Cb 組合せ(b) インサートの破断

SHF-W-Cc 組合せ(c) インサートの破断

SHF-W-Cd 組合せ(d) インサートの破断

SHF-B-T-M 引張単調 コーン状破壊

SHF-B-T-C 引張片側漸増繰り返し コーン状破壊

SHF-B-S-M せん断単調 インサートの破断

SHF-B-S-C せん断正負交番漸増繰り返し載荷 インサートの破断

SHF-B-Ca 組合せ(a) 挿入ボルトの破断

SHF-B-Cb 組合せ(b) インサートの破断

SHF-B-Cc 組合せ(c) インサートの破断

SHF-B-Cd 組合せ(d) インサートの破断

SH-Y-T-M 引張単調 コーン状破壊

SH-Y-T-C 引張片側漸増繰り返し コーン状破壊

SH-Y-S-M せん断単調 インサートの破断

SH-Y-S-C せん断正負交番漸増繰り返し載荷 インサートの破断

SH-Y-Ca 組合せ(a) インサートの破断

SH-Y-Cb 組合せ(b) インサートの破断

SH-Y-Cc 組合せ(c) インサートの破断

SH-Y-Cd 組合せ(d) インサートの破断

SH-R-T-M 引張単調 コーン状破壊

SH-R-T-C 引張片側漸増繰り返し コーン状破壊

SH-R-S-M せん断単調 インサートの破断

SH-R-S-C せん断正負交番漸増繰り返し載荷 インサートの破断

SH-R-Ca 組合せ(a) インサートの破断

SH-R-Cb 組合せ(b) インサートの破断

SH-R-Cc 組合せ(c) インサートの破断

SH-R-Cd 組合せ(d) 引抜き破壊

W3/8

32

22

21 フラット

32.5

25

13

13

25

13

45
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 最後に，DPL ver. の試験体に関する実験パラメータについて，載荷方法と併せて述べる．実験パラ

メータは，デッキ部分におけるデッキ角度であり，山部で4種類（30°, 45°，60°，90°），谷部で

4種類（-30°,  -45°，-60°，-90°）の計8種類を用意している．本実験では，山部におけるデッキ角

度を正，谷部におけるデッキ角度を負と定義しており，1種類のインサート（デッキプレート用(SHF)，
有効ねじ長さS=13mm）を対象としている．なお，せん断実験については，加力治具の設置可否の観点

から谷部試験体に対してしか行えない．また，4.2.2でも述べた通り，デッキ平行部におけるインサート

の埋設位置も実験パラメータの1つにしており，中央埋設と端部埋設の2種類を用意している．ここで

は，いずれの埋設においても端あき距離は40mmとしており，同じ端あき距離の下，埋設位置が異なる

ことによる力学挙動の違いの把握を目的としている．載荷方法について述べる．本実験では，力学挙動

の詳細な確認のために，いずれの実験においても繰り返し載荷実験を行う，引張実験では片側漸増繰り

返し載荷であり，せん断実験では正負交番漸増繰り返し載荷である．以上の実験パラメータ，載荷方法

および実験で確認された破壊形式をまとめた，試験体一覧（DPL ver.）を表4.2に示す． 

表4.2 試験体一覧（DPL ver.） 

試験体名 

Dy-T-45-sym 

デッキの形状 

デッキ角度 

T: 引張 
S:  せん断 

Dy: デッキ山部 
Dt:  デッキ谷部 

載荷方法 

インサートの埋設位置 

sym  : 中央埋設 
asym: 端部埋設  

試験体名 インサート種類
ねじの
呼び径

頭径B

[mm]
有効ねじ
長さS [mm]

埋込長さ
L [mm]

コンクリート設計

基準強度F c  [N/mm2]
デッキの
形状

インサート
の埋設位置

デッキ
の角度

載荷パターン 確認された破壊形式

Dy-T-90-sym 90° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-60-sym 60° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-45-sym 45° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-30-sym 30° 引張片側漸増繰返し インサートの破断

Dy-T-90-asym 90° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-60-asym 60° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-45-asym 45° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dy-T-30-asym 30° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dt-T-30-sym -30° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dt-T-45-sym -45° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-T-60-sym -60° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-T-90-sym -90° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-S-C-30-sym -30° せん断正負漸増繰返し インサートの破断

Dt-S-C-45-sym -45° せん断正負漸増繰返し インサートの破断

Dt-S-C-60-sym -60° せん断正負漸増繰返し インサートの破断

Dt-S-C-90-sym -90° せん断正負漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-T-30-asym -30° 引張片側漸増繰返し コーン状破壊

Dt-T-45-asym -45° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-T-60-asym -60° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-T-90-asym -90° 引張片側漸増繰返し コンクリートのひび割れ

Dt-S-30-asym -30° せん断正負漸増繰返し インサートの破断

Dt-S-45-asym -45° せん断正負漸増繰返し 挿入ボルトの破断

Dt-S-60-asym -60° せん断正負漸増繰返し 挿入ボルトの破断

Dt-S-90-asym -90° せん断正負漸増繰返し コンクリートのひび割れ

中央

端部

中央

端部

13 45

山部

谷部

21W3/8 22
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第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

4.3 インサートの引張・せん断実験 

 本節では，インサートの引張耐力およびせん断耐力の把握にあたって，まずFlat ver.のコンクリートブ

ロックに埋設された場合のインサートの引張実験，せん断実験について実験結果と考察を示す．その

後，実際の天井スラブの形状を考慮するために，周辺コンクリートの形状の違いがインサートの耐力に

与える影響を把握するために，DPL ver.のコンクリートに埋設されたインサートの引張実験，せん断実

験について実験結果と考察と示す． 

 

4.3.1 実験結果の概要 

 インサートの引張実験，せん断実験における試験体の破壊形式の一例を図4.16に示す．引張実験では，

いずれの試験体においても周辺コンクリートのコーン状破壊が確認された．一方で，せん断実験では，

大部分の試験体でインサートの破断が確認された．各試験体の引張実験およびせん断実験における荷

重変形関係を図4.18~22に示す．図の縦軸は引張荷重Tもしくはせん断荷重Qであり，横軸は試験体の変

形δである．各図では，引張実験における一方向単調載荷，片側漸増繰り返し載荷の荷重変形関係およ

び確認された破壊形式を各図(a)，(b)，(c)に示しており，せん断実験における一方向単調載荷，正負

交番漸増繰り返し載荷の荷重変形関係および確認された破壊形式を各図(d)，(e)，(f)に示している．な

お，繰り返し実験については図中に計測した履歴曲線を灰色線で示すとともに，履歴曲線から得られる

包絡曲線を黒色線で示している．なお，本論文では，新しい変位振幅を経験する際に計測した荷重を取

り出した曲線を包絡曲線と定義している．また，図中では試験体の弾性限耐力Qeを◯，降伏耐力Qyを●，

終局耐力Quを●で示している．各耐力の定義を図4.17に示す．実験より得た履歴曲線の接線剛性が，初

期剛性から10%程度低下した時点の荷重を弾性限耐力Qeと定義する．次いで，本論文ではSlope Factor法
を採用し，初期剛性の1/6剛性と履歴曲線との接点の荷重を降伏耐力Qyと定義する． 

Q [kN]

δ [mm]

Qy

K

Qu

Qe

K

K/6

図4.17 弾性限耐力Qe，降伏耐力Qyの定義 

図4.16 引張実験，せん断実験における破壊形式の一例 

(a) 引張実験（コーン状破壊） (b) せん断実験（インサートの破断） 
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第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

【合板型枠用インサート(S=13mm)の試験体】 

 図4.18に示す合板型枠用インサート（TC-G, S=13mm）の試験体の実験結果の概要について述べる．ま

ず引張実験では，終局耐力に至るまでほぼ弾性挙動を示している．10kNあたりから荷重がやや低下し，

終局耐力に到達後すぐに耐力が急激に低下し，破壊に至っている．一方向単調載荷と繰り返し載荷の挙

動を比較すると，繰り返し載荷の方が終局耐力がやや大きい結果となった．引張実験について，いずれ

の載荷方法においても脆性的な挙動を示している．また，いずれの載荷方法においてもコーン状破壊が

確認された．次いで，せん断実験では全体的に紡錘型の履歴挙動を示しており，最大耐力は10kN程度で

あった．単調載荷と繰り返し載荷の挙動を比較すると，本試験体ではどちらもほぼ同じ挙動，耐力で

あった．いずれの載荷方法においてもインサートの破断が確認された．せん断実験の繰り返し載荷で

は，載荷振幅が大きくなるにつれて，剛性および耐力が徐々に低下していき，最終的に耐力が急激に低

下する挙動を示している． 

図4.18 荷重変形関係（TC-G, S=13mm） 

(d) せん断実験（単調載荷） (e) せん断実験（繰り返し載荷） 

(a) 引張実験（単調載荷） (b) 引張実験（繰り返し載荷） (c) コーン状破壊 

試験体TC-G (S=13mm) 

(f) インサートの破断 

0

5

10

15

0 2 4 6
 [mm]

Q [kN]

-15

-10

-5

0

5

10

15

-6 -4 -2 0 2 4 6

 [mm]

Q [kN]

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3
 [mm]

T [kN]

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3
 [mm]

T [kN]



- 4-19 - 

第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

【デッキプレート用インサート(改良型，S=13mm)の試験体】 

 図4.19に示す改良型のデッキプレート用インサート（SHF-W, S=13mm）の試験体の実験結果の概要に

ついて述べる．まず引張実験では，終局耐力に至るまで大きな剛性低下は確認されないが，15kNあたり

から荷重がやや低下し，終局耐力に到達後すぐに耐力が急激に低下し，破壊に至っている．一方向単調

載荷と繰り返し載荷の挙動を比較すると，双方ともほぼ同様の挙動で，終局耐力もほぼ同じ結果となっ

た．引張実験について，いずれの載荷方法においても脆性的な挙動を示している．また，いずれの載荷

方法においてもコーン状破壊が確認された．次いで，せん断実験では全体的に紡錘型の履歴挙動であ

り，最大耐力は単調載荷で14kN程度，繰り返し載荷で12kN程度であり，繰り返し変形の影響が確認さ

れた．いずれの載荷方法においてもインサートの破断が確認された．この試験体における，せん断実験

の繰り返し載荷では，載荷振幅が大きくなるにつれて，剛性および耐力が徐々に低下していき，最終的

に耐力が急激に低下する挙動を示している． 

(a) 引張実験（単調載荷） (b) 引張実験（繰り返し載荷） (c) コーン状破壊 

試験体SHF-W (S=13mm) 

(f) インサートの破断 (d) せん断実験（単調載荷） (e) せん断実験（繰り返し載荷） 

図4.19 荷重変形関係（SHF-W, S=13mm） 
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第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

【デッキプレート用インサート(改良型，S=25mm)の試験体】 

 図4.20に示す改良型のデッキプレート用インサート（SHF-B, S=25mm）の試験体の実験結果の概要に

ついて述べる．まず引張実験では，終局耐力に至るまでほぼ弾性挙動を示している．弾性限耐力は

7.0~11.0kN程度であるが，その後も大きな剛性低下は生ずることなく，終局耐力に到達後すぐに耐力が

急激に低下し，破壊に至っており，脆性的な挙動を示している．一方向単調載荷と繰り返し載荷の挙動

を比較すると，一方向単調載荷の方が終局耐力がやや大きい結果となっており，繰り返し変形による影

響が確認された．また，いずれの載荷方法においてもコーン状破壊が確認された．次いで，せん断実験

では全体的に紡錘型の履歴挙動を示しており，最大耐力は13.0~15.0kN程度であった．単調載荷と繰り返

し載荷の挙動を比較すると，本試験体ではどちらもほぼ同じ挙動であったが，繰り返し載荷の方が単調

載荷に比べて2kNほど小さい．いずれの載荷方法においてもインサートの破断が確認された．せん断実

験の繰り返し載荷では，載荷振幅が大きくなるにつれて，剛性および耐力が徐々に低下していき，最終

的に耐力が急激に低下する挙動を示している． 

(d) せん断実験（単調載荷） (e) せん断実験（繰り返し載荷） 

(a) 引張実験（単調載荷） (b) 引張実験（繰り返し載荷） (c) コーン状破壊 

試験体SHF-B (S=25mm) 

(f) インサート破断 

図4.20 荷重変形関係（SHF-B, S=25mm） 
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第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

【デッキプレート用インサート(従来型，S=13mm)の試験体】 

 図4.21に示す従来型のデッキプレート用インサート（SH-Y, S=13mm）の試験体の実験結果の概要につ

いて述べる．まず引張実験では，一方向単調載荷では，終局耐力に至るまで弾性的な挙動を示しており，

脆性的な挙動となっている．一方で繰り返し載荷では，全体的な紡錘型の履歴を示しており，最大耐力

も一方向単調載荷と比べて大きく21.5kNであった．コンクリート面から突出したねじ部に局所的な応

力が集中したことが理由の一つとして考えられる．また，いずれの載荷方法においてもコーン状破壊が

確認された．次いで，せん断実験では全体的に紡錘型の履歴挙動を示しており，最大耐力は6.0~7.0kN程

度で他の埋込型のインサートと比べると半分程度の大きさであった．単調載荷と繰り返し載荷の挙動

を比較すると，本試験体ではどちらもほぼ同じ挙動，耐力であった．いずれの載荷方法においてもイン

サートの破断が確認された．せん断実験の繰り返し載荷では，載荷振幅が大きくなるにつれて，剛性お

よび耐力が徐々に低下していき，最終的に耐力が急激に低下する挙動を示している． 

(a) 引張実験（単調載荷） (b) 引張実験（繰り返し載荷） 

試験体SH-Y (S=13mm) 

(c) コーン状破壊 

図4.21 荷重変形関係（SH-Y, S=13mm） 
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(d) せん断実験（単調載荷） (e) せん断実験（繰り返し載荷） (f) インサート破断 
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第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

【デッキプレート用インサート(従来型，S=25mm)の試験体】 

 図4.22に示す従来型のデッキプレート用インサート（SH-R, S=25mm）の試験体の実験結果の概要につ

いて述べる．まず引張実験では，一方向単調載荷および繰り返し載荷において，終局耐力に至るまで弾

性的な挙動を示しており，脆性的な挙動となっている．また，いずれの載荷方法においてもコーン状破

壊が確認された．次いで，せん断実験では全体的に紡錘型の履歴挙動を示しており，最大耐力は5.0kN
程度で,こちらも試験体SH-Yと同様，他の埋込型のインサートと比べると半分程度の大きさであった．

単調載荷と繰り返し載荷の挙動を比較すると，本試験体ではどちらもほぼ同じ挙動，耐力であった．い

ずれの載荷方法においてもインサートの破断が確認された．せん断実験の繰り返し載荷では，載荷振幅

が大きくなるにつれて，剛性および耐力が徐々に低下していき，最終的に耐力が急激に低下する挙動を

示している． 

(d) せん断実験（単調載荷） (e) せん断実験（繰り返し載荷） 

(a) 引張実験（単調載荷） (b) 引張実験（繰り返し載荷） (c) コーン状破壊 

(f) インサートの破断 

試験体SH-R (S=25mm) 

図4.22 荷重変形関係（SH-R, S=25mm） 
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 次いで，実際に使用されている天井スラブの形状を考慮するにあたって，インサートが埋設されてい

る周辺コンクリートの形状が異なることによる影響を確認した実験（DPL ver.におけるインサートの引

張実験，せん断実験）の結果の概要について述べる．引張実験では，大部分の試験体において周辺コン

クリートのコーン状破壊が確認された（図4.23(a)）．ただし，コンクリートのデッキ角度が谷になるほ

ど，すなわち，設定した実験パラメータの一部であるデッキ角度がθ=-90°に近づくほど，コンクリート

部分のひび割れが確認された（図4.23(b)）．しかし例外として，デッキ角度がθ=+30°の試験体では，

もっとも大きな引張耐力を計測しており，インサートの破断を確認したものが1体だけあった（図4.23
(c)）．一方で，せん断実験では，Flat ver.の時と同様，大部分の試験体において，インサートの破断が

確認されたが（図4.24(a)），実施した8体の試験体のうち，3体は，インサートと治具を接続する挿入ボ

ルトの破断が確認された（図4.24(b)）．ただし，コンクリートのデッキ形状がもっとも谷であるデッキ

角度がθ=-90°では，他の試験体と比べてせん断耐力が半分程度となり，さらにインサートの中心から周

辺コンクリート全体に進展するひび割れが確認された（図4.24(c)）． 

 DPL ver.における引張実験の荷重変形関係を，山部，谷部に対する中央埋設と端部埋設に分けてそれ

ぞれ図4.25～28に示す．各図の縦軸は引張荷重Tであり，横軸は試験体の変形δである．中央埋設の試験

体は，デッキ平行部幅tf=80mmに対して端あき距離c=40mmであり，端部埋設の試験体は，デッキ平行部

幅tf=120mmに対して端あき距離c=40mmである．また，DPL ver.における引張実験で確認された破壊形式

を写真と併せて図4.29～32にまとめて示す． 

 せん断実験の荷重変形関係を，中央埋設と端部埋設に分けてそれぞれ図4.33，34に示す．DPL ver.に
おけるせん断実験については，加力治具の設置可否の観点から，谷部試験体に対してしか行えない．谷

部試験体に対して実施していない．各図の縦軸はせん断荷重Qもしくはせん断荷重Qであり，横軸は試

験体の変形δである．図の表現はFlat ver.の時と同様であり，実験中に計測した履歴曲線を灰色線で示す

とともに，履歴曲線から得られる包絡曲線を黒色線で示している．また，図中では試験体の弾性限耐力

Qeを◯，降伏耐力Qyを●，終局耐力Quを●で示している．また，DPL ver.におけるせん断実験において

確認された破壊形式を写真と併せて図4.35，4.36にまとめて示す． 

図4.23 引張実験における破壊形式の一例 

(a) コーン状破壊 (b) ひび割れ (c) インサートの破断 

図4.24 せん断実験における破壊形式の一例 

(a) インサートの破断 (b) 挿入ボルトの破断 (c) ひび割れ 
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【山部，中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.25に示す山部で中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べる．

いずれの試験体においても終局耐力に到達するまでは，ほぼ弾性的な挙動を示している．θ=+30°の試

験体を除く3体では，破壊形式がいずれもコーン状破壊であり，弾性限耐力到達後，僅かに紡錘型の履

歴曲線を示している．一方で，θ=+30°の試験体では，破壊形式として引張力によるインサートの破断

であり，他の3体と比べても剛性が大きく，脆性的であるため，周辺コンクリートには大きなひび割れ

が確認されず，ひび割れによる損傷もかなり小さかった．終局耐力については，デッキ角度に相関性は

なく，試験体ごとのばらつきが確認される． 

 

【谷部，中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.26に示す谷部で中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べる．

こちらもいずれの試験体についても終局耐力に到達するまでは，ほぼ弾性的な挙動を示している．θ=-
30°の試験体のみ，コーン状破壊が確認されており，その他の試験体ではコンクリートのひび割れが確

認された．これらの試験体では，インサートの中心からひび割れが放射状に広がっていることを確認

し，変位の増大とともにそのひび割れ幅は大きくなっていった．谷部の試験体については，山部の試験

体とは異なり，θが-90°になるにつれて，終局耐力が徐々に小さくなっていることが明らかである． 

 

【山部，端部埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.27に示す山部で端部埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べ

る．いずれの試験体においても終局耐力に到達するまでは，ほぼ弾性的な挙動を示している．また，こ

の4体の試験体に関しては，いずれの破壊形式もコーン状破壊であった．終局耐力については，中央埋

設の時と同様，デッキ角度に相関性はなく，試験体ごとのばらつきが確認される． 

 

【谷部，端部埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.28に示す谷部で端部埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べ

る．いずれの試験体も概ね終局耐力に到達するまでは，ほぼ弾性的な挙動を示しているが，θ=-60°試験

体については，終局耐力に到達後，荷重が緩やかに低下しながら変位が進んでいた．この際，試験体に

はひび割れが進展していく状況が確認された．谷部で端部埋設の試験体についても，θ=-30°の試験体の

み，コーン状破壊が確認されており，その他の試験体ではコンクリートのひび割れが確認された．また，

中央埋設の時と同様，θが-90°になるにつれて，終局耐力が徐々に小さくなっていることが明らかであ

る． 
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図4.26 引張実験における荷重変形関係（谷部，中央埋設） 

(a) θ=+30° (b) θ=+45° (c) θ=+60° (d) θ=+90° 

(a) θ=-30° (b) θ=-45° (c) θ=-60° (d) θ=-90° 

図4.28 引張実験における荷重変形関係（谷部，端部埋設） 

(a) θ=+30° (b) θ=+45° (c) θ=+60° (d) θ=+90° 

(a) θ=-30° (b) θ=-45° (c) θ=-60° (d) θ=-90° 
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図4.27 引張実験における荷重変形関係（山部，端部埋設） 

図4.25 引張実験における荷重変形関係（山部，中央埋設） 

インサート 
の破断 
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図4.29 引張実験で確認された破壊形式（山部，中央埋設） 

図4.30 引張実験で確認された破壊形式（谷部，中央埋設） 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=+90°  

コーン状破壊 25.1kN 

θ=+60°  

コーン状破壊 21.6kN 

θ=+45°  

コーン状破壊 20.1kN 

θ=+30°  

インサート 

の破断 
28.8kN 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=-30°  

コーン状破壊 20.1kN 

θ=-45°  

コンクリートの

ひび割れ 
16.8kN 

θ=-60°  

コンクリートの

ひび割れ 
15.8kN 

θ=-90°  

コンクリートの

ひび割れ 
10.8kN 



- 4-27 - 

第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

図4.31 引張実験で確認された破壊形式（山部，端部埋設） 

図4.32 引張実験で確認された破壊形式（谷部，端部埋設） 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=+90°  

コーン状破壊 24.7kN 

θ=+60°  

コーン状破壊 28.8kN 

θ=+45°  

コーン状破壊 26.8kN 

θ=+30°  

コーン状破壊 23.9kN 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=-30°  

コーン状破壊 22.3kN 

θ=-45°  

コンクリートの

ひび割れ 
21.5kN 

θ=-60°  

コンクリートの

ひび割れ 
17.8kN 

θ=-90°  

コンクリートの

ひび割れ 
16.9kN 
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図4.33 せん断実験における荷重変形関係（谷部，中央埋設） 

(a) θ=-30° (b) θ=-45° (c) θ=-60° (d) θ=-90° 

図4.34 せん断実験における荷重変形関係（谷部，端部埋設） 

(a) θ=-30° (b) θ=-45° (c) θ=-60° (d) θ=-90° 

【谷部，中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.33に示す谷部で中央埋設（tf=80mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べる．

θ=-30°，-45°，-60°の試験体では，いずれもほぼ同じ履歴曲線であり，終局耐力も12.0~14.0kN程度で

あり，ほぼ一定ある．しかしながら，θ=-90°の試験体では，終局耐力が8.0kN弱であり，他の3つの試験

体に比べると耐力がかなり低いことがわかる．また，破壊形式についてもθ=-30°～-60°の試験体では，

インサートの破断もしくは水平加力治具とインサートを繋ぐ挿入ねじ棒の破断が確認された，しかし

ながら，θ=-90°の試験体では，インサートを中心に周辺コンクリートのひび割れが確認されており，耐

力の大きさの違いと破壊形式の違いとの間に相関があると考えられる． 

 

【谷部，端部埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体】 

 図4.34に示す谷部で中央埋設（tf=120mm, c=40mm）の試験体における実験結果の概要について述べ

る．こちらについてもθ=-30°，-45°，-60°の試験体では，いずれもほぼ同じ履歴曲線であり，終局耐

力も11.0~13.0kN程度であり，ほぼ一定ある．しかしながら，θ=-90°の試験体では，負側の終局耐力が

7.0kN弱であり，他の3つの試験体に比べると耐力がかなり低いことがわかる．ただし，正側の終局耐力

は12.0kN程度あり，他の3つの試験体とほぼ同じ耐力を有している，これは，本実験では，端あき距離

の大きい方から載荷を始めており，正側は十分な端あき距離があったためだと考えられる．また，破壊

形式についてもθ=-30°～-60°の試験体では，インサートの破断もしくは水平加力治具とインサートを

繋ぐ挿入ねじ棒の破断が確認された，しかしながら，θ=-90°の試験体では，インサートを中心に周辺コ

ンクリートのひび割れが進展していることが確認されており，耐力の大きさの違いと破壊形式の違い

との間に相関があると考えられる． 
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図4.35 せん断実験で確認された破壊形式（谷部，中央埋設） 

図4.36 せん断実験で確認された破壊形式（谷部，端部埋設） 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=-30°  

インサート 

の破断 
11.1kN 

θ=-45°  

挿入ねじ棒 

の破断 
12.0kN 

θ=-60°  

挿入ねじ棒 

の破断 
12.9kN 

θ=-90°  

コンクリートの

ひび割れ 
6.9kN 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力 

θ=-30°  

挿入ねじ棒 

の破断 
14.0kN 

θ=-45°  

インサート 

の破断 
12.0kN 

θ=-60°  

インサート 

の破断 
12.4kN 

θ=-90°  

コンクリートの

ひび割れ 
7.96kN 
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4.3.2 引張耐力の評価 

 前項までの引張実験の結果に基づき，インサートの引張耐力の評価を行う．純引張実験では，大部分

の試験体で周辺コンクリートのコーン状破壊が確認されたことから，本項では，コーン状破壊耐力の評

価を中心に検討を行う．日本建築学会の「各種合成構造設計指針・同解説（2023）」4.8)の頭付アンカー

ボルトにおけるコーン状破壊耐力Fpは次式で定めている． 

 

 

ここで， 

: 低減係数で，長期で1/3，短期で2/3を用いる． 

Fc: コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ac: コーン状破壊面の有効水平投影面積で，Ac=πlce(lce+B)を用いる．lceは，頭付アンカーボルトの強度算

定用埋込長さで，Bは頭付アンカーボルト頭部の直径である． 

である． 

 まず，（4.2）式による引張耐力を評価するにあたり，コンクリートの形状の違いに伴うコーン状破壊

面の有効水平投影面積について考える必要がある．そこで本検討では，コンクリートのデッキ部分の形

状の違いに伴い，有効水平投影面積の仮定を図4.37に示すように考える．まず，谷部試験体については，

インサート中心からコンクリート躯体端部までの距離であるへりあき寸法が不足するため，不足分の

有効水平投影面積として評価する．その際，コーン破壊面とデッキ傾斜部の交差する部分までを水平投

影した面積も考慮に入れる（図4.37(a)）．一方で，山部試験体については，コーン破壊面とデッキ平行

部の延長線と交差する部分での水平投影面積を考えるが，谷部試験体とは異なり，山部試験体では，

デッキ角度が大きくなるにつれて（θ→+90°），インサート下部におけるコンクリートの厚みが増幅す

ることが考えられ，このことがインサートの引張耐力に影響を与える可能性がある（図4.37(b)の黄色部

分）．実際，4.3.1での実験結果からもわかるように，山部試験体におけるインサートの引張耐力はばら

つきはあるものの，デッキ角度が大きくなるにつれて（θ→+90°），耐力が僅かに大きくなる傾向があ

る．以上のことを踏まえて，コンクリートの厚みの増幅がインサートの引張耐力の増加に係る係数を本

論文では，割増係数βと定義する．ここで，山部試験体のコーン状破壊耐力を検討するにあたっての有

効水平投影面積Acを改めて図4.38に示す．有効水平投影面積Acのうち，デッキの凹の部分に投影される

(4.2) 0.31p c cF F A=  

図4.37 有効水平投影面積の考え方 

(a) 谷部試験体 (b) 山部試験体 

コーン破壊面 

デッキ傾斜部 

コーン破壊面 

デッキ平行部 

有効水平投影面積Ac 有効水平投影面積Ac 
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面積をαAc（図4.38の青色部分）とすると，それ以外の部分の面積は(1-α)Acとなる（図4.38の赤色部分）．

すなわち，有効水平投影面積のうち(1-α)Acの部分は，コンクリートの厚みの増幅に係る部分であること

から，山部試験体において，コンクリートの厚みの増幅の影響を考慮した耐力Fp_calは，次式で表される． 

 

 

ここで，βはコンクリートの厚みの増幅に伴う割増係数で，山部試験体の引張耐力の実験値Fp_expから逆

算して得た値である．すなわち，割増係数βは次式で算出される． 

 

 

 

フラットな試験体も含め山部試験体におけるデッキ角度θ(≧0°)と割増係数βとの関係を図4.39の◯に

て示す．コーン状破壊耐力の一般的な考え方に基づいて，フラットな試験体の場合，すなわちデッキ角

度θ=0°のとき，コンクリートの厚みはないため，βは1.0となる．したがって，デッキ角度θ=0°におけ

るβの値をβ0としたとき，(4.4)式にて得た値をβ0で除し，さらに，これらのデータを-1.0だけオフセット

する（図4.39の●）．ここで，これらのデータに関する回帰曲線を算出し，デッキ角度θ=0°におけるβ

の値が1.0となるように，この回帰曲線を+1.0だけオフセットする（図4.39の赤線）．これが本検討にお

けるコンクリートの厚みの増幅に伴う引張耐力の評価にあたっての割増係数βとなり，θの関数で次式

で表される． 

  

(4.3) 
_ { (1 ) } 0.31p cal c c cF A A F  = + − 

(4.4) _ exp 0.31
(1 ) 0.31
p c c

c c

F A F

A F






− 
=

− 

図4.38 山部試験体における有効水平投影面積とコンクリートの厚みの増幅の考慮 

コンクリートの厚みの増幅 

(4.5) 0.0061 1 = +

(4.5)式 

図4.39 割増係数βとデッキ角度θとの関係 
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 これまで示したコーン状破壊面の有効水平投影面積の考え方を基に，引張実験により得たインサー

トの引張耐力を評価する．まず，Flat ver.の試験体（θ=0°）の場合，5種類のインサートに対して引張実

験を実施したため，インサートの種類の違いとコンクリートブロックのデッキ形状の違いを基に引張

耐力を評価する．まず，Flat ver.の試験体（θ=0°）について，5種類のインサートの引張耐力の評価を図

4.40に示す．図の縦軸は実験値で，横軸は（4.2）式による計算値である．5種類のインサートのうち，

合板型枠用インサート（図の緑プロット）は，埋込長さが32.5mmであるため，耐力が他のインサート（埋

込長さ: 45mm）よりも小さく出ている．図では，（4.2）式による計算値について，低減係数=1.0で評

価した場合と=2/3で評価した場合を示しており，それぞれ塗りつぶしのプロット，白抜きのプロット

で示している．いずれの試験体においても低減係数を考慮しない場合（=1.0で評価した場合）において

十分安全側に評価できていることがわかる．デッキプレート用のインサート（白・青・黄・赤）は，い

ずれも埋込長さが45mmであるが，引張耐力の大きさが17.7~23.4kNの間でばらついており，従来型（黄・

赤）よりもコンクリートに完全に埋め込まれた改良型（白・青）の耐力の方がより大きくなっている．

また，有効ねじ長さの違いが引張耐力に与える影響を，改良型・従来型インサートのそれぞれでみると，

有効ねじ長さが長いほど引張耐力が大きく出ていることがわかる．ただし，有効ねじ長さの違いが引張

耐力の大きさに与える影響は小さい，一方で，埋込長さの短い合板型枠用インサート（緑）と比較する

と，それ以外のインサートと耐力に大きな差が生じていることから，インサートの埋込長さが引張耐力

の大きさに与える影響が大きいとわかる．次いで，DPL ver.の試験体における引張耐力の評価について

インサートの埋設位置に分けて図4.41に示す．図の縦軸はコーン状破壊耐力Fpであり，横軸はコンク

リートブロックのデッキ角度θである．0°＜θ≦90°は山部試験体であり，-90°≦θ＜0°は谷部試験体

を表している．また，図4.37での考え方に基づいて，計算値を低減係数=2/3，1.0の場合に分けて直線

で併せて示している．中央埋設，端部埋設いずれにおいても低減係数を考慮しない（つまり=1.0）場合

においても，計算値は実験値を安全側に評価できているといえる．さらに，計算値の傾向は実験値の傾

向を，山部側，谷部側ともに顕著に捉えている．次いで，実験値のデータをフラット時（θ=0°時）の

引張耐力Fp0で除して無次元化して示したものを図4.42に示す．図の縦軸は，フラット時の引張耐力に対

するデッキ時の引張耐力の割合で，横軸はコンクリートのデッキ角度θである．無次元化して表現した

場合，中央埋設・端部埋設の試験体で，耐力の増減具合に違いが確認できる．中央埋設の場合は，谷部

試験体の耐力が最大50%程度まで低下しており，山部試験体の耐力が最大35%程度まで増加している．

一方，端部埋設の場合は，谷部試験体の耐力が最大80%程度まで低下しており，山部試験体の耐力が最

大30%程度まで増加している．なお，中央埋設・端部埋設の試験体のデッキ角度の違いに伴う引張耐力

の変化具合は，計算値の傾向ともよく整合している． 

図4.40 インサートの引張耐力の評価（Flat ver.試験体） 
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図4.41 インサートの引張耐力の評価（DPL ver.試験体） 

図4.42 インサートの引張耐力の評価（DPL ver.試験体，Fp0で無次元化） 
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4.3.3 せん断耐力の評価 

 せん断実験の結果に基づき，インサートのせん断耐力の評価を行う．純せん断実験では，インサート

の破断の他に，水平加力治具とインサートを接続する挿入ボルトの破断および周辺コンクリートのひ

び割れが確認された．本項では，デッキ形状の違いの影響を含めて，せん断耐力（弾性限耐力，降伏耐

力，終局耐力）の評価を行う．インサートのせん断耐力の評価を行うにあたり，日本建築学会の「各種

合成構造設計指針・同解説（2023）」4.8)における頭付きアンカーボルトの評価式を用いる．コンクリー

ト中に定着された頭付きアンカーボルト1本あたりの許容せん断力Qaは，(4.6)式，(4.7)式および(4.8)式
で算定される値のうち，もっとも小さい値とする． 

 

 

 

 

ここで， 

Qa1: インサートのせん断強度により決まるせん断耐力(N) 

Qa2: コンクリートの支圧強度により決まるせん断耐力(N) 

Qa3: コンクリートのコーン状破壊により決まるせん断耐力(N) 

1, 2: 低減係数であり，前者は長期2/3，短期1.0，後者は長期1/3，短期2/3を用いる． 

sσqa: 頭付きアンカーボルトのせん断強度で，sσqa=0.7sσyとする．(N/mm2) 

sσy: 頭付きアンカーボルトの規格降伏点強度(N/mm2) 

sca: 頭付きアンカーボルトの軸部断面積とねじ部有効断面積のうち，小さい方の値とする．(mm2) 

cσqa: コンクリートの支圧強度で，           とする．(N/mm2) 

cσt: コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で，   とする．ただし，軽量コンクリートを

用いる場合は，この値の90%とする．(N/mm2) 

Fc: コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

Ec: コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Aqc: せん断力方向の側面におけるコーン状破壊面の有効水平投影面積で，Aqc=0.5πc2とする．(mm2) 

c: へりあき寸法(mm) 

である． 

 まず，Flat ver.の試験体（θ=0°）について，5種類のインサートのせん断耐力の評価を図4.43に示す．

図の縦軸は実験値で，横軸は（4.6）式～(4.8)式により決まる計算値である．本検討における計算値は，

（4.6）式～(4.8)式で算定される値の最小値で評価した場合で検討を行っている．なお，本検討におけ

る計算値では，低減係数を乗じて実験値を評価している．図より，合板型枠用インサート（緑）および

改良型のデッキプレート用のインサート（白・青）については実験値を安全側に評価している一方で，

従来型のインサート（黄・赤）については実験値を危険側に評価する結果となった．従来型のインサー

トは，ねじ部がコンクリート面から突出する形となっており，せん断力が作用した際，応力がねじ部の

みに集中し，コンクリート内部にまで伝達していない可能性があり，実験値が計算値よりも小さい値に

(4.6) 1 1a s qa scQ a =  

2 2a c qa scQ a =   (4.7) 

(4.8) 

0.5c qa c cF E = 

0.31c t cF =

3 2a c t qcQ A =  



- 4-35 - 

第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

なったと考えられる．次いで，DPL ver.の試験体について，改良型のインサート（白）のせん断耐力の

評価を図4.44に示す．図の縦軸は実験値で，横軸は（4.6）式～(4.8)式により決まる計算値である．本検

討における計算値は，（4.6）式～(4.8)式で算定される値の最小値で評価した場合（図4.44(a)）に加え

て，本実験にてインサートの破断が破壊形式として数多く確認されたことを踏まえて，（4.6）式で算定

される，インサートのせん断強度により決まるせん断耐力Qa1で評価した場合（図4.44(b)）も併せて行っ

た．また，図では中央埋設の場合を◯で，端部埋設の場合を△で示している．実験結果より，（4.6）式

～(4.8)式で算定される値の最小値で評価した場合は，いずれの試験体も安全側の評価となった．一方

で，Qa1で評価した場合は，一部の試験体を過大評価する結果となった．ただし，この2体の試験体につ

いては，デッキ角度がθ=-90°の試験体で，破壊形式もインサートの破断とは異なり，周辺コンクリート

のひび割れが確認されたものである．以上のことから，谷部試験体においてデッキ角度が90°に近づく

場合は，耐力の著しい低下が見られるため，注意が必要である． 

 最後に，デッキ角度の違いに応じてせん断耐力の推移を確認するために，DPL ver.の試験体における

せん断耐力の評価を，正側と負側に分けて図4.45に示す．図の縦軸はせん断耐力で弾性限耐力（◯，△），

降伏耐力（●，▲），終局耐力（●，▲）に分けて示している．図の横軸はデッキ角度であり，フラッ

ト試験体（θ=0°）も含めて，θ=90°まで示している．なお，谷部試験体についてはデッキ角度を負と

定義していたが，本評価にあたってのみ，せん断耐力の推移をわかりやすくするために，符号をつけず

に表現している．また，図中の丸プロットはDPL ver.試験体における，インサートが中央埋設された試

験体で，三角プロットは端部埋設された試験体である．なお，本実験における端部埋設の試験体では，

端あき距離の長い方を正側としている．実験結果より，いずれのデッキ角度の試験体においても弾性限

耐力は終局耐力の6割程度の値となっている．また，正側については，ばらつきはあるが，いずれの試

験体においてもほぼ同等の耐力の推移となっている．一方で，負側ではθ=0°～60°までは，多少のば

らつきはあるが，ほぼ同じ耐力分布となっている一方で，θ=90°では，埋設の位置に関わらず耐力が半

分程度の値になっている．次いで，フラット時（θ=0°時）におけるせん断耐力に対する各デッキ角度

におけるせん断耐力の比Q/Q0を縦軸にとり，整理したグラフを図4.46に示す．図より，デッキ角度θ=60°
までは，谷部試験体のせん断耐力がフラット時（θ=0°時）におけるせん断耐力の±30%の範囲に収まっ

ており，ばらつきの範囲と考えると，デッキ角度の違いによるせん断耐力の影響は殆どないといえる．

しかしながら，デッキ角度θ=90°では，フラット時（θ=0°時）におけるせん断耐力の60~70%まで低下

しており，デッキ角度θ=60~90°の範囲において，せん断耐力が急激に低下する境界が存在することが

考えられる．最後に本実験におけるせん断実験の試験体および実験結果一覧を表4.3に示す． 

図4.43 せん断耐力（終局耐力）の評価（Flat ver.の試験体） 
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(a) 最小値で評価 (b) インサートのせん断強度Qa1で評価 

図4.44 せん断耐力（終局耐力）の評価（DPL ver.の試験体） 
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図4.45 せん断耐力の評価 

(a) 正側 (b) 負側 

丸印 ：中央埋設 
三角印：端部埋設 
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図4.46 せん断耐力の評価（縦軸をフラット時の耐力で無次元化） 
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表4.3 せん断実験における試験体と実験結果一覧 

破壊形式
終局耐力

Q u  [kN]

TC-G-S-C 32 13 32.5 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 10.06

SHF-W-S-C 13 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 11.46

SHF-B-S-C 25 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 13.89

SH-Y-S-C 13 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 6.03

SH-R-S-C 25 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 5.00

Dt-S-C-30-sym -30° 正負交番漸増繰り返し 挿入ねじ棒の破断 13.99
Dt-S-C-45-sym -45° 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 12.03
Dt-S-C-60-sym -60° 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 12.43
Dt-S-C-90-sym -90° 正負交番漸増繰り返し コンクリートのひび割れ 6.17
Dt-S-C-30-asym -30° 正負交番漸増繰り返し インサートの破断 11.06
Dt-S-C-45-asym -45° 正負交番漸増繰り返し 挿入ねじ棒の破断 12.03
Dt-S-C-60-asym -60° 正負交番漸増繰り返し 挿入ねじ棒の破断 12.93
Dt-S-C-90-asym -90° 正負交番漸増繰り返し コンクリートのひび割れ 6.93

デッキ幅t f

[mm]
端あき距離c

[mm]

80

120

40

- 95 0°

実験結果
インサートの
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デッキ
の角度

載荷パターン

13
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試験体名 インサート種類
有効ねじ長さS

[mm]
埋込長さ
L [mm]
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の形状
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頭径B
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22
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4.4 インサートの組合せ応力下に対する力学挙動と損傷制御に関する検討 

 本節では，引張力とせん断力が同時に作用した際の組合せ応力下に対するインサートの力学挙動に

ついて検討する．本実験ではまず，Flat ver.のコンクリートに埋設されたインサート5種類に対して引張

力の大きさを4パターンに分類して計20体の組合せ実験を行う．その後，得られた実験結果を基に，組

合せ応力下でのインサートの耐力をM-N相関曲線に基づいて定性的な評価を行う．さらに，組合せ応力

下におけるインサートのスリップ挙動の変化についても着目して，損傷制御のための弾性限耐力につ

いて検討を行う． 

 

4.4.1 実験結果の概要 

 組合せ実験では，インサート5種類に対して引張力の大きさを4パターンに分類して計20体の組合せ

実験を行っている．いずれの種類のインサートについても，引張力が大きくなるほどせん断耐力が小さ

くなることが確認されている．また，引張耐力とせん断耐力の関係は，(4.1)式からなる曲線に概ねプ

ロットされることも確認している．本実験における破壊形式としては，大部分の試験体でインサートの

破断が確認された．各試験体の組合せ実験における荷重変形関係を図4.47~51に示す．各図では，引張力

4パターンにおけるせん断側の荷重変形関係を示している．図の縦軸はせん断荷重Qであり，横軸は試験

体のせん断側の変形δである．なお，せん断側は正負交番漸増繰り返し載荷としており，図中には実験

中に計測した履歴曲線を灰色線で示すとともに，履歴曲線から得られる包絡曲線を黒色線で示してい

る．また，図中では試験体の弾性限耐力Qeを◯，降伏耐力Qyを●，終局耐力Quを●で示している．各耐

力の定義は図4.17と同様である． 
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【合板型枠用インサート(S=13mm)の試験体】 

 図4.47に示す合板型枠用インサート（TC-G, S=13mm）の試験体の実験結果の概要について述べる．こ

のインサートに対する組合せ実験では，いずれの載荷パターンにおいても，せん断側の終局耐力は

7.9~9.0kN程度であり，引張耐力とせん断耐力の関係が必ずしも(4.1)式に準ずる結果ではなかった．た

だし，引張力の増加に伴うせん断耐力が徐々に低下していることが確認された．また，引張荷重は比較

的小さい載荷パターン(a)(b)では，紡錘型の履歴を示しているのに対して，引張荷重が比較的大きい載

荷パターン(c)(d)では，明確な塑性化が確認されず，比較的脆性的な挙動を示している．破壊形式につ

いては，いずれの試験体においてもインサートの破断を確認した（図4.52）． 

図4.47 荷重変形関係（TC-G, S=13mm） 

(a) 載荷パターン(a)，T=2.1kN (b) 載荷パターン(b)，T=4.1kN 

(c) 載荷パターン(c)，T=7.6kN (d) 載荷パターン(d)，T=9.3kN 

試験体TC-G (S=13mm) 

T/Tu

Q/Qu1

1

T/Tu

Q/Qu1

1
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Q/Qu1
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【デッキプレート用インサート(改良型，S=13mm)の試験体】 

 図4.48に示すデッキプレート用インサート（SHF-W, S=13mm）の試験体の実験結果の概要について述

べる．このインサートに対する組合せ実験では，引張力の増加に伴うせん断耐力の減少が顕著に確認さ

れた．また，引張耐力とせん断耐力の関係が(4.1)式に準ずる結果となり，組合せ応力の影響を確認でき

る．さらに，引張力の増加とともに終局耐力だけではなく，弾性限耐力の減少も確認された．なお，破

壊形式については，いずれの試験体においてもインサートの破断を確認したが，引張荷重がもっとも大

きい載荷パターン(d)では，インサートを中心に周辺コンクリートのひび割れが広がっており，コーン

状破壊にやや近い状況も確認された（図4.53）． 

図4.48 荷重変形関係（SHF-W, S=13mm） 

(a) 載荷パターン(a)，T=4.4kN (b) 載荷パターン(b)，T=8.4kN 

(c) 載荷パターン(c)，T=15.5kN (d) 載荷パターン(d)，T=19.0kN 

 

試験体SHF-W (S=13mm) 

T/Tu
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図4.49 荷重変形関係（SHF-B, S=25mm） 

(a) 載荷パターン(a)，T=4.6kN (b) 載荷パターン(b)，T=8.9kN 

(c) 載荷パターン(c)，T=16.5kN (d) 載荷パターン(d)，T=20.2kN 
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【デッキプレート用インサート(改良型，S=25mm)の試験体】 

 図4.49に示すデッキプレート用インサート（SHF-B, S=25mm）の試験体の実験結果の概要について述

べる．このインサートに対する組合せ実験においても，引張力の増加に伴うせん断耐力の減少が顕著に

確認された．また，引張耐力とせん断耐力の関係が(4.1)式に準ずる結果となり，組合せ応力の影響を確

認できる．さらに，引張力の増加とともに終局耐力だけではなく，弾性限耐力の減少も確認された．な

お，破壊形式については，4体中3体の試験体においてもインサートの破断を確認している．そのうち1
体の試験体は，載荷パターン(a)については，インサートと水平加力治具を接続する挿入ボルトの破断

が確認された．引張荷重がもっとも大きい載荷パターン(d)については，周辺コンクリートのひび割れ

等は確認されず，他の載荷パターンとほぼ同等の壊れ方を確認している（図4.54）． 
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図4.50 荷重変形関係（SH-Y, S=13mm） 

(a) 載荷パターン(a)，T=3.5kN (b) 載荷パターン(b)，T=6.8kN 

(c) 載荷パターン(c)，T=12.5kN (d) 載荷パターン(d)，T=15.3kN 
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【デッキプレート用インサート(従来型，S=13mm)の試験体】 

 図4.50に示すデッキプレート用インサート（SH-Y, S=13mm）の試験体の実験結果の概要について述べ

る．このインサートに対する組合せ実験においても，引張力の増加に伴うせん断耐力の減少が確認され

た．ただし，改良型のインサートと比べるとその減少具合は比較的緩やかである．インサートのねじ部

がコンクリート面から突出していることもあり，他のインサートと比べて履歴曲線が全体的に紡錘型

となっている．引張耐力とせん断耐力の関係は概ね(4.1)式に準ずる結果となり，組合せ応力の影響を確

認できる．さらに，引張力の増加とともに終局耐力だけではなく，弾性限耐力の減少も確認された．な

お，破壊形式については，いずれの試験体においてもインサートの破断を確認しており，他のインサー

トとは異なり，ねじを有する部分ではない箇所で破断を確認している（図4.55）． 
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図4.51 荷重変形関係（SH-R, S=25mm） 

(a) 載荷パターン(a)，T=4.6kN (b) 載荷パターン(b)，T=8.9kN 

(c) 載荷パターン(c)，T=12.7kN (d) 載荷パターン(d)，T=16.4kN 

試験体SH-R (S=25mm) 

【デッキプレート用インサート(従来型，S=25mm)の試験体】 

 図4.51に示すデッキプレートインサート（SH-R, S=25mm）の試験体の実験結果の概要について述べ

る．このインサートに対する組合せ実験においても，引張力の増加に伴うせん断耐力の減少が確認され

た．ただし，改良型のインサートと比べるとその減少具合は比較的緩やかである．インサートのねじ部

がコンクリート面から突出していることもあり，他のインサートと比べて履歴曲線が全体的に紡錘型

となっている．引張耐力とせん断耐力の関係は概ね(4.1)式に準ずる結果となり，組合せ応力の影響を確

認できる．さらに，引張力の増加とともに終局耐力だけではなく，弾性限耐力の減少も確認された．な

お，破壊形式については，いずれの試験体においてもインサートの破断を確認しており，有効ねじ長さ

25mmの位置で破断している試験体が多く確認された．引張荷重のもっとも大きい載荷パターン(d)で
は，インサートがコンクリートから引き抜かれている様子も確認されている（図4.56）． 
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これら計20体の実験結果を踏まえて，組合せ試験で確認された破壊形式について計測した引張荷重Tと

せん断耐力（終局耐力）Quと併せて図4.52~56に示す． 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力Qu 引張荷重T 

載荷パターン(a) 
T/Tu=0.20  

インサート 

の破断 
8.8kN 2.1kN 

載荷パターン(b) 
T/Tu=0.40  

インサート 

の破断 
9.0kN 4.1kN 

載荷パターン(c) 
T/Tu=0.70  

インサート 

の破断 
8.9kN 7.6kN 

載荷パターン(d) 
T/Tu=0.85  

インサート 

の破断 
7.9kN 9.3kN 

図4.52 組合せ実験で確認された破壊形式（試験体TC-G，S=13mm） 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力Qu 引張荷重T 

載荷パターン(a) 
T/Tu=0.20  

インサート 

の破断 
10.1kN 4.4kN 

載荷パターン(b) 
T/Tu=0.40  

インサート 

の破断 
8.0kN 8.4kN 

載荷パターン© 
T/Tu=0.70  

インサート 

の破断 
7.7kN 15.5kN 

載荷パターン(d) 
T/Tu=0.85  

インサート 

の破断 
4.5kN 19.0kN 

図4.53 組合せ実験で確認された破壊形式（試験体SHF-W，S=13mm） 
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試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力Qu 引張荷重T 

載荷パターン(a) 
T/Tu=0.20  

挿入ボルトの

破断 
11.8kN 4.6kN 

載荷パターン(b) 
T/Tu=0.40  

インサート 

の破断 
9.1kN 8.9kN 

載荷パターン(c) 
T/Tu=0.70  

インサート 

の破断 
7.2kN 16.5kN 

載荷パターン(d) 
T/Tu=0.85  

インサート 

の破断 
6.0kN 20.2kN 

図4.54 組合せ実験で確認された破壊形式（試験体SHF-B，S=25mm） 

試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力Qu 引張荷重T 

載荷パターン(a) 
T/Tu=0.20  

インサート 

の破断 
14.0kN 3.5kN 

載荷パターン(b) 
T/Tu=0.40  

インサート 

の破断 
12.0kN 6.8kN 

載荷パターン(c) 
T/Tu=0.70  

インサート 

の破断 
12.4kN 12.5kN 

載荷パターン(d) 
T/Tu=0.85  

インサート 

の破断 
7.96kN 15.3kN 

図4.55 組合せ実験で確認された破壊形式（試験体SH-Y，S=13mm） 
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試験体 実際の破壊の様子 破壊形式 終局耐力Qu 引張荷重T 

載荷パターン(a) 
T/Tu=0.20  

インサート 

の破断 
5.0kN 4.6kN 

載荷パターン(b) 
T/Tu=0.40 
 

 

インサート 

の破断 
5.0kN 8.9kN 

載荷パターン© 
T/Tu=0.70  

インサート 

の破断 
4.2kN 12.7kN 

載荷パターン(d) 
T/Tu=0.85  

引抜き破壊 3.1kN 16.4kN 

図4.56 組合せ実験で確認された破壊形式（試験体SH-R，S=25mm） 
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 以上に示した実験結果から，インサートの組合せ実験において，多くの試験体でインサートの破断を

確認した．インサートの破断を確認した試験体のうち，破断位置とインサートの種類に関係性について

検討する．5種類のインサートについて，引張力Tの変化に伴うインサートの破断位置を示したものを図

4.57に示す．図の縦軸はインサートの破断位置y，横軸は引張力Tである．各種インサートの平均破断位

置はそれぞれ赤字で示している．なお，グラフのプロットの数とインサートの破断を確認した試験体数

が一致していないが，これは一部の試験体において，ねじ部の破断片がコンクリート内に埋め込まれた

状態で取り出せなかったためである．図より，有効ねじ長さ25mmのインサート（青・赤）については，

破断位置が20.0~23.5mmに分布しており，有効ねじ長さと概ね一致している．一方で，有効ねじ長さ

13mmのインサート（緑・白）については，破断位置が11.5~14.0mmに分布しており，こちらについても

有効ねじ長さと概ね一致している．しかしながら，有効ねじ長さ13mmのインサート（黄）については，

多くの試験体で破断位置が25.5mm以上であり，ねじ部を有する部分ではなく，インサートの空洞部分で

破断していることが実際の様子（図4.55）をみても確認できる．以上の結果から，コンクリート面にね

じ部が突出する従来型のデッキプレート用インサート（黄・赤）は，せん断力によるインサートの破断

位置が有効ねじ長さに依存しないことが考えられる． 

図4.57 引張力Tに応じた各種インサートの破断位置（S: 有効ねじ長さ） 
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4.4.2 組合せ応力の評価 

 組合せ応力下における，弾性限耐力Qe，降伏耐力Qy，終局耐力Qu（図中ではプロットをそれぞれ◯，

●，●）について，4.3節での純引張・せん断実験の結果と(4.1)式（以後，計算値）を用いて，整理し

たものを図4.58に示す．なお，純引張実験により得たコーン状破壊耐力は，図中●プロットで示してい

る．まず，試験体TC-Gについて，引張力が小さい範囲では，計算値は終局耐力を概ね評価できているが，

引張力が大きい範囲では，計算値は終局耐力を過小評価している（図4.58(a)）．一方で，試験体SHF-
WおよびSHF-Bについて，計算値は終局耐力をやや過大評価しているものの，全体として概ね評価でき

ているといえる（図4.58(b)(c)）．また，試験体SH-YおよびSH-Rについては，試験体TC-Gと同様，引

図4.58 各種インサートにおける組合せ応力比の検討 

(a) 試験体TC-G (S=13mm) 

(b) 試験体SHF-W (S=13mm) (c) 試験体SHF-B (S=25mm) 

(d) 試験体SH-Y (S=13mm) (e) 試験体SH-R (S=25mm) 

(4.1)式 

(4.1)式 (4.1)式 

(4.1)式 (4.1)式 

終局耐力Qu 降伏耐力Qy 弾性限耐力Qe コーン状破壊耐力 
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張力の小さい範囲では，計算値は終局耐力を概ね評価できているが，引張力の大きい範囲では，計算値

は終局耐力を過小評価している（図4.58(d)(e)）．デッキプレート用のインサート4種（SHF-W, SHF-B, 
SH-Y, SH-R）は，計算値の傾向を全体的に捉えられているが，合板型枠用のインサート（TC-G）のみ，

引張力の増加に伴うせん断側の終局耐力の減少が確認されず，計算値の傾向を捉えきれていない．合板

型枠用のインサートは，ねじ部周辺がプラスチックの素材で覆われており，引張力が作用する際に付着

力による抵抗が，他のインサートよりも大きいことが理由の一つとして考えられる．次いで，縦軸に引

張力T，横軸にせん断力Qをとり，各種インサートにおける引張耐力とせん断耐力の関係を図4.59に示

す．いずれのインサートにおいても作用する引張力が大きくなるとせん断耐力は小さくなっている．こ

図4.59 各種インサートにおける引張耐力とせん断耐力の関係 

(a) 試験体TC-G (S=13mm) 

(b) 試験体SHF-W (S=13mm) (c) 試験体SHF-B (S=25mm) 

(d) 試験体SH-Y (S=13mm) (e) 試験体SH-R (S=25mm) 

弾性範囲 

弾性範囲 
弾性範囲 

弾性範囲 
弾性範囲 

終局耐力Qu 降伏耐力Qy 弾性限耐力Qe コーン状破壊耐力 
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こで，弾性限耐力に着目して，インサートに引張力とせん断力が同時に作用した場合における弾性範囲

を図中，水色で示している．試験体TC-Gでは，埋込長さが短いこともあり，引張耐力が他のインサート

と比べても小さいが，せん断耐力については，試験体SHF-W，SHF-Bとほぼ同等の大きさを有している．

一般的に吊り形式の建築設備機器を耐震支持する際，設備機器の自重により作用する引張力は1kN以下

であることが多いため，地震時においてこれらのインサート1本あたりに作用するせん断力の大きさが

5kN程度以下であれば，インサートを弾性限耐力内に留めておくことが可能だと考えられる．一方で，

従来型のインサートである試験体SH-Y．SH-Rでは，コンクリートへの埋込長さがある程度あるのにも

関わらず，他のインサートに比べて弾性範囲が小さい．地震時においてこれらのインサート1本あたり

に作用するせん断力の大きさが3~4kN程度以下であれば，インサートを損傷制御のための弾性限耐力内

に留めておくことが可能であると考えられるが，注意が必要であるといえる．次いで，図の縦軸に各種

インサートの終局耐力Quに対するせん断力（Qe, Qy, Qu）の比率を，横軸に引張力Tをとり，インサート

図4.60 引張力Tの増加に伴うせん断耐力の推移 

終局耐力Qu 降伏耐力Qy 弾性限耐力Qe 

(a) 試験体TC-G (S=13mm) 

(b) 試験体SHF-W (S=13mm) (c) 試験体SHF-B (S=25mm) 

(d) 試験体SH-Y (S=13mm) (e) 試験体SH-R (S=25mm) 
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に与える引張力の増加に伴う，各種インサートのせん断耐力の推移を確認する（図4.60）．図より，い

ずれのインサートも引張力の増加に伴い，各々のせん断耐力が減少しているが，その減少具合にはイン

サートの種類ごとにばらつきがある．改良型のデッキプレート用インサートである試験体SHF-W，SHF
-Bでは，引張力の増加とともにほぼ直線的に減少しており，もっとも大きな引張力を与えた際（T/

Tu=0.85）の終局耐力は，引張力を与えない場合の終局耐力の40~43%程度である．一方で，従来型のデッ

キプレート用インサートである試験体SH-Y，SH-Rに関して，もっとも大きな引張力を与えた際（T/

Tu=0.85）の終局耐力は，引張力を与えない場合の終局耐力の77~82%程度である．また，合板型枠用イ

ンサートである試験体TC-Gに関しては，もっとも大きな引張力を与えた際（T/Tu=0.85）の終局耐力は，

引張力を与えない場合の終局耐力の78%程度である． 

 次いで，組合せ応力下でのインサートの耐力をM-N相関曲線に基づいて評価する．本検討では，図4.61
に示すように，インサートの断面を円形中空断面と仮定して，引張力下におけるインサートの全塑性

モーメントMpcおよび降伏モーメントMycについて検討する．引張力が作用しない場合のインサートの

全塑性モーメントおよび降伏モーメントをそれぞれMp，Myとすると，各モーメントと引張力との間には

次式の関係式が成り立つ4.9)． 

 

 

 

 

ここで，Tyは引張降伏耐力である． 

(4.9)式，(4.10)式より，インサートの断面を円形中空断面と仮定した場合のM-N相関曲線を作図するこ

とができる．また，インサートにある値以上の引張力Tが作用すると，コーン状破壊を生ずることも考

えられるため，(4.2)式を用いて，次式により縦軸のT/Tyを算出する． 

 

 

 

ここで，計算上のTyはインサートの降伏応力度σyに，円形中空断面の面積Afを乗じた値としている．す

なわち，円形中空断面の外径をD，厚さをtとすれば，円形中空断面のうち外枠部分の面積Afは，次式で

表せる． 

 

以上の計算過程を踏まえ，組合せ応力下でのインサートの耐力をM-N相関曲線に基づいて評価したもの

を図4.62に示す．図の縦軸は引張力T，横軸はせん断力Qであり，上記の式から導出した全塑性耐力曲線

と降伏耐力曲線を併せて示している．図では，実験より得たコーン状破壊耐力，降伏耐力，終局耐力を，

それぞれ●，〇，●プロットで示している．また図中では，（4.2）式から導かれる計算上のコーン状破

壊耐力について，低減係数を考慮する場合（=2/3）と考慮しない場合（=1.0）の2つで示している．図

より，実験で得た降伏耐力および終局耐力は，それぞれ降伏耐力と全塑性耐力の曲線上に概ねプロット

されており，円形中空断面を仮定したことによる耐力を概ね良好に評価できていることを示している．

ただし，これらの曲線については，インサートの境界条件および降伏応力度σyを仮定の下で構築したも

のであり，一定引張下におけるせん断耐力に対して，破壊モードの組合せに基づく力学的解釈を与えて

いる． 

(4.9) 

(4.10) 

図4.61 インサートの断面の仮定 

円形中空断面を仮定して，
計算上のMpc, Mycを計算する 
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図4.62 組合せ応力下でのインサートの耐力の評価（M-N相関曲線に基づく） 
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 =1.0 
 =2/3 

 =1.0 
 =2/3 

 =1.0 
 =2/3 

 =1.0 
 =2/3 

(4.2)式 

(4.2)式 

(4.2)式 (4.2)式 

注) 各インサートの材料強度を仮定して評価している． 
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図4.63 本論文におけるスリップ量の定義 

iサイクル目における 
スリップ量 

（終局耐力の5%未満の
変位領域としている） 

4.4.3 インサートのスリップ挙動と耐力の検討 

 最後に，せん断力をインサートに作用させた際に生ずるスリップ量の検討を行う．4.4.1にて示したよ

うに，本実験におけるせん断力Qに対する水平変位δの関係の復元力特性は，スリップ型の履歴であり，

正負合計で2.0mm程度のスリップ区間がある．これは図4.9に示すインサートと水平加力治具との間の

クリアランス1.0mm程度の影響も含んでいるが，インサートと周辺コンクリート間の付着の影響等も考

えられる．したがって，ここでは，各種インサートごとに純せん断実験および組合せ実験にて確認した

スリップ量について評価する．まず本検討におけるスリップ量の定義を図4.63に示す．スリップ量は各

試験体の終局耐力の5%未満の耐力が続く範囲としており，かつ正側から負側にかけて続く変位量とし

て定義している．本検討では，インサートと水平加力治具との間のクリアランス約1.0mmを考慮し，実

際に得たデータからそのクリアランス分を差し引いたものを，インサートに実際に生じたスリップ量

δslipとして考える．繰り返しせん断載荷の影響によるスリップ量の変化について，各種インサートごと

にまとめたものを図4.64に示す．縦軸は各サイクルの最大荷重Qであり，横軸はスリップ量δslipである．

黒色のプロットは，純せん断繰り返し実験の結果であり（T=0kN），色が付いたプロットは，組合せ実

験の結果である．色が薄くなるほどインサートに与えた引張力が大きくなるような表現としている．い

ずれのインサートについても，せん断荷重の増加に伴い，スリップ量が徐々に増加していることがわか

る．また，繰り返し載荷の最終サイクル付近では，耐力が低下するとともに，スリップ量も急激に増加

していることがわかる．なお，引張力の大きさとスリップ量の大きさの間の相関は小さいと考えられ

る．次いで，インサートが一定引張力下でせん断力を受けた際の弾性範囲内で使用可能な領域について

考える．インサートの弾性範囲とスリップ量の関係を表したものを図4.65に示す．図の縦軸は，各サイ

クルにおける最大耐力を弾性限耐力で無次元化した比率Q/Qeであり，横軸は各サイクルにおけるイン

サートのスリップ量δslipである．図では，インサートのスリップ量δslipを1mm以内，1~2mm，2~3mm，

3~4mmに抑えるためのQ/Qeの範囲を縦線で示しており，その下限値を直線で結んでいる．図より，イン

サートの種類に応じて，目標とすべきスリップ量に対するQ/Qeの下限値が異なっていることがわかる．

インサートの種類ごとに見ると，試験体TC-Gは，他の試験体に比べて，比較的小さいせん断荷重の下で

スリップ量が大きくなっている．試験体SHF-W，SHF-Bもスリップ量が大きく，特に試験体SHF-Bでは，

弾性範囲内に収まり切れていないものが目立つ．一方，試験体SH-Y，SH-Rは，弾性範囲内に収まって

いるものが多く，スリップ量も1~2mm以内に収まっている．なお，いずれのインサートについても，作

用する引張荷重Tが大きくなるほど，スリップ量は小さくる傾向がある．この理由の一つとして，摩擦

係数を一定と仮定すれば，引張力が大きくなるほど，インサートと周辺コンクリート間の支圧力が上昇

するためであると考えられる． 
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(c) 試験体SHF-B (S=25mm) 

図4.64 せん断荷重の増加に伴うスリップ量の変化 

(a) 試験体TC-G (S=13mm) 

(b) 試験体SHF-W (S=13mm) 

(d) 試験体SH-Y (S=13mm) (e) 試験体SH-R (S=25mm) 
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図4.65 弾性限範囲とスリップ量の関係 

(c) 試験体SHF-B (S=25mm) 

(a) 試験体TC-G (S=13mm) 

(b) 試験体SHF-W (S=13mm) 

(d) 試験体SH-Y (S=13mm) (e) 試験体SH-R (S=25mm) 
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T=0.0kN 
T=4.6kN 
T=8.9kN 
T=16.5kN 
T=20.2kN 

T=0.0kN 
T=3.5kN 
T=6.8kN 
T=12.5kN 
T=15.3kN 

T=0.0kN 
T=4.6kN 
T=8.9kN 
T=12.7kN 
T=16.4kN 

δslip [mm] 

δslip [mm] 

δslip [mm] 

δslip [mm] 

δslip [mm] 

Q/Qe 

Q/Qe 

Q/Qe 

Q/Qe 

Q/Qe 



- 4-56 - 

第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動 

4.5 まとめ 

 本章では，吊り形式の建築設備機器を支持する吊り材とコンクリート躯体の接合に用いられる多種

多様なインサートに対して引張実験，せん断実験を行うことで力学挙動に関する基本的な知見を得る

とともに，デッキ形状の違いによる引張耐力およびせん断耐力を評価した．さらに，一定引張力下でせ

ん断力を与える組合せ実験を実施し，終局耐力および損傷制御のための弾性限耐力について評価した．

以下に得られた結果をまとめる． 

 

[1] インサートの引張実験，せん断実験では，インサートの種類によって異なる挙動を示すことを確認

した．合板型枠用インサートは，デッキプレート用インサートに比べて，埋込長さが短いこともあ

り引張耐力，せん断耐力が小さかった．また，従来型のデッキプレート用インサートは，コンクリー

ト面からねじ部が突出しており，応力がねじ部に集中的に作用したことで，他のインサートと比べ

て引張耐力，せん断耐力が小さかったことに加えて，明瞭な塑性変形が確認された． 

[2] デッキ形状を有するコンクリートに埋め込まれたインサートの引張実験では，山部の試験体ほど

耐力が大きいこと，谷部の試験体ほど耐力が小さくなることを確認した．また，大部分の試験体で

コーン状破壊耐力が確認された一方で，一部の谷部の試験体では周辺コンクリートのひび割れに

よる耐力低下も確認した．コーン状破壊面とデッキ傾斜部分の位置関係および周辺コンクリート

の厚みの影響を考慮することにより，実験より得た引張耐力を安全側に評価することができた． 

[3] デッキ形状を有するコンクリートに埋め込まれたインサートのせん断実験（デッキの溝直交方向）

では，谷部試験体に対してのみ行った．その結果，デッキ角度θ（デッキ傾斜部の平行部に対する

角度）＝30, 45, 60°では，フラット時におけるインサートのせん断耐力とほぼ変わらない耐力で

あった．一方でデッキ角度θ＝90°では，せん断耐力が半分程度以下まで低下し，破壊形式におい

てもインサートの破断から周辺コンクリートのひび割れになったことで，せん断耐力の急激な低

下に至るポイントがデッキ角度θ＝60°~90°の間に存在すると考えられる． 

[4] インサートの組合せ実験では，インサートの種類ごとに履歴挙動の違いやせん断耐力の低下具合

の違い等が確認された．実験より得た引張耐力，せん断耐力は，計算における組合せ曲線上にプ

ロットされ，実験値を概ね良好に評価できた．さらに，インサートの断面を円形中空断面と仮定し

て，M-N相関曲線に基づく組合せ応力下での耐力を評価した結果，一定引張下におけるせん断耐力

に対して，破壊モードの組合せに基づく力学的解釈を与えることができた． 

[5] インサートのせん断載荷時に生ずるスリップ量について検討した結果，せん断荷重が増加するに

つれてスリップ量も増加することを確認した．また，せん断耐力とスリップ量との関係を検討した

結果，インサートに作用する引張力が増加するほど，スリップ量が小さくなった．これは，摩擦係

数を一定とすれば，引張力が大きくなるほど，インサートとコンクリート間の支圧力が上昇するこ

とが一因として考えられる．さらに，インサートの種類によってインサートを弾性限範囲内に留め

ておくための耐力の領域が異なることを確認した． 
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5．結論 

 
5.1 本論文で得られた知見 
 本論文では，接合部を含む吊り形式の建築設備機器を対象とした一連の構造実験を実施し，要素実験

から得た部材の材料特性，断面特性を基に，吊り支持部材としての水平剛性，耐力および低サイクル疲

労性能の把握を行った．さらに，天井スラブの固定部に用いられるインサートの組合せ応力下に対する

終局耐力と損傷制御のための弾性限耐力の把握を行った．以下に，第2章～第4章で得られた知見をまと

める． 

 

【第2章 建築設備機器に用いられる部材の力学挙動】 

 第2章では，吊り形式の建築設備機器に対して慣例的に用いられる吊りボルト（ウィットねじ）の引張

実験および曲げ実験を行い，材料特性および曲げに対する断面特性を把握した．次いで，取付金物を含

む吊りボルトの要素実験を行い，取付金物の位置が吊り支持部材に与える影響について検討した．第2章
にて得られた結果を以下に示す． 

 

[1] 引張実験では，降伏応力度が公称値の1.7~4.3倍程度に分布しており，その平均値は550~600N/mm2

程度で，鋼種による差は小さかった．一方で，引張強さについては公称値の1.2~2.2倍程度に分布

しており，その平均値はSS400材で630~660N/mm2，SUS304材で894N/mm2で，鋼種による差が大き

かった．なお，いずれの材料特性においてもロット毎のばらつきが大きかった． 

[2] 曲げ実験では，断面二次モーメントは，ばらつきは比較的小さく，鋼種や呼び径に依らず規格値

の50~80%程度に分布しており，断面係数は規格値の80~140%程度，塑性断面係数は規格値の

70~130%程度に分布していた．すなわち，曲げに対する断面特性の平均としてみれば，有効径に基

づく評価に対して，剛性は60%程度，耐力は80~90%程度となることがわかった． 

[3] 取付金物を含む吊りボルトの剛性を，吊りボルトの剛性と取付金物の剛性の直列和とみなし，取

付金物の剛性を同定した結果，取付金物の剛性は，吊りボルトの端部から載荷点位置までの距離Lb

が短いほど上昇していた．これは，取付金物の載荷点位置と吊りボルトの間に偏心量が存在し，

捩りモーメントが生ずることに起因しており，Lbが短いほど捩りモーメントによる変形が拘束され

るためであると考えられる． 

[4] 取付金物を含む吊りボルトの剛性を，吊りボルトの剛性と取付金物の剛性の直列和とみなし，さ

らに取付金物の剛性を突出長さLbの違いに応じて変換することを考慮することにより，吊り支持部

材の突出部における剛性の評価精度が向上することを示した． 
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【第3章 建築設備機器に用いられる吊り支持部材の力学挙動と低サイクル疲労性能】 

 第3章では，まず吊り支持部材の突出部を模擬した吊り材のみの繰り返し載荷実験を行い，吊り材の

長さ，呼び径が吊り材の力学挙動および低サイクル疲労性能に与える影響について検討を行った．次い

で，吊り材・斜材・取付金物・設備機器に模した鉄板からなるユニット（吊り支持部材）の力学挙動お

よび低サイクル疲労性能に着目した繰り返し載荷実験を行い，吊長さ，斜材の取付角度が，吊り支持部

材の水平剛性，耐力および低サイクル疲労性能に与える影響を検討した．さらに，地震時における吊り

支持部材の耐震性を評価する方法について例示した．第3章にて得られた結果を以下に示す． 

 

[1] 突出部を模擬した吊り材の繰り返し実験では，突出部分の初期サイクル時における弾性剛性と降

伏耐力は，実験値と計算値の比較により，突出部の上下端部の境界条件が片持ち梁と両端固定梁を

仮定した力学モデルの間にあることを確認した． 

[2] 吊り材の呼び径が異なると弾性剛性と降伏耐力，最大耐力は変化するが，本実験にて比較した呼び

径の違い（W3/8とW1/2）であれば，破断回数はほぼ等しい結果になった．また，W3/8とほぼ大き

さの等しいM10と，W1/2とほぼ大きさの等しいM12についても，同一長さでの破断回数は，それぞ

れほぼ等しい結果となった．すなわち，低サイクル疲労性能に関して，ねじ形状の異なるウィット

ねじとメートルねじとの間においての差異は小さいといえる． 

[3] 吊り材，斜材，取付金物および設備機器に模した鉄板からなるユニット（吊り支持部材）の水平剛

性について，力学モデルを構築して評価した結果，突出長さLf=250mm以上では実験値を良好に評

価できたのに対して，Lf=100mmではやや過大評価する結果となった．これは取付金物の捩れが及

ぼす影響が大きいものと考えられ，精度向上には要素実験等による追加検討が必要である．一方，

吊り支持部材の耐力については，大部分の試験体の実験値を良好に評価できた．ただし，斜材が

もっとも長いθ=60°では，耐力をやや過小評価する傾向にあった． 

[4] 吊り材の低サイクル疲労性能は，突出部における変形角を用いれば，斜材の有無に依らずに評価で

きることを示した．また，吊長さが長くなるほど，破断回数は大きくなる傾向にある．これは，同

一振幅でも相対的に塑性変形量が小さくなることが一因であり，塑性率を用いれば，突出長さの違

いによる影響も排除できることを示した． 

[5] 斜材があり，突出長さがもっとも短いLf=100mmの吊り支持部材において，吊り材の破断に加えて，

斜材の座屈や取付金物の破損が確認された．特に，取付金物の破損は，吊り材の破断に比べて小さ

な載荷振幅にて発生しており，また吊り材の破断回数よりも少ない回数で破損に至ることがわ

かった． 

[6] 地震時を想定し，載荷振幅が複数の振幅にわたって変動する場合について検討した．吊り材の低サ

イクル疲労破断については，複数の振幅を組み合わせた場合にもMiner則による累積損傷度を適用

できる可能性を示した． 

[7] 実際の建物に備え付けられている吊り形式の建築設備機器の吊り支持部材を設計対象とした耐震

性の検討方法の一例を示した． 
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【第4章 天井スラブ固定部に設置したインサートの力学挙動】 

 第4章では，吊り形式の建築設備機器を支持する吊り材とコンクリート躯体の接合に用いられる多種

多様なインサートに対して引張実験，せん断実験を行うことで力学挙動に関する基本的な知見を得る

とともに，デッキ形状の違いによる引張耐力およびせん断耐力を評価した．さらに，引張力とせん断力

を同時に与える組合せ試験を実施し，終局耐力および損傷制御のための弾性限耐力について評価した．

第4章にて得られた結果を以下に示す． 

 

[1] インサートの引張実験，せん断実験では，インサートの種類によって異なる挙動を示すことを確認

した．合板型枠用インサートは，デッキプレート用インサートに比べて，埋込長さが短いこともあ

り引張耐力，せん断耐力が小さかった．また，従来型のデッキプレート用インサートは，コンクリー

ト面にねじ部が突出しており，応力がねじ部に集中的に作用したことで，他のインサートと比べて

引張耐力，せん断耐力が小さかったことに加えて，明瞭な塑性変形が確認された． 

[2] デッキ形状を有するコンクリートに埋め込まれたインサートの引張実験では，山部の試験体ほど

耐力が大きいこと，谷部の試験体ほど耐力が小さくなることを確認した．また，大部分の試験体で

コーン状破壊耐力が確認された一方で，一部の谷部の試験体ではコンクリートのひび割れによる

耐力低下も確認した．コーン状破壊面とデッキ傾斜部分の位置関係およびコンクリートブロック

の厚みの影響を考慮することにより，実験より得た引張耐力を安全側に評価することができた． 

[3] デッキ形状を有するコンクリートに埋め込まれたインサートのせん断実験では，谷部試験体に対

してのみ行った．その結果，デッキ角度（デッキ傾斜部の平行部に対する角度）θ＝30, 45, 60°で

は，フラット時におけるインサートのせん断耐力とほぼ変わらない耐力であった．一方でデッキ角

度θ＝90°では，せん断耐力が半分程度以下まで低下し，破壊形式においてもインサートのねじ部

の破断からコンクリートのひび割れになったことで，せん断耐力の急激喪失に至るポイントが

デッキ角度θ＝60°~90°の間に存在すると考えられる． 

[4] インサートの組合せ実験では，インサートの種類ごとに履歴挙動の違いやせん断耐力の低下具合

の違い等が確認された．実験より得た引張耐力，せん断耐力は，計算における組合せ曲線上にプ

ロットされ，実験値を概ね良好に評価できた．さらに，インサートのねじ部分を円形中空断面と仮

定して，M-N相関曲線に基づく組合せ応力下での耐力を評価した結果，一定引張下におけるせん断

耐力に対して，破壊モードの組合せに基づく力学的解釈を与えることができた． 

[5] インサートのせん断載荷時に生ずるスリップ量について検討した結果，最大変位が増加するにつ

れてスリップ量も増加することを確認した．また，せん断耐力とスリップ量との関係を検討した結

果，インサートに作用する引張力が増加するほど，スリップ量が小さくなった．これは，摩擦係数

を一定とすれば，引張力が大きくなるほど，インサートとコンクリート間の支圧力が上昇すること

が一因として考えられる．なお，インサートの種類によってインサートを弾性限範囲内に留めてお

くための耐力の領域が異なることを確認した． 
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5.2 本論文の総括 

 本論文で得られた知見を以下にまとめる． 

 

[1] 吊り支持部材の水平剛性を評価するにあたり，部材の剛性に係る吊り材の断面二次モーメントと

取付金物の剛性を，要素実験により同定し，力学モデルに適用して考えること，さらに取付金物

を含む接合部の偏心の影響を考慮することが重要である． 

[2] 吊り支持部材の耐力を評価するにあたり，部材の耐力に係る吊り材の降伏応力度，断面係数，塑

性断面係数を要素実験により同定し，力学モデルに適用して考えることは重要である．また，斜

材の取付角度，突出長さの違いによって，吊り支持部材の耐力・破壊モードが異なることを確認

し，いずれの試験体に対しても耐力を概ね評価することができた．ただし，吊り支持部材の耐力

を評価するにあたっては，実験結果にて観察された破壊モードを含めて評価することが精度向上

のために必要である． 

[3] 天井スラブ固定部に設置されるインサートの構造実験では，インサートの種類により異なる力学

挙動を示すことを確認した．引張力とせん断力が同時に作用する組合せ荷重下において，イン

サートを弾性範囲内に収める範囲について設定した．また，デッキスラブへのインサートの設置

は，谷部の場合は耐力が50~90%程度の範囲に低下することから，山部への設置が安全上望まし

いといえる． 

[4] 接合部を含む吊り支持部材の低サイクル疲労性能に関して，突出部において生ずる低サイクル疲

労破断については，突出部における変形角を用いることで斜材の有無に依らずに評価できること

を示した上で，塑性率を用いた吊り材の長さに依らない統一的な評価方法を構築した．また，繰

り返し荷重下では，せん断荷重の増加に伴い，インサートに生ずるスリップ量が増加することが

わかった．さらに，履歴曲線に基づく弾性限耐力に加えて，インサートにおけるスリップ量を目

標とした許容耐力の設定方法について，インサートの種類ごとに示した． 

[5] 吊り形式の建築設備機器の耐震性の確保にあたっては，剛性・耐力の観点から，斜材端部からの

吊り材の突出長さは，全体の力学性能を支配する重要なパラメータである．突出長さの違いに応

じて，吊り支持部材の斜材の取付角度，吊幅などについて安全性を確認できる範囲で設定するべ

きである．また，天井スラブ固定部に用いられるインサートの種類に応じて，弾性範囲かつス

リップが生じない範囲で使用すべきである． 
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第5章 結論 

5.3 今後の課題 

 本論文における今後の課題について述べる． 

 第2章では，建築設備機器の耐震支持に際して，慣例的に用いられているウィットねじを対象として，

引張実験と曲げ実験により材料特性と曲げに対する断面特性を把握した．材料特性について，いずれの

試験体においても降伏応力度および引張応力度の平均値が公称値よりも大きな値であった．本実験に

おける引張試験片の加工方法と，そこから考えられる各応力度と公称値との差異について確認する必

要がある．また，場合によっては解析等を通じてウィットねじの材料特性および曲げに対する断面特性

について検討する必要がある． 

 第3章では，吊り支持部材の繰り返し載荷実験を行い，吊長さ，斜材の取付角度が，吊り支持部材の

水平剛性，耐力，および低サイクル疲労性能に与える影響について検討した．吊り支持部材の水平剛性

の評価では，突出部がもっとも短く，また斜材の座屈が想定されるLf=100mmにおいて，圧縮側の寄与

を無視しても実験値をやや過大評価する傾向にあった．これは取付金物の捩れが及ぼす影響が大きい

ものと考えられ，評価精度の向上には，取付金物に関する要素実験として，さらなる追加検討が必要で

ある．取付金物の特性に起因する剛性評価については，より一般性を高めるために他の形状・材質を有

する取付金物を用いた実験も行う必要があると考えている．また，本実験において繰り返し疲労による

取付金物の破損は，吊り材の破断に比べて小さな載荷振幅にて発生しており，また吊り材の破断回数よ

りも少ない回数で破損に至ることがわかったため，吊り形式の建築設備機器の耐震性の向上という観

点から，取付金物の疲労実験についても別途実施する必要がある． 

 第4章では，吊り材とコンクリート躯体の接合に用いられる多種多様のインサートに対して，引張実

験，せん断実験，組合せ実験を行い，終局耐力および損傷制御のための弾性限耐力について評価した．

本実験では，デッキプレートにインサートが設置された場合も想定して実験を行っており，鉄板をコン

クリートに取付けず，実験値が安全側に評価される条件の下，実験を行っているが，現場では鉄板とコ

ンクリート間の付着がインサートの力学挙動に影響を与えている可能性もある．したがって，鉄板とコ

ンクリートを付着させた状態でインサートの要素実験を行い，付着の有無による力学挙動の違いを把

握する必要がある．また，本論文におけるインサートの構造実験では静的載荷で実施し，基本的な知見

を得ることはできたが，動的載荷によるインサートの力学挙動や疲労性能については不明確なままで

ある．実際の建築設備機器は，吊り材がコンクリート躯体に対してインサートを通じて施工されている

ケースが多いため，第3章の実験結果と比較検討する形で，吊り材がコンクリート躯体に設置された条

件下で実験を行い，接合部を含めた低サイクル疲労性能について評価する必要がある． 
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